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１款　議会費
（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

2 01 01 01 議会広聴広報事業
【議会事務局】

3,126 加須市議会基本条例に基
づき、市民に信頼される
開かれた議会、より身近
な議会を推進するため、
積極的に議会情報を発信
するとともに、市民との
意見交換会等を通じた広
聴活動を行う。

市議会だよりを年4回定例
会後に発行する。 
また、市議会ホームペー
ジの内容を充実するとと
もに、新着情報を随時更
新して周知を図る。 
さらに、市議会モニター
制度、市民や平国大学生
との意見交換会の開催と
いった広聴活動を展開す
る。

・市議会だより編集委員
会の開催
・市議会だよりの編集、
発行
・市議会ＨＰの充実（Ｈ
Ｐ体系の見直し）
・市議会モニター制度の
運用
・市民との意見交換会、
議会報告会の開催
・平国大学生との意見交
換会開催
・市議会フェイスブック
の実施
・市内企業訪問研修の実
施

3 01 01 01 議員年金対策給付費負担
事業
【議会事務局】

41,733 平成23年5月末で地方議会
議員年金制度が廃止され
たことから、適正に議員
年金を支給するために必
要な負担金を市議会議員
共済会へ支払う。

年金給付に必要な負担金
を市議会議員共済会へ支
払う。

年金給付に必要な負担金
の市議会議員共済会へ支
払う。

1 ・議会基本条例の運用
・本会議等の円滑な運営
・会議録作成、公表（Ｈ
Ｐ）
・加須市議会ＢＣＰ図上
訓練
・市民公開研修講座の開
催
・本会議のインターネッ
ト中継
・全議員のタブレット端
末及び本庁舎４階のＷｉ
Ｆｉ環境を整備し、ペー
パーレス化等を推進
・議場コンサートの開催
・青少年未来議会の開催
・政務活動費交付、公表
（ＨＰ）
・常任委員会視察
・議場の耐震対策工事等
の検討
・行政視察報告書公表
（ＨＰ）
・法定外の会議等におけ
る市議会議員の費用弁償
を削減

・事務局機能を発揮し、
円滑かつ効率的 な議会運
営に努めるとともに、会
議録（本会議・常任委員
会・特別委員会）の公開
により、更に開かれた議
会を推 進する。
・住民自治を原則にした
請願・陳情等を 受理し、
議会に諮る。
・タブレット端末等を整
備し、ペーパーレス化な
どに活用する。
・議会改革を推進する。

加須市議会基本条例に基
づき、市民と行政との協
働を推進するため、議決
機関としての議会運営を
適切に補助し、議会運営
の充実を図る。

32,008議会運営事業
【議会事務局】

010101
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２款　総務費
（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

1 02 01 01 ワークシェアリング事業
【職員課】

10,488 　市民の多様な働き方を
実現する雇用の創出を図
り、会計年度任用職員と
して市政に参画してもら
うとともに、市職員の時
間外勤務の抑制と健康増
進に資する。

　会計年度任用職員を業
務繁忙等により人員を必
要としている部署に配置
する。

・会計年度任用職員を必
要とする部署へ適宜配置

2 02 01 01 秘書事務事業
【秘書課】

6,519 　市長及び副市長の公務
を適切に執行する。

　市長及び副市長のスケ
ジュール管理、政策秘書
業務、市長交際費の適正
管理を行う。 

・市長及び副市長のスケ
ジュールの適正管理 
・的確な政策秘書業務の
実施 
・市長交際費の適正支出 
・市長公用車の賃貸借 
・会計年度任用職員の任
用

3 02 01 01 市の花、市の木普及事業
【総務課】

1,292 ・市の花「コスモス」、
市の木「サクラ」が市民
生活と結びつき、加須市
の象徴として市民に末永
く愛され、親しまれる
花、木として市内全域の
普及に努め、併せて市民
と行政による協働のまち
づくりの推進を図る。

・市民と協働による市の
花、市の木の植樹等を推
進する。 
・市の花、市の木の市内
における見どころを関係
課等と連携して整備、紹
介する。 
・市の花、市の木が加須
市のＰＲに有効に活用で
きるものとして、各公共
施設等への植樹、外部へ
情報を発信する際の封筒
や資料への掲載を積極的
に行う。

・市報や公用封筒への市
の花、市の木印刷による
ＰＲ 
・希望する自治会にコス
モスの種を配布 
・希望する公共施設にコ
スモスの種を配布 
・コスモス畑の整備：未
来館周辺9600㎡【農業振
興課】 
・サクラの苗木を公共施
設等に市民と協働で植樹
【まちづくり課】

4 02 01 01 市民の日記念・顕彰事業
【総務課】

1,048 ・「加須市民の日」（3月
23日）を記念する事業を
展開し、市民の郷土意識
を高めるとともに、更な
る市民の一体感の醸成を
図る。また、市民顕彰を
適時行い、市民と行政に
よる協働のまちづくりを
推進する。

・市の取り組みとして、
市民の日記念表彰式や公
共施設の無料化等を行
い、また、市民の取り組
みとして、民間協賛事業
の展開等を行うなど、市
と市民が共に市民の日に
ちなんだ事業を展開す
る。 
・名誉市民、一般表彰、
感謝状の贈呈を行う。

・加須市民の日記念表彰
式の開催 
・公共施設の無料化【各
施設所管課】 
・記念イベントの実施
【各課】 
・市民団体等が行う協賛
事業の実施 
・「私の323」を募集、紹
介 
・賞状用紙、額の計画的
な購入 

5 02 01 01 自治体間交流事業
【総務課】

734 ・県内外の自治体との間
で、教育、文化、スポー
ツなど交流活動を行うこ
とにより、相互の理解と
友好親善を深め、地域社
会の発展と振興を図るこ
とを目的とする。

・防災協定関係等にある
自治体や、県内外の自治
体との間で、教育、文
化、スポーツなどの交流
活動を行うことにより、
相互の理解と友好親善を
深め、地域社会の発展と
振興を図る。 
・姉妹都市等との住民交
流を促進するため、該当
する事業に対して補助金
を交付する。

・市民平和祭や加須地域
市民まつりなどの市イベ
ントにさくら市、双葉町
を招待、さくら市、双葉
町主催のイベント等に参
加【各課】 
・姉妹都市、友好都市と
の市民団体の交流事業に
補助金を交付 
・さくら市へのグルメツ
アー実施 
・新たな姉妹都市交流に
向けた検討、協議

6 02 01 01 国際交流推進事業
【総務課】

1,503 ・国籍や民族などの異な
る人々が、互いの文化的
差異を認め合い、対等な
関係を築きながら交流を
推進し、地域社会の構成
員として共に生きてい
く、協働のまちづくりを
進める。

・海外日本語教師のホー
ムステイ先を斡旋する
「ワンナイトステイ事
業」や、国際交流を行う
市内団体への支援を行
う。 
・外国人住民が地域社会
の一員として共に暮らし
ていくために必要な支援
等を行う。

・ワンナイトステイ事業
の実施【県事業】 
・多言語による情報提供
資料の作成、配布【各
課】 
・日中友好加須市民会議
補助金【生涯学習課】 
・オーストラリアキンガ
ロイ高校による市長表敬
訪問の対応 
・外国人住民支援団体等
へのサポート体制の充実 
・外国人等との交流の場
の充実
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

7 02 01 01 入札契約管理事業
【管理契約課】

1,610 　適正な公共調達の実施
のため、地域性に応じ、
透明性、競争性、公正性
を確保した入札・契約事
務の執行を図る。

・適正な公共調達の確保
のために策定した「公共
調達改革に関する加須市
の基本取組方針」を平成
28年4月に改定した。 
・適正な公共工事の施工
を確保するための業者選
定業務の実施。 
・電子入札システムを活
用し透明性を確保した円
滑で効率的な入札契約業
務を執行する。

・公共工事などの入札・
契約事務 
・公共調達改革の取組基
本方針に即した入札契約
制度の検証 
・電子入札システム、総
合評価方式による入札 
・業者選定委員会等、入
札契約に係る関係委員会
の開催

8 02 01 01 法務相談事業
【総務課】

1,300 法令上の争点を整理し、
法的紛争を未然に防止す
るとともに、発生した訴
訟及び審査請求に的確に
対応する。

・本事業の定例相談を、
毎月1回本庁舎において顧
問弁護士と直接相談する
ことにより行う。 
・臨時相談は急を要する
ときに行うものとする。 
・業務の執行により紛争
等が生じたとき、又は生
じるおそれがあるときに
業務所管課が相談するも
のとする。 
・行政不服審査法に基づ
く行政不服審査制度への
対応を行う。

・顧問弁護士相談の開催 
・訴訟対応 
・審理員候補者の選定・
研修 
・加須市行政不服審査会
の運営

9 02 01 01 人事管理事業
【職員課】

49,269 ・自立した自治体経営を
目指すため、人材を経営
資源の1つと捉え、人材育
成事業と組合わせなが
ら、公平・公正で職員一
人ひとりの能力を発揮さ
せる人事管理を行う。 
・職員が健康で安全に働
き続けられる職場とする
ため、健康診断や産業医
による健康相談など労働
安全衛生対策の充実を図
る。

・職員昇任試験(主幹職・
主査職)や人事評価などを
実施する。 
・行政需要に的確に対応
できる資質を持つ人材を
確保する。 
・定期健康診断や産業医
による健康相談 
・ストレスチェック及び
相談 
・人事配置・給与支給・
服務管理（分限懲戒等） 
・会計年度任用職員の任
用管理

・人事配置・給与支払・
服務管理（分限懲戒等） 
・職員採用試験、職員昇
任試験の実施 
・人事評価（能力評価・
業績評価）の実施 
・定期健康診断・ストレ
スチェック・産業医健康
相談 
・会計年度任用職員任
用・管理外部委託 
・共済組合・社会保険・
雇用保険事務・公務災害
事務 

10 02 01 01 人材育成事業
【職員課】

4,807 　自立した自治体経営を
目指すため、加須市職員
の目指すべき「職員像」
を明らかにし、総合的視
点から職員の人材育成を
図る。

・自主研修を実施する。 
・鴻巣市、行田市及び羽
生市と共同で実施してい
る「四市共同研修会」や
彩の国さいたま人づくり
広域連合で行われる各種
研修へ計画的に職員を派
遣する。 
・自治大学校や市町村ア
カデミー等への派遣研修
を行う。 
・新規採用職員サポー
ター制度を実施する。

・自主研修の実施 
・他団体(四市共同研修会
や彩の国さいたま人づく
り広域連合など)で行われ
る研修への職員派遣 
・令和4年度職員研修計画
の策定(2月) 
・新規採用職員サポー
ター制度の実施 
・自主研究グループへの
支援 
・地域活性化センターと
共同の人材育成

11 02 01 01 職員福利厚生事業
【職員課】

1,520 　職員の福利厚生の充実
を図るとともに、自立し
た自治体経営を目指すた
め、職員間の交流による
連携(絆)を深め、組織力
を向上させる。

・加須市役所職員厚生会
の活動を支援する。 
・職員用の医薬品を購入
し、配備する。

・加須市役所職員厚生会
への補助金交付 
・加須市役所職員厚生会
事務局としての運営支援
及び事業の周知 
・医薬品の購入・配備

12 02 01 01 施工等管理事業
【管理契約課】

197 ・市が発注する建設工事
及び委託に係る契約の適
正な履行の確保と給付の
完了の確認及び良質な成
果品を確保をするため、
検査を適正かつ円滑に執
行する。 
・市発注工事における優
秀な成績の建設工事に対
し、その施工業者を表彰
することにより、請負業
者の建設意欲を高め、工
事の質的向上を図る。

・監督員及び指定検査員
を対象とした研修会を実
施するために、研修資料
を作成し、研修会の機会
を増やし研修会を実施す
る。 
・優秀建設工事表彰式を
実施するために、優秀建
設工事表彰審査委員会を
開催し、表彰対象工事を
選定する。

・市が発注する建設工事
及び委託に係る検査 
・加須市優秀建設工事表
彰 
・検査職員及び監督員の
研修 
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

13 02 01 01 総務管理事業
【総務課】

8,888 ・適正な事務執行に努め
ることで、総務一般事業
の円滑な遂行をする。 

・市民総合賠償保険加
入、消耗品（新聞）の購
入等を行う。 
・行政境界事務、自衛隊
受託事務等について、効
率的・効果的な事務の執
行を推進する。 
・県外避難者支援、平和
事業、栄典事務につい
て、必要に応じた適切な
事務事業を行う。

・市民総合賠償保険加
入、消耗品（新聞）の購
入等 
・行政界の立会い 
・自衛隊員の募集事務 
・被災者支援会議の開
催、戸別訪問の実施 
・平和祭での平和式典の
準備、運営 
・平和パネル展の実施 
・栄典事務の適正な執行
（春秋叙勲、高齢者叙勲
等） 
・ミュージカルかぞ公演
「いち」の開催支援

14 02 01 02 広報紙等発行事業
【シティプロモーション
課】

23,633 　行政情報の積極的な提
供を行い、市民との情報
の共有化を図る。

　市民との情報の共有化
を図るため、行政情報や
イベント情報を積極的に
提供する「市報かぞ｣を毎
月発行する。

・毎月1日「市報かぞ」発
行 
・紙面のオールカラー化
・自治会を通じた全戸配
布 
・公共施設への配置 
・工業団地内企業への送
付及びコンビニ等への配
置 
・マチイロ、マイ広報紙
の配信 
・ＱＲ技術による動画の
活用
・子ども版「市報かぞ」
の発行

15 02 01 02 市民カメラマン事業
【シティプロモーション
課】

35 　広報活動の活性化を図
り、市民との協働による
まちづくりにつなげる。

　市民カメラマン事業
は、20歳以上の市民で、
土日に活動でき、ボラン
ティアとして活動する意
欲がある者を公募し、市
民カメラマンとして市長
が委嘱するもので、市内
で行われる各種行事、催
し等の写真を市報かぞの
表紙などに積極的に採用
する。 
　3年以上活動した方に
は、市から感謝状を贈呈
する。

・市民カメラマンの委嘱 
・市民カメラマンによる
イベント等の撮影 
・市民カメラマンが撮影
した写真を広報紙やＳＮ
Ｓで紹介 
・市民カメラマン写真展
の実施 
・帽子、腕章、名刺の作
成

16 02 01 02 加須市ＰＲ・営業推進事
業
【シティプロモーション
課】

6,538 　加須市に人や物を呼び
込み、観光振興や産業振
興につなげるとともに、
市民の郷土への誇りや郷
土愛の醸成を図るため
に、様々な地域資源を広
く市内外に向かって魅力
的に情報発信する。

　ＰＲ営業本部会議を開
催し、新たな市のＰＲ方
策を検討する。
　また、イベント等でＰ
Ｒ用品等の活用により、
本市のＰＲに努める。

・ＰＲ営業本部会議の開
催 
・こいのぼり手ぬぐいの
作成、販売 
・ガイドマップ及びス
ポーツガイドの修正増刷 
・名刺台紙の作成
・ＳＡでのリーフレット
設置 
・ドローンによる動画撮
影 
・ＮＨＫ公開番組の実施

17 02 01 02 ホームページ・ＳＮＳ活
用事業
【シティプロモーション
課】

3,364 　ホームページやＳＮＳ
を活用し、世界に向けて
タイムリーかつスピー
ディーに加須市の情報を
発信し、加須市の認知度
を高める。

　更新状況を把握し、各
課に対し更新の働きかけ
を行う。 
　見やすく分かりやすい
ホームページ作成に取り
組むため、庁内研修を実
施するとともに閲覧者か
らのホームページに対す
る意見を担当課に伝え
る。 
　また、ＳＮＳで旬な情
報や動画をタイムリーか
つスピーディーに発信す
る。

・各課におけるページの
更新及び作成 
・ＨＰによる情報提供、
職員の操作研修 
・魅力発信かぞの充実、
アプリによる情報発信 
・市のＰＲ動画のＨＰ掲
載、ＳＮＳ配信 
・ＳＮＳの広告運用 
・本市ＰＲ動画「かぞく
る」シリーズ作成  
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

18 02 01 02 ふるさと写真・動画コン
クール事業
【シティプロモーション
課】

241 　本市の素晴らしさを再
発見し、郷土「加須」へ
の愛着を高めてもらうと
ともに、応募作品を周知
し、多くの方々に本市の
魅力をＰＲする。

　テーマを発表し、応募
作品の受付、市民の日に
表彰をする。 
　写真の部については、
従来の「一般の部」に加
え「小中学生の部」を設
け、幅広い世代への働き
かけを行い、公共施設で
の展示やＨＰでの公開を
する。 
　動画の部については、
優れた作品を加須市公式
動画サイトに登録し公開
する。

・広報紙等による開催周
知及び作品募集 
・市長、議長等による審
査及び各賞の決定 
・市民の日記念表彰式で
表彰 
・入賞作品をＨＰ及び広
報紙へ掲載 
・入賞作品の巡回展示 

19 02 01 02 全国こいのぼり写真コン
クール事業
【シティプロモーション
課】

361 　全国各地で撮影された
こいのぼりの写真を募集
し、展示することによ
り、こいのぼりの素晴ら
しさを再発見するととも
に、「こいのぼりのふる
さと　かぞ」を全国に向
けてＰＲする。

　市の特産品である「こ
いのぼり」に特化し、全
国のこいのぼりの写真を
より多くの方から応募し
ていただけるよう、広報
紙、写真雑誌、ＨＰやＳ
ＮＳ等で積極的なＰＲを
行う。 
　また、応募された全作
品を「全国こいのぼり写
真集」としてＨＰで公開
する。 
　第3回コンクールから隔
年開催とする。

・写真雑誌等活用による
開催周知及び作品募集
・市長、議長等による審
査及び各賞の決定
・表彰式の開催 
・入賞作品をＨＰ及び広
報紙へ掲載
・入賞作品の巡回展示

20 02 01 02 市長への手紙・メール事
業
【秘書課】

18 　広聴の推進を図るた
め、市民から直接、手
紙・メールによる意見、
提案、要望等をいただ
く。 

　手紙については、市内
公共施設に投函箱を設置
し、メールについては、
ホームページによりそれ
ぞれ意見等を伺い、市長
が1件1件確認して市長名
で回答するとともに、市
政に出来る限り反映させ
る。

・投函箱及び郵送による
市長への手紙の受領 
・ホームページによる市
長へのメールの受領 
・意見等に対する迅速な
回答

21 02 01 02 市政についての話し合い
開催事業
【政策調整課】

14 　市民と行政の相互理解
を深めるため、各地域別
に広聴集会を開催し、そ
れぞれの地域にお住まい
の市民の皆様から市政全
般にわたる意見及び要望
等を幅広く伺い、これを
可能な限り市政に反映さ
せる。

　毎年、話し合いのテー
マを設け、市内の公共施
設等を会場として話し合
いを実施する。

・テーマの決定 
・11地区での話し合いの
開催 
・要望等への回答及び対
応状況の把握 
・自治連役員会に対応状
況の報告 
・開催結果を踏まえ、開
催会場・開催時間等の検
証

22 02 01 02 情報公開・個人情報保護
事業
【総務課】

652 透明で開かれた市政運営
の推進と行政への市民の
信頼の確保を図るととも
に、市が保有する個人情
報を適切に保護すること
により個人の権利利益の
保護を図り、もって基本
的人権の擁護に資する。

・加須市情報公開条例及
び加須市個人情報保護条
例に基づく制度を適正に
運用する。 
・加須市情報公開・個人
情報保護審査会及び加須
市情報公開・個人情報保
護運営審議会を必要に応
じて開催する。 
・審議会等の会議の公開
及び会議録の公表制度を
運用する。 

・加須市情報公開及び加
須市個人情報保護制度の
運用 
・加須市情報公開・個人
情報保護審査会及び加須
市情報公開・個人情報保
護運営審議会の運営 
・審議会等の会議の公開
及び会議録の公表制度の
運用 
・番号法に伴う特定個人
情報保護評価の実施

23 02 01 02 文書収発浄書事業
【総務課】

84,744 ・適正な行政サービスを
実施するため、本市にお
ける印刷、郵送、使送な
どの事務を円滑に進め
る。

・印刷用紙などの関連消
耗品の購入、郵送、使送
業務、ＯＡ機器等の借上
げ 
・コピー機等の管理をす
るとともに簡易印刷物に
ついては庁内印刷機等を
活用する。 
・郵便物等の文書の収発
業務及び自治会等への使
送業務を行う。

・文書の収受 
・文書の使送 
・庁内印刷 
・コピー機等の管理 
・使送業務のシルバー人
材センターへの委託 
・事務経費節減の推進
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

24 02 01 02 例規文書管理事業
【総務課】

8,274 法制執務や法令解釈に関
し必要な助言や相談を行
い、条例、規則等の制定
改廃及び適切な文書管理
を実施することで円滑な
行政運営を図る。

法制執務及び例規整備に
関する相談を実施すると
ともに、法令関係図書、
例規データベース等の法
令業務に関する環境を全
庁的に整備し、迅速かつ
的確に行政立法や行政不
服等に係る業務を実施す
る。 
また、情報公開に対応し
た文書管理の構築等を行
う。

・法令解釈等の相談、支
援 
・例規審査 
・ファイリングシステム
巡回指導及び研修並びに
ファイリングシステムに
基づく文書管理の実施 
・保存期間満了文書の再
資源化のための委託 

25 02 01 03 財政管理事業
【財政課】

11,971 経済情勢や事業の進捗状
況を踏まえ、中・長期的
な視点に立ち、持続可能
で安定した財政運営を行
う。

・予算編成及び執行に関
すること 
・財政計画（見直し）及
び財政事情の公表に関す
ること 
・その他財政に関するこ
と（財務会計システムの
管理・運用など）

財務会計システム運用及
び更改準備、予算編成業
務、地方交付税業務、地
方債業務、財政事情の公
表、決算統計作成、健全
化判断比率の算定、国の
統一的な基準に基づく公
会計の財務書類4表の作成

26 02 01 04 公金納付円滑事業
【会計課】

19,236 市民の利便性の向上を図
るため、公金納付方法に
ついて研究し、納付場所
や時間に制約されず公金
を納付できる環境を整備
する。

・口座振替での収納を促
進するため、関係機関と
連携し、市民への周知 
・多岐にわたる窓口で納
付された公金の迅速かつ
正確な管理 
・コンビニエンスストア
納付制度等の適切な運用

・日計処理業務の適正な
管理による公金収納事務
の円滑な実施（ｅＬＴＡ
Ｘ日計処理費用含む） 
・コンビニ納付利用割合
等の把握、分析及び適切
な運用 
・口座振替の促進（関係
機関との連携） 
・基幹シシテム更改に伴
う日計処理業務の対応

27 02 01 04 会計管理事業
【会計課】

9,093 財政の健全化を図るた
め、法令との整合性、正
確性を重視し、多様化す
る出納事務を円滑に遂行
する。 
また、公金の確実な管理
と効率的な運用を図る。

現金等の出納・保管及び
支出負担行為・支出命令
に係る債務の確認を行
う。 
歳計現金及び各種基金の
管理運用を適正に行う。 
各課における公金の適正
な取扱いを指導する。 
 
 

・法令、予算に則した伝
票等の審査を行い、適正
な出納処理の徹底
・「加須市公金管理運用
基準」による公金の確実
な管理と効率的な運用 
・「公金取扱事務の適正
化方針」による実地検査
の実施 
・研修会実施による適正
な伝票起票 
・指定金融機関への口座
振替組戻手数料の負担 
・指定金融機関への派出
事務手数料の負担

28 02 01 05 公用自転車利用推進事業
【総務課】

10 ・地球温暖化防止等に身
近なところから貢献すべ
く、また、職員の健康増
進を図るべく、積極的に
公用自転車の利用を推進
する。

・施設に応じた適正な配
車を継続し、公用自転車
が利用できる体制を維持
する。 
・各施設から、片道2キロ
未満の移動手段として、
公用自転車を利用するよ
う、職員への周知を徹底
する。 

・公用自転車の点検、保
守、管理 
・環境への配慮、職員の
健康増進を図るべく、公
用自転車の積極的な利用
推進 
・施設に応じた公用自転
車の適正な配車

29 02 01 05 公共施設等再整備基金事
業
【財政課】

410 　公共施設等の整備・改
修計画に位置づけられた
もののほか、今後発生す
る一般的な公共施設等の
建替え又は改修等を目的
とした経費に充てる財源
として、計画的に基金に
積み立てるとともに、適
時必要額を活用する。

　今後予定されている公
共施設等の整備・改修計
画、必要額を把握し、そ
の財源として前年度繰越
金の一部を基金へ積み立
てる。

・基金への積み立て 
・基金の活用
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

30 02 01 05 普通財産管理事業
【管理契約課】

12,141 　市有財産の有効活用を
図るため、適正な維持管
理を推進する。

・固定資産台帳による市
有財産管理及び財産規則
等に基づく公表。 
・普通財産（土地・建
物）の適正管理。 
・除草、剪定、消防設備
点検、各種修繕、火災保
険及び光熱水費の支払い
などの維持管理。 
・政教分離が必要な物件
への適正な対応。

・固定資産台帳の更新及
び普通財産の評価、公表 
・未利用普通財産の公売
・用途廃止された法定外
公共物の売払い 
・伐採、剪定、除草、修
繕等普通財産の維持管理 
・加須市公有財産の取得
及び処分検討委員会の開
催 
・政教分離に関する物件
への適正な対処

31 02 01 05 普通財産活用推進事業
【管理契約課】

1,729 　健全な財政基盤による
自治体経営の実現のた
め、市有財産の有効活用
を推進する。

　未利用財産の適正な利
活用を計画的に推進する
ため、「未利用財産の利
活用基本方針」に基づ
き、対象となる未利用普
通財産の利活用を実施す
る。

・未利用普通財産の効率
的利活用の推進及び検討 
・利活用のための未利用
普通財産の測量、不動産
鑑定 
・市有財産管理運用委員
会の開催 

32 02 01 05 庁舎維持管理事業
【総務課】

482,876 ・施設内の安全性の確保
及び施設の長寿命化を図
るため、庁舎の故障や不
具合の有る箇所の修繕や
保全のための点検・改修
を実施する。

・庁内の総合管理体制を
整備し、施設の長寿命化
のため、修繕箇所に優先
順位をつけ、効率的に修
繕を行う。 
・空調設備の温度設定や
使用時間の徹底など、経
常経費の削減に努める。 
・庁舎における禁煙を徹
底する。 

・総合管理委託による庁
舎管理 
・電力供給についてＰＰ
Ｓの活用 
・緊急を要する修繕、必
要箇所の修繕 
・危機管理対策として、
職員による不測事態対策
チームの編成、自衛消防
隊の編成等 
・庁舎敷地内における禁
煙の徹底 
・受変電設備等改修及び
設備棟建設工事（１年
目）及び監理等業務

33 02 01 05 車両管理事業
【総務課】

12,070 ・定期的な点検整備によ
り安全性を確保するた
め、総括的配車管理によ
り、供用車を効率的に利
用する。

・環境基準に合った車を
適切に整備するととも
に、修繕等では対応しき
れない車を把握し、廃車
に伴う買替えを行う。 
・庁内のネットワークを
利用し、車両の利用状況
の把握や管理を徹底す
る。 
・公用自動車の毎月の利
用状況を報告書等で確認
し、組織に応じた適正な
配車体制を図る。 

・共用車の目安とする配
置基準運用及び職員数等
の変更に伴う配置替えの
検討 
・60分ルールによる共用
車の効率的な稼働 
・バスや共用車及び各課
所管の公用車の安全運転
管理の指導、啓発 
・共用自動車の点検、保
守、管理、市バス等の運
転業務 
・車検確認表による適正
な車検管理 
・防犯ドライブレコー
ダー設置方針による設置
推進

34 02 01 06 財政調整基金・市債管理
基金事業
【財政課】

1,438 　災害復旧、市債の繰上
償還、その他財源の不足
を生じた時のために基金
を積み立てるとともに、
計画的に必要額を活用す
る。

　預金利子を一般会計に
収入した後、基金へ積み
立てる。また、必要に応
じて基金を取り崩し、一
般会計に繰り入れる。

・基金への積み立て 
・財源不足に伴い必要に
応じて基金を取り崩し、
一般会計に繰り入れ 

35 02 01 07 公共交通バリアフリー化
事業
【政策調整課】

46 　年齢や障害の有無に関
わらず、誰もが公共交通
を利用できるよう、ユニ
バーサルデザインの考え
方に基づき、公共交通の
バリアフリー化を促進す
る。

　公共交通事業者に対
し、駅舎等バリアフリー
化を要望するとともに、
バリアフリー化の改修を
支援し、公共交通のバリ
アフリー化を図る。 

・柳生駅のバリアフリー
化（エレベーター・多機
能トイレの設置、スロー
プ改修）要望 
・柳生駅のバリアフリー
化について、東武鉄道
（株）や埼玉県との協議
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№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

36 02 01 07 総合教育会議運営事業
【政策調整課】

24 　地域の教育の課題やあ
るべき姿を共有し、より
一層民意を反映した教育
行政を推進するため、総
合教育会議を適切に運営
する。

　市長と教育委員会によ
り構成する総合教育会議
を開催し、以下の事項を
協議・調整する。 
 
①加須市人づくりプラン
の進行管理 
②教育の条件整備など重
点的に講ずべき施策 
③児童・生徒等の生命・
身体の保護等緊急の場合
に講ずべき措置

・総合教育会議を開催
し、教育行政全般にわた
る課題の協議・調整

37 02 01 07 渡良瀬遊水地活用推進事
業
【環境政策課】

148 　地域の振興と活性化を
図るため、ラムサール条
約湿地として登録された
渡良瀬遊水地のワイズ
ユース（賢明な利用）を
推進する。

　渡良瀬遊水地利活用推
進計画を推進し、環境を
保全しながら観光拠点と
しての活用を図る。 

・アクリメーション振興
財団との連携 
・渡良瀬遊水地保全・利
活用協議会への参画 
・渡良瀬遊水地利活用推
進計画の進行管理 
・渡良瀬遊水地クリーン
作戦への参画 
・中核施設等の一体的活
用 
・三県境連携事業の継続

38 02 01 07 渡良瀬遊水地まつり開催
事業
【地域振興課（北川
辺）】

4,185  ラムサール条約の理念で
ある、湿地の「賢明な利
用（ワイズユース）」の
考え方に基づき、渡良瀬
遊水地の広大な自然の保
全・活用を推進する。

 渡良瀬遊水地のラムサー
ル条約への登録を記念
し、渡良瀬遊水地の歴史
や環境、役割について、
展示・体験を通じてその
魅力を充分に発揮できる
イベントを企画して、渡
良瀬遊水地まつりを開催
する。

渡良瀬遊水地まつり実行
委員会の運営・イベント
開催の支援

39 02 01 07 地域市民活動促進事業
【市民協働推進課】

5,830 　協働によるまちづくり
を推進するために、市民
の自主的・主体的な活動
を支援する。

・市民の自主的、主体的
な地域市民活動への参加
を促進し、協働によるま
ちづくりを推進する。 
・「まちづくりネット
ワーク・かぞ」との協働
運営に基づき、市民活動
ステーションを拠点とし
た市民活動への参加促進
を図る。 
・地域市民活動支援補助
金を活用し、団体の育成
及び自立支援を行う。

・地域市民活動団体の人
材育成、活動支援 
・まちづくり連携組織に
よる各種まちづくり活動
の促進・支援 
・市民活動ステーション
の充実及び協働運営 
・ＮＰＯ法人設立に係る
認証等事務 
・市民活動フェアの共催

40 02 01 07 協働推進事業
【市民協働推進課】

132 将来にわたり自助・共助
の精神が根づいた自立し
たまちをつくるため、市
民、団体、企業や行政な
ど相互の協働を推進す
る。

加須市協働によるまちづ
くり推進条例に基づく各
取組 
・次世代のまちづくり
リーダーを発掘・育成す
る協働実践塾を立上げ
る。 
・必要に応じ、まちづく
り市民会議の運営を支援
する。 
・庁内の連携を図り市民
等との協働を進めるた
め、庁内推進体制の確立
を図る。 
・各課事務事業の協働の
推進に係る啓発を行う。

・まちづくり市民会議の
実践型、協働実践塾の開
催 
・必要に応じまちづくり
市民会議への運営支援 
・職員(協働推進員)等協
働研修会の開催 
・事務事業の協働化ヒア
リング及び進行管理 
・協働によるまちづくり
の啓発 

41 02 01 07 夢・未来応援事業
【市民協働推進課】

1,838 加須市の未来を担う若者
たちの夢を叶えるための
挑戦を市民とともに応援
することにより、市全体
の活気を盛り上げ、もっ
て元気都市かぞの実現を
目指す。

夢を叶えるために応募し
てきた若者たち（市内の
中学生～20歳以下）の挑
戦を、一定条件の中で審
査し、対象者に夢チャレ
ンジ応援助成金（上限20
万円）の支給や応援者と
の接点を作るなど、全市
を挙げて応援する。3年以
内に最終成果報告を広報
紙やＨＰに掲載する。

・令和3年度応募者を新規
募集 
・令和元年度、令和2年度
採用者への支援を継続 
・夢チャレンジ応援助成
金を支給 
・途中経過や成果の公表
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

42 02 01 07 家族・地域の絆推進運動
事業
【市民協働推進課】

195 市民一人ひとりが家族や
地域のつながりを深め、
市民相互の信頼関係やコ
ミュニティ意識を高める
ことにより、地域力の向
上を図るとともに、「協
働」のまちづくりをさら
に深化させる。

絆運動の６つの柱（夢・
安心・安全・快適・活
力・いきいき）のそれぞ
れの視点から運動の推進
を図る。 
・基本運動 
あいさつ運動、えがお運
動、おもいやり運動の励
行 
・基本行動 
市に関わりのあるすべて
の団体が、「絆」マー
ク、文言、冠を活用し、
運動の展開に努める。

・家族・地域の絆推進運
動推進本部会の開催（2
回） 
・ポスター・標語、絆エ
ピソードコンクールの開
催 
・絆事業表彰の実施 
・講演会等の実施 
・アンケートによる評価
及び見直し 

43 02 01 07 居住ＵＩＪターン促進事
業
【まちづくり課】

1,499 　居住ＵＩＪターンに取
り組み、市外からの移住
や市内に住む親族との同
居・近居を促進・支援し
て定住人口を確保する。 
　また、親族との同居・
近居は、親族間での生活
支援等（子育て・介護・
経済）が可能となること
から、相互の安心・安全
な生活の確保と本市の活
性化を実現する。

　市外からの転入者及び
市内で親族との同居・近
居をしようとする者を定
住コンシェルジュがサ
ポートし、住宅開発する
際の開発許可申請手数料
等の免除、引越費用の一
部助成、加須産米の贈
呈、オンライン相談、移
住イベント等出張相談、
移住体験見学会、PRリー
フレット（1000部）作成
を行い移住・定住を促進
する。

・サポートする定住コン
シェルジュを配置する 
・開発許可申請手数料等
の免除 
・引越費用の一部助成 
・加須産米の贈呈
・移住定住のオンライン
相談、移住イベント等出
張相談、移住体験見学会
及びPRリーフレット
（1000部）作成

44 02 01 07 コミュニティバス運行事
業
【政策調整課】

98,506 　高齢者等、交通弱者の
病院・公共施設等への移
動手段を確保し、公共交
通の維持・充実を図るた
め、コミュニティバスを
運行する。

　市民等との協働により
策定した「地域公共交通
総合連携計画」に基づ
き、市全域（栗橋駅西口
を含む）を運行エリアと
して、デマンド型乗合タ
クシー、シャトルバス、
循環バスの3つの運行方式
によるコミュニティバス
を運行するとともに、よ
り市民に利用しやすいコ
ミュニティバスとなるよ
う随時運行改善を実施す
る。

・コミュニティバス「か
ぞ絆号」の円滑な運行 
・コミュニティバス「か
ぞ絆号」の運行改善 
・車内に行政情報や有料
広告を掲載 
・高齢者の移動手段の確
保、埼玉県済生会加須病
院の開院を契機とした運
行見直しを実施
・地域公共交通計画の策
定

45 02 01 07 路線バス・タクシー維持
促進事業
【政策調整課】

10,210 　市民が安全、便利、快
適に移動できるよう、路
線バス・タクシーの維
持・充実を促進する。

　路線バス・タクシー等
の維持・存続に向けて事
業者等との協議を進め
る。
　路線バス東鷲宮駅―豊
野コミュニティセンター
線の経路見直し等による
運行維持を促進する。

・路線バス東鷲宮駅―豊
野コミュニティセンター
線の東武伊勢崎線鷲宮駅
への乗入等路線見直しと
運行継続を支援
・騎西地域の民間路線バ
スの停留所用地の借受、
除草

46 02 01 07 鉄道輸送力増強等促進事
業
【政策調整課】

75 　市民が安全、便利、快
適に移動できるよう、公
共交通の維持・充実を図
るため、鉄道の輸送力増
強等を促進する。

　東武伊勢崎線・日光線
輸送力増強等、久喜駅で
の伊勢崎線と東北本線と
の相互直通運転、地下鉄7
号線延伸、東北新幹線久
喜駅設置など、公共交通
の輸送力増強等に関する
要望活動及び交通施策の
調査・研究を行う。 

・鉄道の輸送力増強等に
関する要望の実施 
　①県を通じた鉄道要望 
　②久喜駅での伊勢崎線
と東北本線との相互直通
運転 
　③地下鉄7号線延伸 
　④東北新幹線久喜駅設
置 

47 02 01 07 栗橋駅橋上駅舎起債償還
事業
【政策調整課】

2,391 　公共交通の維持・充実
を図るため、平成12年の
栗橋駅西口開設に伴い、
自由通路、西口駅前広場
を整備した際に締結した
協定書に基づき、旧栗橋
町が起債した公債費の精
算を行う。

　栗橋駅の自由通路、駅
前広場の整備に伴い、旧
栗橋町が起債した公債費
のうち、旧大利根町が負
担すべき償還金に相当す
る額（50％）を久喜市に
負担金として支払う。 

・負担金の支払い（旧大
利根町の償還金相当額）
・令和3年度で支払い終了
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

48 02 01 07 マイナンバー活用事業
【業務改善課】

7,207 市民の利便性の向上と行
政の効率化を図るため、
マイナンバー制度を活用
する。

申請手続きの簡素化のた
め、添付書類の削減を図
るとともに、国等の動向
に注視し、マイナンバー
カードの多機能化などに
よるマイナンバー制度の
活用を推進する。

・独自利用事務（添付書
類削減等）の推進
・マイナンバー制度の広
報
・マイナポイント事業の
期間延長（令和3年3月末
⇒令和3年9月末）
・健康保険証へのマイナ
ンバーカードの活用の推
進

49 02 01 07 総合振興計画進行管理事
業
【政策調整課】

132 　計画的な行政運営を推
進し、本市の将来都市像
である「絆でつくる 緑あ
ふれる 安心安全・元気な
田園都市 加須」を実現す
るため、総合振興計画
（まち・ひと・しごと創
生総合戦略を包含）の進
捗を管理する。

　総合振興計画（まち・
ひと・しごと創生総合戦
略を包含）で掲げる各施
策の基本方針の達成に向
けて、各事業の進捗状況
を報告し、意見・提言等
をいただく。 

・第2次まち・ひと・しご
と創生総合戦略の内容を
包含した第2次総合振興計
画の進行管理の実施 
・総合振興計画及びま
ち・ひと・しごと創生総
合戦略推進懇話会の開催

50 02 01 07 行政経営プラン進行管理
事業
【業務改善課】

54 「市民との協働による未
来につなげる自治体経
営」を実現するため、
「第３次加須市行政経営
プラン」に定める事項を
着実に実行する。

取組状況を定期的に把握
し、進捗を的確に管理す
るため、加須市行政経営
本部会議において協議を
行うとともに、加須市行
政経営懇話会に報告し、
意見及び助言等を受け、
様々な視点からの評価や
見直しを行う。

・取組状況調査（第２次
プランの評価） 
・調査結果をもとに進捗
の遅れ等の見られる取組
項目の把握・推進 
・加須市行政経営本部会
議の開催 
・加須市行政経営懇話会
の開催

51 02 01 07 行財政改革推進事業
【業務改善課】

115 　市民に質の高い行政
サービスを安定的に供給
していくため、持続可能
な行財政基盤を構築す
る。

　行財政改革を推進する
ため、すべての事務事業
について加須やぐるまマ
ネジメントサイクルを活
用し、評価及び見直しを
行うとともに、資産の有
効活用などによる財源の
確保、人件費や事務経費
などの経費の削減、サー
ビスと負担の適正化など
を図る。

・事務事業の評価、見直
し及び新たな行政課題へ
の対応 
・加須市行政経営プラン
取組項目の実施 
・指定管理者導入適否の
検討 
・施設使用料・交付手数
料見直しの検討 
・業務改善事例の活用
・行政手続等の押印見直
し 

52 02 01 07 分権推進事業
【政策調整課】

3 　計画的な行政運営を推
進するため、本市が地域
の実情に即した行政を展
開できるよう、地方分権
を推進する。

　県と移譲を受ける事務
について調整する。 
　

・移譲対象事務に関する
県との調整 
・受入事務の現況把握

53 02 01 07 個人版ふるさと納税促進
事業
【政策調整課】

17,847   計画的な財政運営を推
進するため、加須市を愛
し、応援しようとする個
人または団体から広く寄
附金を募り、歳入の確保
を図るとともに、寄附者
の加須市に対する思いを
具現化する。

  ホームページや広報紙
等を活用し、ふるさと納
税制度（ふるさとづくり
寄附金）のＰＲを実施す
る。 
  また、一定額以上の寄
附者に対し、返礼品を贈
呈する。

・市ホームページ、広報
紙、民間サイト等でのＰ
Ｒ 
・一定額以上の寄附者に
対し、返礼品（市の特産
品等）を贈呈 
・新規商品開拓及びブラ
ンド化と連携した返礼品
の拡充 
・ふるさと納税業務を委
託し、新たな返礼品を開
拓 
・寄附受付ポータルサイ
トの追加

54 02 01 07 企業版ふるさと納税促進
事業
【政策調整課】

75 　企業版ふるさと納税を
活用した寄附活用事業の
実施により、女子野球を
基軸としたスポーツによ
る持続的なまちづくり・
地域活性化の推進を図
る。

　一般社団法人全日本女
子野球連盟や埼玉西武ラ
イオンズ・レディースを
はじめとする関係団体と
連携・協力しながら、地
域再生計画に位置付けた
寄附活用事業を実施す
る。

・地域再生計画に位置付
けた寄附活用事業への応
援企業の開拓 
・企業版ふるさと納税の
活用による寄附活用事業
の実施
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

55 02 01 07 水と緑と文化のまちづく
り基金事業
【政策調整課】

8,547 　加須市を愛し、応援し
ようとする個人または団
体並びに企業からの寄附
金を本市のまちづくりに
要する経費の財源として
基金に積み立て、活用を
図る。

　加須市を愛し、応援し
ようとする個人または団
体並びに企業からの寄附
金を基金に積み立て、適
正な管理及び活用を図
る。

・基金の適正な管理及び
活用

56 02 01 07 政策調整管理事業
【政策調整課】

811 　計画的な行政運営を推
進し、本市の将来都市像
である「絆でつくる　緑
あふれる　安心安全・元
気な田園都市　加須」を
実現するため、行政施策
の総合調整等を実施す
る。

　行政施策の企画、調
査・研究、総合調整を行
う。

・政策会議の開催 
・各課業務課題の進行管
理 
・国・県への要望 
・特命事項等への対応 
・ｉＪＵＭＰ（時事行政
情報モニター）の有効活
用と適正な管理

57 02 01 07 公共施設等総合管理計画
進行管理事業
【政策調整課】

62 　市民サービスの向上と
安定的な財政運営を図り
ながら、公共施設等の総
合的な管理を推進する。

　加須市公共施設等総合
管理計画に定める基本方
針に基づき、庁内検討組
織（公共施設等総合管理
計画推進本部及び分科
会）において、今後の行
政サービスのあり方と各
施設のあり方を一体的に
検討する。

・加須市公共施設等総合
管理計画の進行管理 
・公共施設等の更新・統
廃合・長寿命化に関する
検討 
・推進本部での審議 
・公共施設等総合管理シ
ステムの運用

58 02 01 08 公平委員会運営事業
【公平委員会】

400 　地方公務員法に基づき
職員の勤務条件に関する
措置の要求、不利益処分
に関する審査請求の審査
及びその他苦情相談を行
う。

　地方公務員法に基づ
き、職員の給与、勤務時
間等の勤務条件に関する
措置の要求を審査、判定
し必要な措置をとり、ま
た、不利益な処分の審査
請求に対する裁決をす
る。その他、措置要求又
は審査請求に至らない軽
微な苦情処理を行う。 
　全国公平委員会連合
会、同関東支部及び埼玉
県公平委員会連合会との
連絡調整を行い、また同
総会・研究会に出席す
る。

・公平委員会の開催 
・公平委員会研修会を開
催 
・全国公平委員会連合
会、同関東支部及び埼玉
県公平委員会連合会との
連絡調整及び総会・研究
会への出席 
・委員の改選(1名、任期7
月7日まで)

59 02 01 09 自治協力団体活動促進事
業
【市民協働推進課】

128,705 市民と行政の協働により
まちづくりを進めていく
ため、協働のパートナー
である自治協力団体（自
治会・町内会・区）の運
営の円滑化を図り、地域
の自治を促進する。

・自治協力団体及び自治
協力団体間の連絡調整機
関である自治協力団体連
合会の機能を強化する。 
・各自治協力団体の運営
基盤を強化する。

・自治協力団体間の情報
共有と連携支援 
・自治協力団体及び自治
協力団体連合会の運営支
援 
・自治協力団体が管理す
る集会所の整備・運営支
援 
・自治協力団体運営マ
ニュアルを活用した各自
治協力団体の運営基盤の
強化 
・各種補助金制度の適正
化の検討

60 02 01 09 コミュニティ推進事業
【市民協働推進課】

8,815 協働によるまちづくりを
推進するため、地域コ
ミュニティの活性化を図
る。

・地域コミュニティづく
りの推進を目的とする市
コミュニティ協議会への
助成を行う。 
・（一財）自治総合セン
ターが実施する「コミュ
ニティ助成事業」の財政
措置を行う。 
・地域におけるコミュニ
ティ活動の活性化を図
る。

・コミュニティ協議会の
運営・活動の支援 
・コミュニティ助成事業
の実施

61 02 01 09 市民まつり開催事業
【観光振興課】

12,270 　多くの市民参加によ
る、市民の手づくりイベ
ントとして市民まつりを
開催し、コミュニティー
の醸成を図り、ふるさと
づくりを推進する。

　4つの地域市民まつりを
開催する。また、各地
域、各種団体の相互交流
を図るための催し物を実
施する。

各地域市民まつり実行委
員会の運営・開催の支援 
・加須地域市民まつり 
・騎西銀杏祭 
・北川辺ふるさと秋まつ
り 
・童謡のふる里おおとね
市民まつり
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

62 02 01 10 行政デジタル化推進事業
【業務改善課】

2,324 デジタル技術を積極的に
活用することにより、市
民の利便性の向上と更な
る業務の効率化を図る。

・電子申請サービス等の
活用により、行政手続等
のオンライン化を推進す
るとともに、ＡＩ、ＲＰ
Ａの導入により、効率的
に業務を遂行する。

・電子申請サービスの運
用
・オンライン申請対象手
続の拡大
・ＡＩ－ＯＣＲの導入
・議事録作成支援システ
ムの運用

63 02 01 10 マイナンバー制度システ
ム運用事業
【業務改善課】

9,078 社会保障や税制度の効率
性を高め、住民にとって
利便性の高い公平･公正な
社会を実現するための基
盤である「マイナンバー
制度」を円滑に運営す
る。

情報提供ネットワークシ
ステムを介した情報連携
を円滑かつ継続的に行う
ため、必要に応じて関係
システムに対する連携
データレイアウト改版作
業等を実施する。

・関係業務システムの運
用支援
・令和3年6月版情報連携
データ標準レイアウト改
版適用
・令和4年度版情報連携
データ標準レイアウト改
版準備

64 02 01 10 情報化管理事業
【業務改善課】

446,700 安心で快適な市民サービ
スを安定的に提供してい
くため、信頼性の高い情
報基盤を実現する。

・住民情報システム及び
庁内ネットワーク等につ
いて、稼働監視やメンテ
ナンス等の適正な運用管
理を行う。
・国の示す「情報システ
ム強靭性向上モデル」を
基準とした情報セキュリ
ティ対策を確実に実施す
る。

・住民情報システム、庁
内ネットワーク（3系統）
の運用管理
・学校ＩＣＴの運用支援
・情報セキュリティポリ
シーの適切な運用
・新住民情報システムの
稼働（令和4年1月）
・帳票印刷等の委託

65 02 01 11 人権施策実施計画進行管
理事業
【人権・男女共同参画
課】

137 　「加須市人権施策実施
計画」に基づき、各種人
権関連施策を総合的・計
画的に推進することによ
り、「差別や偏見のない
人権尊重社会の実現」を
目指す。

　関係課や、人権施策推
進審議会等と連携して
「加須市人権施策実施計
画」の進行状況の確認、
精査を行う。 
【計画期間】平成30年度
～令和4年度 

・実施計画の進行状況の
確認、精査 
・人権施策推進審議会委
員等との協働による事業
の進捗状況の確認 
・加須市人権に関する意
識調査の結果を踏まえた
事業計画の検討

66 02 01 11 人権推進事業
【人権・男女共同参画
課】

10,097  市民一人ひとりが豊かな
人権感覚を身につけ、お
互いの違いを認め、お互
いを思いやり、お互いの
人権を尊重しあえる社会
となるよう市民との協働
による「差別や偏見のな
い人権尊重社会」の実現
をめざす。

 人権問題講演会、人権問
題指導者研修会等の研修
機会を設けるとともに、
人権週間や市民まつり等
の機会に人権啓発活動を
実施する。さらに同和問
題相談員の設置、人権擁
護委員等と連携した同和
問題・女性や子ども・高
齢者・障がい者などの人
権に係る相談会の開催な
どを行う。

・様々な人権問題解決に
向けた研修会や講演会等
の開催 
・人権についての相談会
の実施 
・人権についての各種救
済制度の情報提供 
・同和問題相談員の設置 
・同和対策運動団体４団
体への補助金交付 
・人権擁護委員の活動支
援 
・いじめ問題再調査委員
会事務局事務 
・加須市を会場とした人
権フェスティバルの開
催、モニタリング事業実
施

67 02 01 11 田ケ谷総合センター管理
運営事業
【人権・男女共同参画
課】

6,431 　田ケ谷総合センター
を、誰もが安心して安全
に利用できるよう管理す
るとともに、センターの
設置目的である人権問題
の解決と住民の教養の向
上、健康の増進及び地域
の交流を促進する。

　センターの維持管理と
して、設備や躯体等の保
守点検業務をはじめ、修
繕・清掃・夜間管理等の
業務委託を行う。 
　また、ソフト事業とし
て教養文化講座、人権啓
発展等を行う。

・光熱水費や通信運搬費
等の維持管理費の支払業
務 
・センターの修繕・清
掃・管理・保守点検等の
契約業務 
・給湯器設置　 
・教養文化講座の運営 
・人権啓発展の開催 
・各人権イベントへの出
演・出展 
・必要備品等の購入（図
書等）
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

68 02 01 11 加須市住宅新築資金等貸
付事業
【人権・男女共同参画
課】

2 　旧特別措置法のもと、
平成８年度まで、対象地
区の住民で、住宅の新築
若しくは不良住宅の改修
又は住宅の用に供する土
地の取得をする者に対
し、必要な資金の貸付を
行い、同和地区の環境の
整備改善を図るとともに
公共の福祉に寄与した。
　貸付制度が終了し、債
務者から適切に貸付金の
収納業務を行う。

　住宅新築資金等貸付金
の債務者からの貸付金の
収納事務を行う。
　現在は貸付業務は廃止
され、貸付金の徴収業務
を実施している。

・債権管理条例に基づく
適正な債権管理
・徴収計画の策定
・債務者へ納入通知書の
発行
・納入遅延者への、納付
指導、督促、催告の実施
・長期滞納者への対応の
検討
・令和３年度より一般会
計に移行

69 02 01 12 環境基本計画進行管理事
業
【環境政策課】

115 　豊かな自然と快適な環
境のまちづくりを推進す
るため、加須市環境基本
計画に掲げた施策を計画
的に推進する。

　環境審議会での助言・
提言等を踏まえ、環境施
策に係る報告書の「加須
市の環境」を発行し、進
行管理を行う。また、報
告書を市民に公表し、意
見を環境行政に反映させ
る。 
・計画期間：令和3年度～
令和12年度 

・計画の進捗状況の把握
及び点検評価の実施 
・点検評価結果等の環境
審議会への報告（助言・
提言の事業への反映） 
・「加須市の環境」の発
行・公表、意見反映

70 02 01 12 環境学習推進事業
【環境政策課】

147 　市民及び事業者全ての
エコライフの実現を図る
ため、環境に配慮したラ
イフスタイルへの転換や
環境保全のための主体的
な活動が自発的に行われ
るよう推進する。

　広報紙やホームページ
等を活用した環境情報の
提供や環境フォーラム、
水辺環境の利活用を図る
自然観察会を開催する。

・環境フォーラムの開催 
・浮野の里、オニバス自
生地、風の里公園、お花
が池を活用した自然観察
会の開催 
・市ホームページにて、
渡良瀬遊水地アクリメー
ション振興財団や埼玉県
環境科学国際センターが
実施する環境学習イベン
トのＰＲ 
・埼玉県環境科学国際セ
ンターと連携して環境学
習講座を実施

71 02 01 12 「加須市の環境」発行事
業
【環境政策課】

22 　環境行政への関心を深
めてもらうとともに、市
民・事業者との協働によ
る環境への取組を促進す
るため、環境関連施策の
実績を公表する。

　「加須市の環境」を発
行し、市民・事業者に周
知する。

・『加須市の環境』の編
集・発行 
・関係者、関係機関への
配付 
・市ＨＰへの掲載 
・本庁舎、各総合支所、
各図書館で供覧

72 02 01 12 生物多様性推進事業
【環境政策課】

82 　点在する貴重な水辺環
境を保全するため、多様
な生物が生息できる水の
郷を創造する。

　自然観察会等を通し
た、生物多様性の重要性
についての意識啓発を行
う。 
　コウノトリ・トキの舞
う関東自治体フォーラム
やラムサール条約登録湿
地関係市町村会議への参
加による、県域を超えた
市町村間の交流や意見交
換を行う。 

・「生物多様性かぞ戦
略」の進行管理 
・加須市の生きもの記録
「かぞ生きもノート」の
実施 
・生物調査（モニタリン
グ）兼自然観察会の開催 
・市民等による戦略の実
行

73 02 01 12 鳥獣対策推進事業
【環境政策課】

4,204 　鳥獣による生活環境や
農林水産業、生態系への
被害を防止するため、鳥
獣の保護及び狩猟、管理
の適正化を図る。

　鳥獣の保護及び管理並
びに狩猟の適正化に関す
る法律に基づく有害鳥獣
捕獲許可等の事務や、埼
玉県アライグマ防除実施
計画に基づく特定外来生
物であるアライグマの捕
獲を実施する。

・鳥獣保護法に基づく許
可事務 
・特定猟具使用禁止区域
の指定（更新）事務 
・特定外来生物であるア
ライグマの捕獲 
・特定外来生物の情報提
供 
・鳥インフルエンザ等へ
の対応 
・加須猟友会の活動の補
助 
・クビアカツヤカミキリ
の防除対策 
・アライグマ捕獲ボラン
ティアの養成
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

74 02 01 12 屋敷林等保全事業
【環境政策課】

1,119 　豊かな自然環境の保全
のため、市内に残る貴重
な屋敷林や樹木の保全・
保護を図る。

　市内に点在する貴重な
屋敷林や樹木を指定し、
奨励金（樹林10円/㎡、樹
木3,000円/本）を交付す
ることで、貴重な緑の保
全を図る。また、指定屋
敷林・樹木の募集を継続
して行い、保全面積や本
数の増加を図る。 

・保存樹林・樹木の発掘
及び指定 
・保全のための施策の実
施 

75 02 01 12 省資源・省エネルギー促
進事業
【環境政策課】

41 　地球温暖化を防止する
ため、市・市民・事業者
の各主体が省資源・省エ
ネルギーを推進する。 
 

　節電社会の構築に向け
市・市民・事業者が一体
となった節電行動を推進
するため、エコライフＤ
ＡＹチェックシート・節
電コンテスト・グリーン
購入等の意識啓発及び実
践のための取組みを実施
する。

・公共施設における省資
源・省エネの率先行動の
強化 
・「エコライフＤＡＹ
チェックシート」を活用
したエコライフの見える
化の実践 
・市民を対象とした節電
コンテストの実施 
・グリーン購入の推進 
・夏・冬季節電方針の策
定 
・エネルギー管理企画推
進者講習の受講

76 02 01 12 環境にやさしい自動車利
用促進事業
【環境政策課】

867 　化石燃料の使用量や排
出ガスの削減を図り、低
炭素社会を実現するた
め、電気自動車などの環
境にやさしい自動車の利
用を促進する。

　電気自動車用充電設備
の利用促進を図るととも
に電気自動車等のエコ
カーの普及を促進する。
また、アイドリングス
トップ、エコドライブ、
カーシェアリングの普及
啓発を進める。 

・電気自動車用充電設備
の維持管理や利用促進 
・エコカーの導入推進及
び普及のための意識啓発 
・アイドリングストッ
プ、エコドライブの率先
実行及び意識啓発 
・充電設備の使用料徴収

77 02 01 12 グリーンカーテン促進事
業
【環境政策課】

11 　消費電力の削減を図る
ため、夏のエアコン等の
使用を抑制する。

　市民の節電意識を高め
ＣＯ2を削減するため、グ
リーンカーテンコンテス
トを開催し、市内におけ
るグリーンカーテンの普
及啓発を行う。 

・グリーンカーテンの普
及啓発 
・グリーンカーテンコン
テストの実施

78 02 01 12 浄化槽転換促進事業
【環境政策課】

43,705 　生活排水による公共用
水域の水質汚濁を防止
し、生活環境の保全と公
衆衛生の向上を図る。

　合併処理浄化槽への転
換を促進するため、転換
を実施する者に補助金を
交付する。 
　また、合併処理浄化槽
への転換について普及啓
発を実施する。

・合併処理浄化槽への転
換の普及啓発（回覧、戸
別訪問等） 
・合併処理浄化槽への転
換に対する補助 （配管に
対する補助を18万円から8
万円に減額）
・市内業者施工割合の向
上に対する取組

79 02 01 12 水質浄化促進事業
【環境政策課】

386 　きれいな水の再生のた
め、市内の公共用水域の
水質改善を図る。

　河川浄化対策協議会や
市民との協働による河川
の浄化活動・清掃活動を
支援し市民による浄化活
動を促進する。 
　さらに、河川浄化の啓
発活動を実施するととも
に、冬期試験通水を実施
する。

・河川浄化対策協議会へ
の活動支援 
・生活排水の適正処理に
向けた普及啓発活動 
・冬期試験通水による水
環境改善状況を把握する
ため通水前と通水中の河
川水質を比較（監視測定
事業の河川等水質検査の
測定結果を用いる） 
・利根大堰に係わる冬水
懇談会連絡会等における
要望（利根川左岸及び右
岸に係る冬期試験通水の
継続） 

80 02 01 12 公害未然防止事業
【環境政策課】

1,369 　市民が良好な生活環境
のもとで、健康で快適に
暮らすことができるまち
づくりを推進する。

　市民からの大気汚染
（野外焼却）、水質汚
濁、騒音、振動、悪臭等
の苦情への対応や防止対
策の助言、指導を行う。
　また、工場や事業所か
らの騒音・振動等特定施
設の届出等の受理や騒
音・振動規制の指導助言
を行うとともに、野外焼
却の禁止など市民への意
識啓発を実施する 

・公害苦情への速やかな
現地調査及び助言、指導
の実施 
・工場や事業所などの騒
音・振動の発生施設や作
業の規制及び指導の実施 
・情報提供等による市民
への意識啓発 
・県と合同による特定施
設の立入調査の実施
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

81 02 01 12 監視測定事業
【環境政策課】

4,515 　市民が良好な生活環境
のもとで健康で快適に暮
らすことのできるまちづ
くりを推進するため、定
点及び周期的な環境測定
を実施する。

　大気中のダイオキシン
類や二酸化窒素、二酸化
硫黄、河川等の水質、自
動車交通騒音測定等の環
境測定を継続的に実施す
るとともに測定結果を市
民に公表する。 
　また、光化学スモッグ
注意報の発令・解除情報
及びＰＭ2.5の注意喚起情
報の提供を行う。

・大気中のダイオキシン
類及び二酸化窒素・二酸
化硫黄、河川等の水質、
自動車交通騒音測定等の
環境測定 
・測定結果の公表 
・光化学スモッグ注意報
の発令、解除情報及びＰ
Ｍ2.5の注意喚起情報の提
供

82 02 01 12 放射能測定事業
【環境政策課】

1,447 　東京電力福島第一原子
力発電所での事故の発生
に伴い放出された放射性
物質について適切な対応
を図ることで市民の安
心、安全の確保を図る。
また、万が一の有事の際
の環境的視点からも重要
なデータとなることから
測定を実施する。

　定期的な空間放射線量
の測定及び市民からの申
請による放射線量の出張
測定を実施し、その結果
を公表する。

・定期的な空間放射線量
の測定、公表 
・ホットスポットの測
定、公表 
・空間放射線量の出張測
定  
・測定体制、項目等の検
討

83 02 01 12 環境保全推進事業
【環境政策課】

66 　豊かな自然と良好な生
活環境を将来にわたり確
保する。

　環境保全条例に基づく
土地の埋め立ての規制・
指導や空き地の雑草など
の適正管理の指導を実施
する。 
　既存の残土の堆積地や
新たな違法、無許可埋立
ての防止を図るため、関
係機関と連携したパト
ロールを実施する。 
 環境配慮事業者への指導
や協定の締結を行う。

・土地の埋立て等の規制
や指導 
・巡回パトロールによる
残土の山の調査 
・残土の山の行為者及び
土地所有者の調査及び指
導 
・登記簿及び戸籍等によ
る所有権及び管理者の把
握 
・空地の適正管理指導 
・雑草刈払い機の貸出し 
・環境配慮事業者への指
導や協定の締結 

84 02 01 12 ムクドリ対策事業
【環境政策課】

37 　良好な生活環境を確保
するため、ムクドリ被害
の抑制・軽減を図る。

　ムクドリが嫌がる音声
を飛来する群れやねぐら
に向けて流したり、拍子
木等による追い払いやム
クドリの糞で汚れた道路
の清掃を地元自治協力団
体との協働により実施す
る。 

・地域住民との協働によ
る追い払いの実施 
・花崎駅北口の糞害の状
況により、まちづくり課
と連携して水洗い清掃を
実施

85 02 01 13 交通安全計画進行管理事
業
【交通防犯課】

256 　本市における交通安全
に関する施策を総合的か
つ計画的な推進を図るた
め、交通安全対策基本法
に基づく第2次加須市交通
安全計画の進行を管理す
る。

・加須市交通安全対策協
議会を開催し、交通安全
対策の推進体制の強化を
図るとともに、第2次交通
安全計画の進行を管理す
る。 
 
計画期間：令和3年度～令
和7年度

・交通安全対策協議会の
開催 
・各取組の実績・評価 

86 02 01 13 交通安全団体活動支援事
業
【交通防犯課】

25,035 　市民が交通事故に遭う
ことなく、安全で安心し
て生活を送れるようにす
るため、交通安全活動を
行う団体を支援する。

・交通指導員協議会、交
通安全母の会、交通安全
協会等の円滑な活動を支
援するため、補助金を交
付するほか、交通指導員
の報酬等の支給及び制服
の貸与をする。 

・交通指導員協議会への
報酬、費用弁償の支給及
び交通指導員への制服の
貸与 
・交通指導員協議会、交
通安全母の会、交通安全
協会への補助金の交付
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

87 02 01 13 交通安全啓発事業
【交通防犯課】

1,453 　市民が交通事故に遭う
ことなく、安全で安心し
て生活が送れるようにす
るため、交通安全活動を
推進する。

・各種交通安全運動期間
に交通安全の啓発を行
う。 
・参加･実践型高齢者交通
安全教室、子ども自転車
運転免許事業、中学生対
象の交通安全教室を実施
する。 
・敬老会等各地域のイベ
ントにおける交通安全啓
発を実施する。 

・各種交通安全運動期間
における交通安全啓発 
・小学校4年生を対象とし
た自転車運転免許事業の
実施 
・高齢者に対する交通安
全啓発の実施（参加・実
践型高齢者交通安全教室
の開催、運転免許自主返
納の啓発等） 
・自転車利用者を対象と
した交通安全教育及び自
転車の安全利用に関する
啓発の実施 
・中学1年生を対象とした
交通安全教育の実施 
・自治会等に出向いての
交通安全啓発の実施

88 02 01 13 交通安全施設整備事業
【交通防犯課】

30,859 　市民が交通事故に遭わ
ないようにするため、交
通安全施設の整備を図
る。 
　また、交通事故の防止
を図るため、緊急に通行
の安全を確保する必要性
の高い危険箇所について
緊急対策としての局部的
かつ応急的な工事を実施
する。

・自治協力団体の要望等
があった箇所について市
基準に基づき道路反射鏡
や路面標示等の交通安全
施設工事を実施する。ま
た施設の修繕、維持管理
を実施する。 
・事故多発箇所や死亡事
故発生箇所については、
加須警察、行田県土、庁
内関係各課で構成されて
いる加須市道路交通環境
安全推進連絡会議に諮
り、交通安全対策を実施
する。 

・道路反射鏡や路面標示
等の設置基準に基づく要
望箇所や事故多発・死亡
事故発生箇所に対する交
通安全対策の実施 
・道路照明灯（水銀灯100
Ｗ以下）の球切れ時にＬ
ＥＤ灯具に交換 
・交通安全施設等の修
繕、維持管理の実施 
・加須市道路交通環境安
全推進連絡会議の開催

89 02 01 13 放置自転車対策事業
【交通防犯課】

1,330 　通行の安全と良好な生
活環境を保持するため、
加須駅、花崎駅、柳生
駅、新古河駅周辺の自転
車放置整理区域内におけ
る放置自転車の対策を行
う。

・自転車放置整理区域内
の放置自転車の監視、指
導、整理及び引渡し業務
の委託を行う。 
・放置自転車の撤去、運
搬、処分業務の委託を行
う。 
・花崎駅北口西有料自転
車駐車場運営業務を行
う。（月：1,200円、2段
ラック式：374台）　 
・自転車駐車場の指導、
整理業務の委託を行う。

・自転車放置整理区域内
の放置自転車の監視、指
導、整理及び引渡し業務
委託　 
・放置自転車の撤去、運
搬、処分業務委託　 
・花崎駅北口西有料自転
車駐車場運営業務 
・自転車駐車場の指導、
整理業務の委託 
・有料自転車駐車場の違
法駐輪対策を検討

90 02 01 13 交通遺児支援事業
【子育て支援課】

219 交通遺児を扶養している
方の経済的な支援を行
い、交通遺児世帯の生活
の安定を図る。
※交通遺児
交通事故により、死亡又
は重い障害が残った父も
しくは母又はこれに準ず
る者に養育されている
小・中学生

交通遺児を扶養している
方からの申請により、図
書カードを支給する。
・対象者調査（小・中学
校へ依頼）
・支給時期：12月
・支給額
　小学生：10,000円
　中学生：20,000円
・支給方法：郵送（配達
証明）
・基準日：9月1日

・広報紙等による制度の
周知
・市内各小・中学校へ交
通遺児対象者を調査依頼
・支給申請書類の受付及
び支給決定

91 02 01 14 消費者自立・支援事業
【市民相談室】

5,231 　消費者の権利の尊重及
びその自立の支援を推進
し、安全で安心した消費
生活の確保及び向上を図
る。

　消費生活センターに専
門職である消費生活相談
員を配置し、消費生活ト
ラブル等の相談を市民か
ら受け、助言やあっせん
を行うとともに、消費者
の自立を支援する。な
お、本庁舎へ相談に来ら
れない方には、予約制に
より、相談員が総合支所
へ出張する体制を整えて
いる。 
　また、消費者団体くら
しの会の自主的な消費者
活動を支援する。

・消費生活相談の実施
（相談員研修等不在日に
代替配置） 
・高齢者等消費者被害防
止ネットワーク会議（消
費者安全確保地域協議
会）の運営 
・消費者被害防止サポー
ターとの連携及び人員拡
充 
・年齢層に合わせた被害
防止啓発品の作成・啓発
活動 
・消費生活に関わる情報
提供 
・消費生活相談に関する
弁護士相談及び研修受講
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

92 02 01 14 消費者教育推進事業
【市民相談室】

300  消費者が自らの利益の擁
護及び増進のため、自主
的かつ合理的に行動する
ことができるよう、その
自立を支援するため消費
生活に関する教育を行
う。

 市立全中学校8校で小学6
年生及び中学3年生を対象
とした消費者教育、高齢
者を対象とした講座、高
齢者を見守る民生委員及
び高齢者相談センタ－職
員等を対象とした消費生
活レベルアップ講座を実
施する。

・市立全中学校8校の中学
3年生を対象とした消費者
教育実施(8回)
・消費生活出前講座実施
(支所管内ふれあいサロン
30回、市民対象5回) 
・民生委員児童委員を対
象とした消費生活講座実
施(6回) 
・ケアマネージャー等を
対象とした消費生活講座
実施(2回)

93 02 01 14 防犯のまちづくり推進計
画策定事業
【交通防犯課】

138 　市民が犯罪に巻き込ま
れることなく安全で安心
して生活を送ることがで
きる犯罪のない地域社会
を実現するため、防犯の
まちづくり推進計画を策
定する。 
 

　防犯のまちづくりを推
進するために必要な施策
を総合的かつ計画的に実
施するために、「防犯の
まちづくり推進協議会」
を開催し、推進体制の整
備を図るとともに、推進
計画の策定を行う。 
 
第3次計画期間：令和4年
度～令和8年度

・庁内推進委員会の開催 
・みんなでつくる防犯の
まちづくり推進協議会の
開催
・第3次加須市みんなでつ
くる防犯のまちづくり推
進計画の策定

94 02 01 14 防犯のまちづくり推進計
画進行管理事業
【交通防犯課】

69 　市民が犯罪に巻き込ま
れることなく安全で安心
して生活を送ることがで
きる犯罪のない地域社会
を実現するため、防犯の
まちづくり推進計画の進
行を管理する。

　加須市みんなでつくる
防犯のまちづくり推進協
議会を開催し、推進体制
の強化を図るとともに、
計画の進行管理を行う。 
 
第2次計画期間：平成29年
～令和3年度 

・庁内推進委員会の開催 
・みんなでつくる防犯の
まちづくり推進協議会の
開催 
・各取組の実績評価 

95 02 01 14 防犯啓発事業
【交通防犯課】

5,196 　市民が犯罪に巻き込ま
れることなく、安全で安
心して生活が送れるよう
にするため、「自分たち
の地域は自分たちで守
る」という防犯意識を高
揚する。

・犯罪発生状況や防犯情
報等をホームページや広
報紙に掲載するととも
に、防災行政無線での呼
びかけ、さらに「かぞ
ホッとメール」にて配信
し、防犯意識の高揚を図
る。 
・暴力団排除条例に基づ
いて、啓発活動を行う。 
・加須市地域安全・暴力
排除推進大会を開催す
る。

・防犯啓発、犯罪情報の
提供（広報紙、ホーム
ページ、かぞホッとメー
ル、防災行政無線等）　 
・暴力団排除条例に基づ
く啓発 
・加須市地域安全・暴力
排除推進大会への開催支
援 
・加須市防犯協会、加須
市暴力排除推進協議会へ
の支援  
・自治会等に出向いての
防犯啓発の実施

96 02 01 14 自主防犯活動組織育成・
支援事業
【交通防犯課】

678 　市民が犯罪に巻き込ま
れることなく、安全で安
心して生活が送れるよう
にするため、防犯組織の
体制を整備する。

・地域防犯力を強化する
ため、自主防犯組織の結
成及び活動を支援する。 
・自主防犯組織への支援
として、補助金を交付す
る。(設立:上限50,000
円、ﾊﾟﾄﾛｰﾙ経費：1年目
2/3・上限30,000円、2年
目以降 1/2・上限15,000
円） 

・自主防犯組織への補助
金交付 
・自主防犯団体の組織及
び活動状況の調査 
・組織化されていない自
治協力団体への結成の働
きかけ 
・新たに設立した自主防
犯組織の講習会を開催 
・他の団体の模範となる
組織に感謝状を贈呈

97 02 01 14 かぞホッとメール配信事
業
【交通防犯課】

1,945 　携帯電話やパソコンの
メール機能を利用して行
政情報の提供を行い、市
民との情報の共有化を図
る。

　安全安心情報、子育て
情報、イベント情報、就
業支援情報、幼稚園・
小・中学校・保育園から
の情報、職員の緊急招集
等のメール配信を行う。 
　また、登録者数の拡大
のため、市ＨＰや広報紙
に利用案内を掲載すると
ともに、市転入者にチラ
シを配布する。

・一般行政情報等を、登
録された市民等の携帯電
話やパソコンに情報の種
類別に担当課からＥメー
ルにて配信 
・警察等から依頼された
犯罪・防犯情報等をメー
ル配信 
・職員の緊急招集メール
配信 
・防災行政無線から、放
送内容の自動メール配信
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

98 02 01 14 防犯施設維持管理事業
【交通防犯課】

68,343 　防犯環境の向上を図る
ため、犯罪が発生しにく
い環境づくりを進める。

・防犯上必要な箇所に順
次、ＬＥＤタイプの防犯
灯を設置する。 
・防犯灯の修繕、維持管
理を実施する。 
・防犯灯のＬＥＤ化平成
30年度達成 
・騎西地域防犯灯をＬＥ
Ｄ灯具へ交換する。 
・防犯カメラの設置及び
維持管理 
・防犯カメラ設置費補助
事業の実施

・防犯灯の設置 136（自
治協力団体要望箇所
106、野中区画整理地内
10、路上犯罪発生箇所
10、環境変化箇所 10）
・防犯灯の維持管理 
・騎西地域の防犯灯をＬ
ＥＤ灯具へ交換 
・防犯カメラの維持管理 
・防犯カメラの設置費補
助事業の実施 
・市が設置する防犯カメ
ラの設置箇所の検討

99 02 01 14 空家等対策計画進行管理
事業
【交通防犯課】

101 　本市が取り組むべき空
家等に関する対策を総合
的かつ計画的に実施する
ため、空家等対策の推進
に関する特別措置法に基
づく第2次加須市空家等対
策計画の進行を管理す
る。

　加須市空家等対策協議
会を開催し、空家等対策
の推進体制の強化を図る
とともに、第2次空家等対
策計画の進行管理を行
う。 
 
計画期間：令和3年度～令
和7年度 

・空家等対策協議会の開
催 
・各取組の実績・評価 
・実効性のある取組や進
め方の検討

100 02 01 14 空家等実態調査把握事業
【交通防犯課】

774 　実効性のある空家対策
の推進を行うため、市内
に存在する空家等につい
て把握し、最新の空家等
の情報を管理する。

・空家等の実態調査を行
い、空家の状況を把握す
る。 
・使用状況や意向確認を
するためのアンケート調
査を実施する。 
・空家データベースによ
る情報の一元管理を行
う。 

・自治協力団体からの新
たな空家等の情報把握 
・新たな空家等に対する
アンケート意向調査の実
施 
・空家データベースの更
新 
・空家等の状況確認の実
施（シルバー人材セン
ター）

101 02 01 14 空家等解消対策事業
【交通防犯課】

355 　周囲への生活環境に悪
影響を及ぼす管理不全な
空家や活用可能でありな
がら放置されている空家
を解消する。 

・特定空家等を含む管理
不全な空家等の所有者等
に対する適正管理指導等
を実施する。 
・空家バンクによる空家
の活用促進を図る。 
・空家等所有者を特定す
るための確認調査を行
う。

・特定空家等を含む管理
不全な空家等の所有者等
に対する指導や適正管理
通知の送付
・空家バンクの運営 
・空家等相続関係者の調
査委託 
・協力団体等と連携した
空家等相談会の実施

102 02 01 14 交通災害共済事業
【交通防犯課】

812 　埼玉県市町村総合事務
組合が運営する交通災害
共済を活用し、交通事故
により災害を受けた方又
はその遺族を救済する。

・埼玉県市町村総合事務
組合による交通災害共済
への加入を促進する。 
・交通事故で災害を受け
た加入者又はその遺族に
対し共済見舞金を支給す
る。

・交通災害共済制度の周
知 
・郵便局及び担当窓口で
の交通災害共済加入受付 
・交通災害共済の日曜日
加入受付 
・見舞金請求の受付及び
給付 
・交通災害共済加入費の
一部助成

103 02 01 14 市民相談事業
【市民相談室】

3,492 　市民が抱える様々な問
題について解決を図り、
安心して生活が送れるよ
う支援する。

　市民相談は本庁舎で毎
日、合同相談は市民プラ
ザかぞで月１回、弁護士
法律相談は本庁舎で月２
回、各総合支所で各々月
１回開催する。 
　

・市民相談コ－ナ－の開
設 
・合同相談の実施 
・弁護士による無料法律
相談の実施 
・各相談のアンケート調
査を実施

104 02 01 15 コミュニティセンター管
理運営事業
【市民協働推進課】

58,686 　地域コミュニティ活動
を推進するため、拠点施
設として多くの市民が利
用できるよう、施設の適
正な管理運営を行う。

・加須、不動岡、三俣、
川口、花崎、南篠崎、種
足、原道外、市内コミュ
ニティセンターの適正な
管理及び維持補修を行
う。 
・施設の貸出業務を行
う。

・施設の維持管理及び施
設の貸出業務 
・各コミセンの小修繕を
実施 
・法定検査
(建物…三俣・川口 
 設備…加須地域各コミセ
ン)
・公民館のコミュニティ
センター化へむけた協
議、調整
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105 02 01 16 市民総合会館管理運営事
業
【市民協働推進課】

97,567 　コミュニティ活動の推
進のため、市民活動及び
生涯学習活動の拠点施設
である市民総合会館を適
正に管理運営する。

　多くの市民が安全安心
に施設を利用できるよ
う、適正な管理運営を行
う。

・施設の適正な管理運営 
・南側玄関庇漏水修繕工
事 
・ その他小修繕を実施

106 02 01 17 市民平和祭開催事業
【観光振興課】

27,618 　平和の尊さを再認識
し、市民の平和意識の高
揚を図るとともに、観光
資源を活用し、交流人口
の拡大に努め、地域の活
性化を図る。

　安全で安心できる平和
な暮らしを願う「加須市
民平和祭」を開催し、そ
のメインイベントとして
「世界一のジャンボこい
のぼり（全長100ｍ、重さ
330ｋｇ）の遊泳」を実施
する。

・平和式典の開催 
・物産観光協会による加
須市観光大使の委嘱 
・ジャンボこいのぼりの
遊泳  
・ジャンボこいのぼり虫
干し（一般公開）

107 02 01 17 県収入証紙等売捌事業
【会計課】

35,245 市民の利便性の向上を図
るため、パスポートの申
請等に必要な県収入証紙
や郵便切手類・収入印紙
の販売を行う。

会計課及び各総合支所の
窓口で県収入証紙、郵便
切手類、収入印紙の販売
を行う。 
県収入証紙：1万円､5千
円､2千円､1千円､900円､
800円､700円､600円､500
円､400円､300円､200円､
100円､50円､20円､10円､5
円､1円
はがき： 126円､63円
切手：120円､100円､94円､
84円､63円､50円､10円 ､2円
印紙：1万円､5千円､4千
円､2千円､500円､200円､
100円

・県収入証紙の販売（県
指定売捌窓口） 
・郵便切手類の販売 
・収入印紙の販売 
・市ホームページおよび
広報紙でのＰＲ実施

108 02 02 01 固定資産評価審査委員会
運営事業
【固定資産評価審査委員
会】

271 　地方税法に基づき、固
定資産課税台帳に登録さ
れた価格（評価額）に対
する審査申出の審査を行
う。

　地方税法に基づき、３
人の委員で構成される委
員会で、主に固定資産課
税台帳に登録された価格
に関する不服審査の申出
を受け、調査その他事実
審査を行い、決定する。 
 また、行田市、羽生市固
定資産評価審査委員会と
の研究会を開催する。

・固定資産評価審査委員
会の開催 
・行田市、羽生市固定資
産評価審査委員会との研
究会への参加（羽生市） 
・評価替えの年のため、
審査申出への対応

109 02 02 02 市県民税賦課事業
【税務課】

49,423 　計画的な行財政運営を
図るため、納税者等から
の申告内容に関し、関係
法令に基づいて、公平か
つ適正な賦課決定を行
い、税収の確保を図る。

　個人及び法人の課税客
体を適切に把握し、公平
かつ適正な賦課決定を行
う。 
　また、未申告者の申告
を促すとともに、扶養の
確認等を行い、課税の公
平性を確保する。

個人、法人市民税の賦課 
・申告の調査、指導及び
申告体制の見直し 
・扶養確認、未申告者呼
出し 
・税制改正等、市民への
周知 
・地方税ポータルシステ
ム（電子申告）の普及啓
発

110 02 02 02 固定資産税賦課事業
【税務課】

87,773 　計画的な行財政運営を
図るため、課税客体の正
確な把握に努め、適正で
公平な評価を行うととも
に、関係法令に基づき、
賦課・決定を行い、税収
の確保を図る。

　賦課期日（1月1日）現
在における固定資産に対
し、固定資産評価基準に
基づき、適正に評価を行
い、所有者に固定資産
税・都市計画税を賦課す
る。

固定資産税、都市計画税
の賦課 
・土地現況調査、家屋調
査、償却資産調査 
・用途地区、状況類似地
域、路線価等の見直し 
・航空写真撮影、公図、
地番図の修正等 
・標準宅地の時点修正等 
・法務局久喜支局との税
通オンライン運用 
・令和3年度評価替え 
・固定資産税管理システ
ム及び税基幹系システム
の入替

111 02 02 02 軽自動車税賦課事業
【税務課】

5,462 　計画的な行財政運営を
図るため、課税客体の正
確な把握に努めるととも
に、関係法令に基づき賦
課を行い、税収の確保を
図る。 
　また、こいのぼりナン
バーの普及により、加須
市のＰＲを図る。 

　原付、小型特殊自動車
のナンバー登録及び廃車
を行い、４輪等の軽自動
車と併せて、軽自動車税
の賦課決定を行う。 
　また、市のＰＲのた
め、こいのぼりナンバー
の普及促進を図る。

軽自動車税（種別割）の
賦課 
・原付、小型特殊自動車
の加須市ナンバーの登
録、廃車申告書受付 
・こいのぼりナンバーの
普及促進 
・軽自動車検査情報提供
システムの活用 
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112 02 02 02 税務管理事業
【税務課】

60,614 　地方税法及び関係法令
に基づく、適正、公正か
つ迅速な窓口業務を行う
ことにより、市民サービ
スの向上を図る。 
　また、計画的な行財政
運営を図るため、納税者
からの申告内容に関し、
関係法令に基づいて、公
平かつ適正な賦課決定を
行い、税収の確保を図
る。

　過年度申告等に基づ
き、市税の還付を行う。
また、各種税証明の交付
や市たばこ税賦課決定、
税務協力団体との連携及
び支援を行う。 
　各種税証明の交付 
・本庁 
・各総合支所 
・日曜窓口 
・市民サービスセンター 

・市税過誤納金の還付 
・各種税証明の交付 
・市たばこ税賦課決定 
・税務協力団体への助成 
・マイナンバー情報連携
の実施

113 02 02 02 収納事業
【収納課】

15,319 　将来にわたって持続可
能な自立した自治体運営
を確立するため、市税等
の市民負担の公平性及び
自主財源の確保を図る。

・納期限、納税緩和措
置、口座振替及びコンビ
ニ納付の周知徹底を図
る。 
・納付や納税相談の機会
を充実する。 
・督促状に加えて、電
話・文書・臨宅等による
効果的な納税催告を行
う。 
・財産調査に基づき滞納
処分または納税緩和を適
正かつ積極的に行う。 
・各種料金等を含めた債
権管理の適正化を図る。

・納期内納付のＰＲや口
座振替の推奨 
・電話・文書・臨宅（県
外在住滞納者の調査・徴
収強化）等による効果的
な催告 
・差押等の滞納処分及び
適正な納税緩和措置 
・課税担当課と連携した
効率的な徴収 
・市民相談室等と連携し
た多重債務者の対応 
・各種料金等にかかる収
納対策 
・債権管理条例に基づく
債権管理

114 02 03 01 マイナンバーカード交付
等事業
【市民課】

116,786 　社会保障・税番号制度
の実施に伴い、より多く
の市民に制度の趣旨を理
解してもらうとともに、
マイナンバーカードを交
付することにより、各種
手続き等に係る市民負担
の軽減を図る。

　マイナンバーの付番・
通知及び希望者からの申
請によるマイナンバー
カードの交付及び更新に
関する事務を行う。

・マイナンバーカードの
交付事務及び未交付カー
ド保管分の解消への取組 
・カード及び電子証明書
の有効期限到来者への更
新対応 
・マイナンバーカード出
張申請受付や申請サポー
ト
・交付専用窓口の設置、
交付時間の延長

115 02 03 01 市民サービスセンター事
業
【市民課】

3,571 　高齢化の現状や今後さ
らに進展する高齢化社会
を踏まえ、市民が自転車
や徒歩でも容易に行ける
地域の身近な公民館等で
行政窓口サービスを提供
し、利便性の向上を図
る。

　10箇所の公民館等に開
設した市民サービスセン
ター、本庁窓口（市民
課・税務課）及び各総合
支所（市民福祉健康課）
との連携を図りながら、
住民票の写しや市税証明
書等の交付業務を行う。 

・住民票の写し等各種証
明書の発行業務 
・市民サービスセンター
の利用促進及び利用状況
の検証 
・本人通知制度受付業務 
 

116 02 03 01 戸籍住民基本台帳事業
【市民課】

22,847 　市民の社会活動全般の
基礎となる居住関係や身
分関係等を公証するため
の自治事務・法定受託事
務（住民基本台帳・印鑑
登録・戸籍）を中心とし
た諸業務を適切かつ総合
的・円滑に行う。

　各種電算処理システム
を活用し、申請による証
明書発行事務、届出の受
付審査及び住民基本台
帳、戸籍等の記載や適正
な管理を行う。 
　

・戸籍、住民基本台帳の
管理及び証明書発行 
・日曜窓口の開設 
・電子申請サービスの提
供 
・窓口事務見直し改善 
・本人通知制度の普及・
運用
・戸籍の広域交付及び行
政間連携に向けた準備作
業

117 02 03 01 旅券発給事業
【市民課】

3,973 　一般旅券の申請の受理
等を本市で行うことによ
り、市民の利便性の向上
を図る。

　埼玉県と連携し、一般
旅券の申請（記載事項変
更・増補を含む）受理及
び発給を行う。

・一般旅券の申請（記載
事項変更・増補を含む）
受理及び発給業務

118 02 03 01 住民票等コンビニ交付事
業
【市民課】

9,300 　市民の身近な場所で、
休日や時間外にも証明書
を取得できる利便性の高
いコンビニ交付サービス
を実施することにより、
市民サービスの向上を図
る。

　マイナンバーカードを
利用して、各種証明書を
コンビニエンスストア等
に設置されているキオス
ク端末から交付する。 
証明書（住民票の写し、
印鑑登録証明書、課税・
非課税証明書、所得証明
書）１枚当たり交付手数
料　各１５０円 
窓口及びコンビニは同額

・コンビニにおける証明
書の発行 
・コンビニ交付に関する
周知、広報 
・住民情報システム更改
に伴うコンビニ交付シス
テムの更改

― 20 ―



（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

119 02 04 01 選挙管理委員会運営事業
【選挙管理委員会】

2,308 　政治への市民参加の主
たる制度である「選挙」
を管理する選挙管理委員
会の適正な運営を図る。

　選挙管理委員会は、４
人の委員により構成され
る機関であり、次の事務
を行う。 
・各選挙の管理及び執行 
・選挙人名簿等の調製 
・選挙についての啓発宣
伝等 
・全国団体等の会議・研
究会等への参加 
・その他選挙に関連する
事務 

・衆議院総選挙の管理及
び執行(任期:令和3年10月
21日) 
・選挙人名簿、裁判員候
補者予定者名簿及び検察
審査員候補者予定者名簿
の調製 
・埼玉県市町村選挙管理
委員会連合会の副会長 
・北埼玉支会の会長 
・北埼玉支会の委員長会
議を担当 
・令和4年4月執行予定の
市長選挙及び市議補欠選
挙の準備作業

120 02 04 02 選挙啓発事業
【選挙管理委員会】

294 　明るくきれいで正しい
選挙が行われるようにす
るため、あらゆる機会を
通して有権者の選挙に関
する意識の向上を図る。

・小中学生からポス
ター、標語及び書道コン
クールへの作品を募集
し、その作品展示等を行
う。 
・学校等に対して選挙備
品（投票箱・記載台）の
貸出しを実施する。 
・「新有権者の証」の送
付 
・選挙出前講座(講義･模
擬投票)の実施 
・有権者ノート等を成人
式において配布する。

・選挙啓発コンクール(ポ
スター・標語・書道)の実
施及び優秀作品の展示会
を実施 
・学校に対する選挙備品
（投票箱・記載台）の貸
出し 
・選挙人名簿に登録され
た新有権者（18歳）に
「新有権者の証」を送付 
・選挙出前講座(講義･模
擬投票)の実施 
・有権者ノート等を成人
式において配布

121 02 04 03 市長選挙執行事業
【選挙管理委員会】

3,545 　民主主義の基本である
選挙のうち、市長選挙の
適正な執行を図る。

　入場整理券の作成・発
送、ポスター掲示場の設
置、選挙事務従事者の配
置、期日前投票・当日投
票・開票事務等選挙に関
する一連の事務を行う。
任期満了日：令和4年4月
24日

　令和4年4月執行予定の
市長選挙に向けての準備
作業
・立候補予定者説明会の
開催
・立候補届出書事前審査
・投票用紙、選挙公営物
資の購入等

122 02 04 04 衆議院議員総選挙執行事
業
【選挙管理委員会】

59,826 　民主主義の基本である
選挙のうち、衆議院議員
総選挙に関する事務の適
正な執行を図る。

　入場整理券の作成・発
送、ポスター掲示場の設
置、選挙事務従事者の配
置、期日前投票・当日投
票・開票事務等選挙に関
する一連の事務を行う。
任期満了日：令和3年10月
21日

・衆議院議員総選挙の適
正な管理執行
・投開票所等における新
型コロナウイルス感染症
の感染拡大防止対策の実
施

123 02 04 05 市議会議員補欠選挙執行
事業
【選挙管理委員会】

1,661 　民主主義の基本である
選挙のうち、市議会議員
補欠選挙に関する事務の
適正な執行を図る。

　入場整理券の作成・発
送、ポスター掲示場の設
置、選挙事務従事者の配
置、期日前投票・当日投
票・開票事務等選挙に関
する一連の事務を行う。

　令和4年4月執行予定の
市議会議員補欠選挙に向
けての準備作業
・立候補予定者説明会の
開催
・立候補届出書事前審査
・投票用紙、選挙公営物
資の購入等

124 02 05 01 統計管理事業
【政策調整課】

67 　適正な行政サービスを
実現するため、国や地方
自治体における政策決定
の基礎資料となる統計調
査を実施する。

　統計に係る各種行事に
参加するとともに、統計
調査員の確保等に取り組
む。 
 また、市の統計情報をま
とめた統計書「ＤＡＴＡ
ＢＯＯＫかぞ」を発行す
る。 

・市部統計研究会への出
席 
・統計調査員の登録 
・統計書「ＤＡＴＡＢＯ
ＯＫかぞ」の発行

125 02 05 02 学校基本調査事業
【政策調整課】

30 　学校に対する基本事項
について調査し、学校教
育行政上の基礎資料を得
る。

　市内小中学校等につい
て、学校教育課で毎年調
査し、回答する。

・学校基本調査の実施
・調査期日：令和3年5月1
日

126 02 05 02 経済センサス調査事業
【政策調整課】

6,195 　我が国の全産業分野に
おける事業所及び企業の
経済活動の実態を全国及
び地域別に明らかにする
とともに、事業所及び企
業を調査対象とする各種
統計調査の精度向上に資
する母集団情報を得る。

　調査員が調査票を配
布、回収し、内容審査を
行う。

・経済センサス－活動調
査の実施（調査基準日：
令和3年6月1日）
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127 02 05 02 工業統計調査事業
【政策調整課】

39 　製造業を営む事業所の
分布状況や活動実態を調
査し、工業に関する施策
の基礎資料を得る。

　調査員が調査票を配布
する。

・令和3年度は経済センサ
ス－活動調査実施年のた
め休止
・令和4年度の実施準備

128 02 06 01 監査委員運営事業
【監査委員】

1,879 　地方自治法に基づき、
市の財務に係る事務の執
行等について監査等を実
施し、その結果を公表す
ることで民主的かつ効率
的な行政執行を確保し、
もって住民の福祉の増進
と地方自治の本旨の実現
に寄与する。

　定期監査、財政援助団
体等監査、例月出納検
査、決算審査、基金の運
用状況審査、健全化判断
比率等審査の実施。 
　また、全国、関東、県
都市監査委員会及び県東
部都市監査委員会との連
絡調整を行い、また同総
会・研修会に参加する。

・新監査基準に基づく例
月出納検査、決算審査、
定期監査、財政健全化審
査等の市の財務に関する
事務の執行及び経営に係
る監査 
・監査結果を市長及び議
会に報告 
・全国、関東、埼玉県都
市監査委員会及び埼玉県
東部都市監査委員会との
連絡調整及び総会、研修
会への参加
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３款　民生費
（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

1 03 01 01 国民健康保険組合支援事
業
【国保年金課】

610 埼玉土建・埼玉県建設国
民健康保険組合組合員の
病気を予防するため、両
組合を支援し、国民皆保
険制度の維持に努める。 

埼玉土建・埼玉県建設国
民健康保険組合に対し、
運営費及び事業費の一部
を助成する。
・助成額　組合員1人当た
り250円

・埼玉土建・埼玉県建設
国民健康保険組合に対す
る助成

2 03 01 01 国民健康保険事業特別会
計繰出事業
【国保年金課】

1,326,999 国民健康保険の健全運営
を図るため、被保険者の
保険給付と負担とのバラ
ンスを確保しながら、特
定健康診査の実施、生活
習慣病予防等の保健事業
を実施することにより、
医療に頼らない健康な身
体づくりを推進し、医療
費の抑制に努める。

一般会計からの繰出金を
もって国民健康保険事業
の収支の均衡を図る。

・国民健康保険事業特別
会計への繰出し(国保加入
者の低所得者軽減、出産
一時金等に係る法定繰出
金の措置)
・医療費給付を賄うため
に県へ納付する事業費納
付金と被保険者の税負担
のバランスに考慮した法
定外繰出金の措置

3 03 01 01 地域福祉計画策定事業
【地域福祉課】

4,064 　市民、市、民間事業者
等がそれぞれの立場で、
地域の福祉分野で果たす
役割を明確化し、地域福
祉推進に向けた方向性を
示す計画を策定する。

　第2次加須市総合振興計
画との整合を図り、市と
社会福祉協議会が「地域
福祉計画(第3次)･地域福
祉活動計画(第2次）」を
一体的な計画として策定
する。
計画期間：令和4年度～令
和8年度

・地域福祉計画推進等懇
話会の開催 
・地域福祉計画検討委員
会の開催 
・地域福祉計画(第3次)･
地域福祉活動計画(第2次)
の策定

4 03 01 01 地域福祉計画進行管理事
業
【地域福祉課】

47 　市民、市、民間事業者
等がそれぞれの立場で、
地域の福祉分野で果たす
役割を明確化し、地域福
祉推進に向けた方向性を
示す計画の進行管理を行
う。

　「加須市地域福祉計画
(第2次)・地域福祉活動計
画」の進行状況を管理す
る。 
　また、地域福祉計画推
進等懇話会を開催し、懇
話会委員に報告する。 
計画期間：平成29年度～
令和3年度

・地域福祉計画の進行管
理 
・地域福祉計画推進等懇
話会の開催 
・すべての市民を対象と
した地域包括ケアシステ
ムの構築 
・成年後見制度利用促進
の相談体制等の構築に向
けての検討

5 03 01 01 社会福祉管理事業
【地域福祉課】

481 　社会福祉関係事業を実
施するにあたり、共通す
る管理費をまとめること
で各事業を円滑に実施す
る。

　地域福祉課及び総合支
所市民福祉健康課（福祉
健康担当）の経常的な管
理費を支出する。 
　

課の経常的な管理費の支
出 

6 03 01 01 戦没者遺族支援事業
【地域福祉課】

520 　戦没者や遺族の苦しみ
悲しみを忘れることな
く、恒久平和を市民とと
もに願う。

　加須市遺族連合会の活
動推進のために活動費を
助成する 。
　また、戦没者の冥福を
祈るとともに、恒久平和
を市民とともに願うため
に戦没者追悼式を3年ごと
に開催（会場：パストラ
ルかぞ小ホール　内容：
式辞、追悼の言葉、参列
者の献花等）。 
　このほか、5年に一度、
戦没者等の遺族への特別
弔慰金交付事務あり 。

・加須市遺族連合会活動
費の助成

7 03 01 01 更生保護活動支援事業
【地域福祉課】

1,180 更生保護団体等の活動を
支援し、犯罪や非行のな
い明るい地域社会を目指
す。 

更生保護観察協会への負
担金を通して、保護司会
及び更生保護女性会へ活
動費を助成し、各更生保
護団体等の活動を支援す
る。

・県更生保護観察協会加
須支部負担金の支出 
・社会を明るくする運動
(街頭キャンペーンほか）
の支援 
・加須地区保護司会によ
る更生保護サポートセン
ター運営の支援
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8 03 01 01 社会福祉協議会助成事業
【地域福祉課】

140,224 市民参加による地域福祉
活動、社会福祉に関する
情報の提供、福祉教育や
ボランティア活動の振興
等を推進する。

住民への生活援助の対
応、福祉活動の場づく
り、仲間づくり等の援助
及び社会福祉に関わる関
係者・団体・関係機関の
連携を図り、多岐の福祉
サービス事業が実施でき
るよう、人件費、事務所
の維持経費及び事務局活
動における事務的経費を
助成する。

・社会福祉協議会の運営
経費として、人件費及び
事務所費を助成

9 03 01 01 民生委員・児童委員活動
推進事業
【地域福祉課】

26,959 　民生委員・児童委員活
動により、地域福祉の充
実を図る。

　民生委員・児童委員の
行う調査、要援護者等へ
の相談支援活動が円滑に
行えるよう支援する。 

・市や社協と連携した地
域福祉活動の実施 
・福祉に関する研究協議
及び調整、各種研修の参
加 
・在宅要支援者及び家族
に対する福祉活動の実施 
・災害時要援護者の把握
及び登録周知活動の実施 
・世帯数等に応じた定数
の見直し及び活動負担軽
減検討 
・自治協力団体等に対
し、次年度の一斉改選の
周知及び推薦協力依頼 
・社協が実施する地域福
祉活動ボランティア事業
の支援

10 03 01 01 地域福祉基金活用事業
【地域福祉課】

1,912 在宅福祉の推進等、地域
における保健福祉活動の
推進および地域事業の適
正な運営を図る。

地域福祉基金の運用果実
を地域福祉団体(加須市社
会福祉協議会等)が行う地
域福祉活動の支援（補
助）に充てる。

下記の対象事業に対する
補助金交付 
・在宅保健福祉の促進事
業
・生きがいづくり促進事
業
・健康づくり促進事業
・ボランティア活動の促
進事業

11 03 01 01 地域福祉基金積立事業
【地域福祉課】

700 地域における保健福祉活
動の推進を図る。

福祉のための寄附金の積
立の歳入及び地域福祉基
金への歳出を行う。

基金の運用収益及び寄附
金の歳入歳出の経理

12 03 01 01 社会福祉法人指導監査等
事務事業
【地域福祉課】

65 　健全な福祉サービスを
確保し、もってすべての
市民が豊かに生活できる
地域福祉の推進に資す
る。

　社会福祉法人の設立認
可・定款変更認可・指導
監査・現況報告書等の受
付・現況報告書や財務諸
表の公開などを行う。

・社会福祉法人の設立認
可（定款認可） 
・社会福祉法人の定款変
更認可 
・社会福祉法人の指導監
査の実施（5法人） 
・現況報告書の受付等 

13 03 01 01 指定介護保険サービス事
業所指定・指導監査等事
務事業
【地域福祉課】

43 適切かつ良好な介護保険
サービスを確保し、もっ
て長寿社会を支えるため
の高齢者支援の推進に資
する。

　指定介護保険サービス
（地域密着型サービス、
介護予防・生活支援サー
ビス、居宅介護支援）事
業所に係る指定、各種届
出の受付を行うととも
に、指導監査を実施し、
運営状況の確認を行う。

・指定介護保険サービス
（地域密着型サービス、
介護予防・生活支援サー
ビス、居宅介護支援）事
業所の指定、届出の受
付、指導監査等の実施

14 03 01 01 生活困窮者自立相談支援
事業
【生活福祉課】

11,836 ・生活保護に至る前の段
階の生活困窮者の自立促
進を図る。

・生活困窮者に対し、面
談や訪問を行っているほ
か、支援プランを作成
し、適切なサービスにつ
なげるなどして自立した
生活が送れるよう支援す
る。 

・就労その他の自立に関
する相談支援、事業利用
のためのプラン作成等

15 03 01 01 生活困窮者住居確保給付
事業
【生活福祉課】

9,720 ・生活保護に至る前の段
階の生活困窮者の自立促
進を図る。

・離職や廃業又は休業等
により収入が減少し、住
居を失った又は失うおそ
れのある方に対し、住居
確保給付金を原則3か月間
（一定の条件により3か月
間の延長及び再延長が可
能）支給し、就労支援を
実施する。

・住居を失った又は失う
おそれのある生活困窮者
等に対し、家賃相当の
「住居確保給付金」（有
期）を支給
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16 03 01 01 生活困窮者学習支援事業
【生活福祉課】

5,999 ・貧困が世代を超えて連
鎖することのないよう、
生活保護に至る前の段階
の生活困窮者の自立促進
を図る。

・生活保護受給世帯の中
学生、高校生全学年及び
就学援助受給世帯の中学3
年生を対象に学習支援等
を実施する。
・事業の実施にあたって
は、個別指導方式とし、
定員は２４名とする。

・対象世帯の生徒に対
し、学習支援教室、進路
相談、就職支援活動、子
どもの居場所の提供、家
庭訪問を実施
・対象世帯の保護者を含
む世帯全体に対し、生活
習慣・育成環境の改善に
よる健全育成支援及び健
康増進を実施

17 03 01 01 中国残留邦人等支援事業
【生活福祉課】

9,505 中国残留邦人等の老後の
生活の安定を図る。

永住帰国した中国残留邦
人等で一定の要件を満た
す者に対して、安定した
生活が送れるよう、生活
支援給付、住宅支援給
付、医療支援給付等の支
援を実施する。 
なお、中国残留邦人等の
置かれている事情に鑑
み、懇切丁寧に実施す
る。

・生活支援給付 
・住宅支援給付 
・医療支援給付 
・介護支援給付 
・活動支援費の給付 

18 03 01 01 行旅病人及び行旅死亡人
取扱事業
【生活福祉課】

283 人権及び人としての尊厳
を確保する。

　旅行中に病気等で加須
市内で倒れ、入院治療を
要する状態に陥ったが療
養の方法がなく、かつ、
救護者のない者の救護
や、旅行中に加須市内で
死亡し引取者のない者
（身元不明者を含む。）
の葬祭等を実施する。

・行旅病人（入院患者）
への救護 
・行旅死亡人への葬祭執
行等（埋火葬の手続） 

19 03 01 02 あけぼの園管理運営事業
【障がい者福祉課】

5,866 障がい者の自立及び社会
参加の促進を図る。

在宅障がい者に対し通所
により生産活動等の機会
を提供するとともに、就
労指導、生活指導等を行
い自立および社会参加を
促すため、あけぼの園の
管理運営を行う。

・入所判定委員会の開催 
・指定管理者(平成29～令
和3年度)に対する指導 
・指定管理者候補者選定
委員会の開催 
・令和4年度以降の指定管
理者の指定 
・高圧ｹｰﾌﾞﾙ等修繕
・利用者送迎用車両入替

20 03 01 02 障害（児）者生活サポー
ト事業
【障がい者福祉課】

28,030 障がい（児）者の日常生
活への支援及び介護者の
負担軽減を図る。

障がい者およびその家族
の介護依頼に対してサー
ビスを提供する民間サー
ビス団体の運営に要する
経費を補助する。 
・1時間当り利用者負担額
平成28年度まで500円、平
成29年度650円、平成30年
度850円、令和元年度以降
950円（障がい児は生計中
心者の所得税額により減
免あり） 
・民間サービス団体への
運営経費補助　1時間当り
2,850円と自己負担額の差
額

・事業を実施する登録団
体への運営費の助成 

21 03 01 02 心身障害者生活ホーム事
業
【障がい者福祉課】

902 心身障がい者に生活ホー
ムを利用させることで社
会的自立の助長を図る。

市内に住所を有し、自立
した生活を望みながらも
家庭環境または住宅事情
等の理由により、社会的
自立が阻害されている身
体障がい者または知的障
がい者に対して、住宅を
提供するとともに、夜間
を中心に生活面の指導・
援助を行う。 
・施設には、運営費を補
助する。 
・運営費補助単価…日額
2,470円

・生活ホーム小川の施設
運営費助成
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22 03 01 02 重度心身障害者医療費支
給事業
【障がい者福祉課】

217,250 重度心身障がい者（児）
やその家庭の経済的負担
を軽減し、重度心身障が
い者（児）の福祉の増進
を図る。

対象者から請求される医
療保険制度の一部負担金
および入院食事療養費標
準負担額（中学校3年生ま
で）を助成する。 
○受給資格者　・身体障
害者手帳1、2、3級所持
者・療育手帳マルＡ、
Ａ、Ｂ所持者・精神障害
者手帳1級所持者・65歳以
上で後期高齢者医療制度
の障害認定に該当する者
（65歳以上で新たに上記
障害になった場合、平成
27年1月から対象外） 
※平成31年1月から所得制
限導入

・新規登録申請の受付及
び審査 
・重度心身障害者医療費
の支払処理 
・中学生以下の市内医療
機関の窓口払廃止 
・制度改正後の円滑な事
務運用（新規資格取得者
の受給者証更新） 
・県の就学前児童県内現
物化への対応の検討

23 03 01 02 在宅障害者おむつ支給事
業
【障がい者福祉課】

4,000 在宅の重度心身障がい者
及び介護者の経済的負担
の軽減を図るとともに障
がい者への福祉の充実を
図る。

委託業者が対象者宅へ紙
おむつを配布。1ヵ月あた
り6,300円を限度。 
対象は、総合支援法の日
常生活用具の紙おむつの
対象とならない者で、下
肢又は体幹1～2級、療育
手帳マルＡ～Ａの者。
（入院中・入所中・介護
保険対象者・住民税課税
者・新規で65歳以上を除
く）

・紙おむつを支給

24 03 01 02 特別障害者手当等支給事
業
【障がい者福祉課】

66,958 重度障がい（児）者の介
護者等の経済的・精神的
負担の軽減を図る。

・特別障害者手当 月額
27,350円…20歳以上で身
体または精神の重度の障
害で常時特別の介護を要
する者 
・障害児福祉手当 月額
14,880円…20歳未満で身
体1級の一部と2級の一
部、知的○Ａ相当、精神
や血液疾患等で他の障害
と同程度の者 
・経過的福祉手当 月額
14,880円…制度改正前(Ｓ
61.4)20歳以上の福祉手当
受給者で特障手当、障害
年金の非受給者

・申請の受付、審査、決
定 
・手当の支給 
・更新案内の送付 
・その他変更や喪失に係
る事務 
・介護度4、5の高齢者へ
制度周知の案内送付

25 03 01 02 在宅重度心身障害者手当
支給事業
【障がい者福祉課】

60,171 在宅の重度心身障害者の
経済的、精神的負担の軽
減を図る。

身障手帳1、2級・療育手
帳マルＡ、Ａ所持者・精
神手帳１級所持者または
超重症心身障害児で市町
村民税非課税の者（施設
入所者、特別障害者手当
等受給者、65歳以上の新
規手帳取得者は除く）に
対し、手当を支給する。 
・20歳以上　月額5,000円 
・20歳未満　月額7,000円 
※20歳未満の2,000円増額
分については、市独自で
上乗せしている。

在宅重度心身障害者手当
の申請受付及び審査 
・在宅重度心身障害者手
当の支払処理 
・年度更新による所得審
査の実施

26 03 01 02 重度視覚障害者介助手当
支給事業
【障がい者福祉課】

960 介助者に対し経済的負担
や精神的負担の軽減を図
る。

身体障害者手帳1級～2級
の在宅の視覚障がい者と
同居し生活を共にしてい
る介助者に、年額12,000
円を支給する。

・手当の支給
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27 03 01 02 在宅重症心身障がい児の
家族に対するレスパイト
ケア事業
【障がい者福祉課】

2,640 医療的ケアを必要とする
在宅の重症心身障がい児
を介助する家族の精神
的、身体的負担の軽減を
図る。

短期入所事業や日中一時
支援事業で対象障がい児
を受け入れる事業者に対
し、予算の範囲内におい
て助成金を交付する。 
・短期入所事業：超重症
心身障がい児1人につき1
日当たり　20,000円、重
症心身障がい児1人につき
1日当たり　10,000円 
・日中一時支援事業：重
症心身障害児1人につき1
日当たり　20,000円

・事業を実施する事業者
へ助成金を交付 

28 03 01 02 身体障がい者等はり・
きゅう・マッサージ券給
付事業
【障がい者福祉課】

272 身体障害者等の機能低下
予防を図るとともに、視
覚障害者の就業及び経済
的自立を推進する。

保険適用外のはり、きゅ
う、マッサージ、あん
摩、指圧の施術費の一部
を助成券で支給する。 
・身体障害者手帳の所持
者で肢体障害1級～6級該
当者　　 
・介護認定者で要支援1以
上の方 
※入院中や施設入所中の
方は対象外

・対象者へ制度の周知 
・新規利用申請の受付、
助成券の交付 
・継続利用者へ助成券送
付 
・指定治療院と委託契約

29 03 01 02 障害者福祉団体支援事業
【障がい者福祉課】

647 各障害者福祉団体の助成
を図り、社会福祉活動の
推進、福祉の増進を図
る。

各障害者福祉団体活動推
進のために活動費を助成
する。 
【助成団体】 
身体障害者福祉会（加
須・北川辺・大利根）、
視力障害者福祉協会加須
支部、手をつなぐ親の会
（加須）、聴覚障害者協
会

・各障害者福祉団体活動
費の助成 
・組織統合について検討

30 03 01 02 重度身体障害者居宅改善
整備事業
【障がい者福祉課】

360 重度身体障がい者の居宅
の一部を障害に応じて使
いやすく改造すること
で、重度身体障がい者の
日常生活における利便を
図る。

重度の身体障がい者が日
常生活において直接利用
する浴室、洗面所、庭な
ど屋内外の改造整備費に
対して補助金を交付す
る。 
・一般世帯限度額…24万
円 
・生活保護世帯限度額…
36万円 

・重度身体障害者の居宅
改善の費用を補助する

31 03 01 02 障がい者福祉管理事業
【障がい者福祉課】

4,310 障害福祉関連事業を実施
するにあたり、共通する
管理費をまとめることで
各事業を円滑に実施す
る。

障がい者福祉に係る情報
を適切に処理し、各事業
の円滑かつ効果的な実施
を図る。 
障がい者福祉課及び総合
支所市民福祉健康課（障
害福祉担当）の経常的な
管理費を支出する。

・障害福祉関係の経常的
な管理費を支出 
・障害者差別解消法と障
害・障がい者の理解促進
のための周知広報 
・北埼地域障がい者支援
協議会の負担金支出 
・公用車管理費を支出 

32 03 01 03 障害者計画及び障害福祉
計画進行管理事業
【障がい者福祉課】

96 誰もがいきいきと住み続
けるまちづくりを目指
す。

障がい者施策推進懇話会
にて、計画の進行管理を
行う。

・計画の数値目標等を検
証 
・障がい者施策推進懇話
会を開催

33 03 01 03 障がい者訪問サービス事
業
【障がい者福祉課】

256,080 障がい者（児）が自立し
た日常生活又は社会生活
を営むことができるよ
う、必要な障がい者訪問
サービスに係る給付その
他の支援を行い、もって
障がい者（児）の福祉の
増進を図る。

・障害者総合支援法に基
づく「居宅介護」、｢重度
訪問介護｣、「同行援護」
「行動援護」及び「重度
障害者等包括支援」の障
害支援区分に応じたサー
ビスの提供を行う。 
・介護保険サービスの円
滑な利用の促進 

・障がい者訪問サービス
費の支給決定 
・介護保険サービスへの
円滑な利用の促進 
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34 03 01 03 障がい者日中活動サービ
ス事業
【障がい者福祉課】

1,343,724 障がい者が自立した日常
生活又は社会生活を営む
ことができるよう、必要
な障がい者日中活動系
サービスに係る給付その
他の支援を行い、もって
障がい者の福祉の増進を
図る。

障害者総合支援法に基づ
く、「生活介護」、「自
立訓練（機能訓練・生活
訓練）」、「宿泊型自立
訓練」、「就労移行支
援」、「就労継続支援
（Ａ型・Ｂ型）」、「就
労定着支援」、「自立生
活援助」、「療養介護」
及び「短期入所（福祉
型・医療型）」の障害支
援区分に応じたサービス
の提供を行う。 

・障がい者日中活動系
サービス費の支給決定 

35 03 01 03 障がい者居住サービス事
業
【障がい者福祉課】

566,170 障がい者が自立した日常
生活又は社会生活を営む
ことができるよう、必要
な障害福祉サービスに係
る給付その他の支援を行
い、もって障がい者の福
祉の増進を図る。

施設に入所する障がい者
や共同生活を営むのに支
障のない障がい者につ
き、主として夜間におい
て共同生活を営むべき住
居において相談、入浴、
排せつまたは食事の介護
その他の日常生活上の援
助を行う。

・障がい者居住サービス
費の支給決定 

36 03 01 03 障がい者相談管理事業
【障がい者福祉課】

35,497 障がい者が自立した日常
生活又は社会生活を営む
ことができるよう、障害
福祉サービス等に係る相
談支援や給付費等の適正
な管理を行い、もって障
がい者及び障がい児の福
祉の増進を図る。

障害者総合支援法に基づ
く「計画相談支援」、
「地域移行支援・地域定
着支援」のサービスの提
供を行う。また、障害福
祉サービス等に係る審査
支払を行う。

・相談支援（計画相談支
援（特定相談）、地域移
行支援・地域定着支援
（一般相談））給付費の
支給 
・高額障害者福祉サービ
ス費等の給付 
・障害福祉サービス等に
係る給付費の審査支払 
・障害福祉サービス等に
係る一般管理 

37 03 01 03 補装具費支給事業
【障がい者福祉課】

21,252 身体障がい（児）者の失
われた身体機能を補完又
は代替する用具を支給す
ることで、身体障がい
（児）者の社会生活や日
常生活の能率向上を図
る。

身体障がい者（児）や難
病患者が補装具を購入・
修理する、または貸与を
受ける際の費用を助成す
る。自己負担は基準額の1
割、月額上限37,200円、
市民税非課税世帯は自己
負担なし。 
身体障害者手帳非対象の
18歳未満の軽中度難聴児
の補聴器購入の自己負担
は基準額の3分の1。 

・補装具に関する相談 
・補装具費助成申請の受
付・調査・支給・貸与の
決定 

38 03 01 03 北埼玉地区障害支援区分
審査会共同設置事業
【障がい者福祉課】

1,921 障がい者の支援の度合い
に応じたサービスが利用
できるように審査会を経
ることで基準の透明化・
明確化を図る。

・介護給付を新規申請す
る者等の障害支援区分の
審査を行う。 
・審査会は共同設置（行
田市・加須市・羽生市）
とする。 
・加須市が事務局であ
る。 
・審査会委員は合計15
人。

・加須市、行田市、羽生
市の障害支援区分の審査

39 03 01 03 自立支援医療費支給事業
【障がい者福祉課】

155,594 身体上の障害を軽減した
り、機能を回復すること
ができるような医療にか
かる医療費を助成するこ
とで、身体障がい者
（児）の社会生活や日常
生活の能率向上を図る。

日常生活能力や機能を回
復・改善するための医療
を受ける際の費用を一部
助成する。自己負担は医
療費の1割、所得により自
己負担上限額あり。18歳
以上の身体障害者手帳所
持者を対象とする更生医
療、18歳未満の身体に障
害のある児童を対象とす
る育成医療に分類。

・対象者への制度の周知 
・自立支援医療費助成申
請の受付・調査・支給決
定
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40 03 01 03 障がい児発達支援事業
【障がい者福祉課】

301,525 障がい児が日常生活又は
社会生活を営むことがで
きるよう、必要なサービ
スに係る給付、その他の
支援を行い、障がい児の
福祉の増進を図る。

障がい種別（身体障害・
知的障害・精神障害）に
かかわらず、障がい児が
必要とするサービスを利
用できるよう、個々の障
がいの程度や社会活動、
養育環境など、勘案すべ
き事項を踏まえ、個別に
支給決定を行う。 

・障がい児発達支援費の
支給決定 

41 03 01 04 障がい者理解促進事業
【障がい者福祉課】

1,158 障がい者が必要とする手
助けや配慮を実践してい
ける機運の醸成を図る。

障がい者や障害の特性へ
の理解を深めるために、
研修会開催やハンドブッ
ク作成、認定バッジ配付
などを実施する「あいサ
ポート運動」を推進す
る。

・あいサポーター研修会
開催　年6回
・あいサポートハンド
ブック作成、配布　2,000
冊
・あいサポートバッジ作
成、配付　1,000個

42 03 01 04 障がい者成年後見制度利
用支援事業
【障がい者福祉課】

1,268 知的障がい者や精神障が
い者本人の財産管理、悪
徳商法からの被害等を防
止する。

身寄りがなく、申立てを
する人はいない知的障が
い者、精神障がい者の方
の保護を図るため、市長
が法定後見（後見・保
佐・補助）の開始で審判
の申立てを行う。65歳以
上は高齢者福祉課で対
応。報酬助成額は月額
28,000円（施設に入所等
をしている場合には月額
18,000円）。

・成年後見人制度の対象
者への相談 
・申立て後の事務手続き 
・成年後見人への報酬助
成

43 03 01 04 訪問入浴サービス事業
【障がい者福祉課】

7,456 身体障がい者に対し、訪
問により居宅において入
浴サービスを提供するこ
とで、重度身体障がい者
の身体の清潔の保持、心
身機能の維持等を図る。

身体障がい者の居宅を訪
問し、浴槽を自宅に持ち
込んで行われる入浴の介
護。 
・対象者 
介護保険による訪問入浴
を受けることができない
在宅の身体障害者。 
原則、月2回を限度とする
が、ガイドライン（事務
処理要領）により月3回以
上利用の例外もある。 
利用者負担なし。 

・訪問入浴サービス利用
申請の受付・調査・支給
決定 
・委託業者による入浴支
援の実施

44 03 01 04 日中一時支援事業
【障がい者福祉課】

2,336 障がい者等を日常的に介
護している家族の一時的
な休息を図ることによ
り、障がい者等の家族を
含めた福祉の増進を図
る。

障がい者等からの申請に
基づき、心身等の状態が
支給対象であるか、その
要否を決定する。 
障がい者等（利用者）
は、この決定に基づき、
市と委託契約を締結して
いる事業所を選択し、希
望事業所がサービスの提
供を行う。 
対象者は身体・知的・精
神手帳所持者。

・対象者の利用内容の把
握 
・対象者への支給決定 
・サービス提供事業者の
登録決定及び指導

45 03 01 04 地域活動支援センター事
業
【障がい者福祉課】

12,140 障がい者等地域生活支援
の促進を図る。

地域で通所により必要な
作業訓練や、社会適応訓
練の場を提供する地域活
動支援センターの活動を
支援する。 
対象者：身体障がい者、
知的障がい者、精神障が
い者

・入所者・退所者の管理 
・月ごとの利用状況報告
書の管理 
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46 03 01 04 移動支援事業
【障がい者福祉課】

39,000 障がい者等の地域での自
立生活及び社会参加を促
すとともに、福祉の増進
を図る。

障がい者等からの申請に
基づき、支給対象である
か、その要否を決定す
る。 
障がい者等（利用者）
は、この決定に基づき、
市と委託契約を締結して
いる事業所を選択しサー
ビスの提供を受ける。 
対象となる外出は、社会
生活上必要不可欠な外出
および余暇活動等社会参
加のための外出に限る。 
対象者は身体・知的・精
神手帳所持者および難病
患者。

・対象者への支給決定 
・サービス提供事業者の
登録決定及び指導 
・更新案内の送付、受
付、支給決定

47 03 01 04 障害（児）者日常生活用
具給付等事業
【障がい者福祉課】

23,991 障がい（児）者等に対し
て職業その他日常生活の
能率向上を図る。

在宅障がい者・児、小児
慢性特定疾患児に対し
て、盲人用時計・移動用
リフト・ストマ用装具等
の給付等を行う。 
自己負担は基準額の1割、
月額上限37,200円、市民
税非課税世帯は自己負担
なし。

・日常生活用具の給付に
より障がい者の日常生活
及び社会生活を支援 
・日常生活用具の給付に
より障がい者の属する世
帯の経済的負担を軽減
・給付対象を一部拡充

48 03 01 04 障害者相談支援事業
【障がい者福祉課】

11,072 在宅の障がい者等に対
し、在宅福祉サービスの
利用援助、社会資源の活
用及び社会生活を高める
ための支援、ピュアカウ
ンセリング、介護相談、
情報の提供等を総合的に
行うことにより、障がい
者及びその家族の地域に
おける生活を支援する。

・委託　行田市、羽生市
との共同設置による北埼
玉障がい者生活支援セン
ターが一般的な相談に対
応。 
・計画相談　指定をうけ
た事業所がサービス等利
用計画についての相談に
対応。 
・一般相談　指定をうけ
た事業所が地域生活への
移行に向けた支援や相談
に対応。 
・身体障害者相談員及び
知的障害者相談員を各5名
委嘱。

・福祉サービス等利用援
助 
・社会資源活用支援 
・社会生活能力向上支援 
・専門機関等の紹介 
・訪問による継続的なモ
ニタリング 
・ネットワーク会議（事
業所・３市担当者） 
・基幹相談支援センター
設置を協議

49 03 01 04 障害者就労支援事業
【障がい者福祉課】

3,197 障がい者に対し、就労に
関する相談支援や情報提
供等を行うことで、障が
い者の経済的自立と社会
参加の促進を図る。

［北埼玉障がい者就労支
援センター］ 
障害者の就労に関する相
談支援等を、加須市、羽
生市、行田市との共同設
置により社会福祉法人共
愛会へ委託する。 
 
［就職支度金］　 
施設での訓練が終了し、
就職等により自立した者
に就職支度金36,000円を
支給し、社会復帰の促進
を図る。

・就労準備支援 
・職場開拓、就職支援 
・職場定着支援 
・離職時支援 
・就職支度金の支給

50 03 01 04 障害者スポーツ交流事業
【障がい者福祉課】

239 障害（児）者及び介護者
をはじめとして、スポー
ツを通して交流を図る。

加須市民体育館内におい
て各障害者団体および介
護者を中心としてミニ運
動会を開催する。 
・パン食い競争ほか軽度
な競技を中心に個人種目
および団体対抗種目を実
施する。 
・競技の進行等を団体の
役員にも協力依頼する。 
市民による障がい者ス
ポーツ振興・普及の取組
みを支援する。

・障害者団体及び介護者
を中心としたスポーツ交
流大会の開催 
・パラリンピック競技種
目の実施 
・大学生や高校生などボ
ランティアの参加
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51 03 01 04 障害者コミュニケーショ
ン支援事業
【障がい者福祉課】

6,060 聴覚、音声機能、視覚等
の障がいのため、意思疎
通を図ることに支障のあ
る障がい者に対し、意思
疎通の円滑化を図り、社
会参加を推進する。

聴覚障がい者のコミュニ
ケーション支援・情報保
障のため、手話通訳者等
を派遣する。 
登録手話通訳者認定試験
の実施 
また、手話通訳者等を養
成するため、養成講座等
を開催する。

・手話通訳者派遣事業運
営委員会の開催 
・登録手話通訳者認定試
験の実施 
・手話通訳者の派遣（市
単独） 
・手話奉仕員養成講座の
開催 
・手話通訳者養成講座の
開催（1年目） 
・手話フォローアップ講
座の開催 
・職員向け手話学習（Ｗ
ＥＢ学習）　対象者10名

52 03 01 04 社会参加促進事業
【障がい者福祉課】

10,680 障がい者の経済的負担の
軽減と社会参加等の促進
を図る。

・障がい者自動車運転免
許取得費補助…12万円を
限度 
・身体障がい者自動車改
造費補助…10万円を限度 
・自動車燃料費助成…月
額1,000円（上限） 
・福祉タクシー利用料助
成…年間30枚又は36枚 
・ファクシミリ利用料助
成…月額1,000円（上限）

・障がい者自動車運転免
許取得費補助及び身体障
がい者自動車改造費補助 
・自動車燃料費助成及び
ファクシミリ利用料助成 
・福祉タクシー利用料助
成 

53 03 01 05 外国人高齢者福祉手当支
給事業
【国保年金課】

120 元気な高齢者を支援する
ため、昭和５７年以前の
年金制度における国籍要
件により、国民年金に加
入できなかった外国人高
齢者の福祉の増進を図
る。

日本国籍を有しない者
で、かつ大正15年(1926
年）4月1日以前に生まれ
た者に対し、福祉手当(１
人当たり月額10,000円)を
支給する。

・支給対象者の把握 
・福祉手当の支給

54 03 01 05 国民年金事業
【国保年金課】

2,586 国民年金の身近な窓口と
して、市民の老齢、障
害、死亡に関して必要な
給付を行い、健全な国民
生活の維持・向上を図
る。

国民年金の加入・喪失・
保険料免除の申請受付、
老齢福祉年金・障害者年
金等給付業務や年金の普
及啓発を行う。 

・国民年金の加入・喪失
届、保険料免除申請、老
齢福祉・障害者年金等給
付関係書類の受付・送達 
・年金相談、年金普及啓
発事務の実施 
・ねんきんサテライト加
須との連携 
・年金生活者支援給付金
支給事務 

55 03 01 06 後期高齢者医療広域連合
負担事業
【国保年金課】

1,013,116 国民皆保険を堅持し、将
来にわたり安定的で持続
可能なものとしていくた
め、後期高齢者医療制度
の健全な運営を図る。

広域連合運営に係る経費
を各市町村が広域連合規
約の規定に基づき、人件
費、光熱水費等の①共通
経費分や、②医療給付費
に要する経費対象額の1/
１２相当額を負担する。

・広域連合の市町村共通
経費の負担 
・広域連合の市町村療養
給付費の負担

56 03 01 06 後期高齢者医療特別会計
繰出事業
【国保年金課】

280,481 高齢期における適切な医
療の確保を図るため、後
期高齢者医療事業の円滑
な運営を図る。

低所得者への負担軽減
（７割・５割・２割）及
び事務費等について一般
会計から繰り出しを行
う。

・低所得者の保険料負担
軽減、事務費、保養施設
利用助成、健康診査事
業、人間ドック・脳ドッ
ク利用助成事業に対する
後期高齢者医療特別会計
への繰出し

57 03 01 06 老人クラブ支援事業
【高齢者福祉課】

5,844 健康づくり・介護予防活
動、友愛活動、社会活動
への積極的な参画を通じ
て、明るい長寿社会づく
りに資する。　 

老人クラブ連合会におけ
るグラウンド・ゴルフ大
会、交通安全教室、研修
会、文化創作展等の開催
支援、地域内での社会奉
仕活動等を支援する。

老人クラブへの助成・支
援 
・グラウンド・ゴルフ大
会、公式ワナゲ大会 
・研修会 
・文化創作展 
・交通安全教室 
・県外研修
・県主催事業への参加
・地域支援活動への取組

58 03 01 06 ひとり暮らし高齢者地域
交流助成事業
【高齢者福祉課】

400 ひとり暮らし高齢者の見
守りや仲間づくり、生き
がいづくりを促進し、要
介護状態になることを予
防する。

社会福祉協議会に対し、
ひとり暮らし高齢者地域
交流事業を推進するため
の補助金を交付する。

・補助金の交付 
・事業報告による評価 
 
社協実施内容 
・ふれあい広場の開催 
（会食・健康相談・レク
リエーション）
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59 03 01 06 高齢者福祉管理事業
【高齢者福祉課】

2,906 高齢者福祉事務を執行
し、高齢者に対する支援
を行う。

社会福祉主事資格の取得
の促進、社会福祉法人へ
の市有地等貸付け、車両
の管理、支援が必要な高
齢者の情報収集などを行
う。

・高齢者福祉業務全般の
庶務 
・社会福祉主事資格認定
通信課程受講 
・社会福祉法人への市有
地等貸付け（騎西総合支
所市民福祉健康課） 
・ひとり暮らし高齢者及
び高齢者世帯等の調査

60 03 01 06 ねたきり老人等居宅介護
者慰労金支給事業
【高齢者福祉課】

10,800 介護される人が尊厳を
もって自立した日常生活
を送ることができるよ
う、在宅で介護を行う家
族介護者を支援する。

要介護4又は5の認定を受
け、在宅でねたきりの高
齢者を介護する家族介護
者に対し、ねたきり老人
等居宅介護者慰労金を支
給する。

・ねたきり老人等居宅介
護者慰労金の支給

61 03 01 06 家族介護用品支給事業
【高齢者福祉課】

3,493 介護される人が尊厳を
もって自立した日常生活
を送ることができるよ
う、在宅で介護を行う家
族介護者を支援する。

在宅で要介護状態となっ
ている高齢者を常時介護
している介護者に対し、
紙おむつ等の介護用品を
支給する。

・家族介護用品の支給

62 03 01 06 緊急通報システム整備事
業
【高齢者福祉課】

4,252 緊急通報装置を貸与する
ことにより、日常生活の
緊急事態における高齢者
の不安を解消し、もって
高齢者福祉の向上を図
る。

ひとり暮らし高齢者等が
緊急時において、救急車
を呼ぶことができる装置
及びペンダントを貸与す
る。 
定期的な安否確認、24時
間365日対応の健康相談に
より利用者を見守る。

・装置の貸与 
・通報状況の把握 
・緊急通報、定期的な安
否確認、健康相談等の業
務を委 託 
・利用者増加に向けた事
業の周知

63 03 01 06 配食サービス事業
【高齢者福祉課】

14,032 ひとり暮らし高齢者等の
見守り及び栄養面におけ
る在宅生活の自立を支援
し、要介護状態への進行
を防止する。

在宅のひとり暮らし高齢
者及び高齢者世帯等に属
する者のうち調理するこ
とが困難な者に対し栄養
バランスのとれた食事を
配送する。 
週に3回まで利用可能。 
1食880円(内訳　自己負
担：300円、市負担：580
円)

・対象者の身体状況、家
庭環境等を見極めたアセ
スメント票作成の指導。 
・配食サービス提供時の
声かけ等による安否確
認、見守りの実施。 
・利用者増加に向けた事
業の周知

64 03 01 06 生活管理指導短期入所事
業
【高齢者福祉課】

945 基本的生活習慣等が欠如
している高齢者等を短期
間入所させ、生活習慣等
の指導及び支援を行うこ
とにより、当該高齢者等
の体調の調整を図るとと
もに、要介護状態への進
行を予防する。

養護老人ホーム又は特別
養護老人ホームに短期間
入所させ、生活習慣等の
指導及び支援を行う。
入所期間：原則7日以内
対象者：65歳以上
利用者負担：1日あたり
2,200円（生活保護世帯は
負担なし）
市負担：1日あたり4,500
円（生活保護世帯の利用
は1日あたり6,700円）

・対象者の利用支援及び
生活習慣等の指導等の実
施

65 03 01 06 養護老人ホーム入所事業
【高齢者福祉課】

65,418 住居の確保を通じ、高齢
者の更なる福祉の充実を
図る。

65歳以上の者で、身体上
若しくは精神上又は環境
上の理由及び経済的理由
により居宅において養護
を受けることが困難な者
を養護老人ホーム等に入
所措置する。

・入所判定委員会の開催 
・施設との調整及び入所
手続き 
・施設訪問による面会及
びケース対応 
・措置費負担金の徴収 
・施設へ措置費の支払い

66 03 01 06 敬老祝金支給事業
【高齢者福祉課】

47,282 高齢者に対して長寿の祝
福と敬老の意を表すとと
もに、所在を確認する。

8月1日現在において1年以
上居住し、年度内に77
歳・88歳・99歳・100歳を
迎える人に敬老祝金を贈
呈する。併せて所在確認
を行う。 
 77歳　　20,000円
 88歳　　30,000円 
 99歳　　50,000円
100歳　　50,000円 
・金婚夫婦への祝状贈呈 
・100歳の方を市長が訪問
し祝う。 

・敬老祝金等の贈呈 
・民生委員等の直接手渡
しによる所在確認 
・満88歳の敬老祝金の額
を見直し（50,000円→
30,000円）
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67 03 01 06 敬老会助成事業
【高齢者福祉課】

8,047 高齢者の長寿を祝い、高
齢者の生きがいの醸成を
図る。

社会福祉協議会主催の敬
老会に対し、補助金を交
付し、各地域において敬
老会を 実施する。

・敬老会主催の市社会福
祉協議会に対し補助金を
交付 
・祝状贈呈式や文化団体
等によるアトラクション
など趣向を凝らした催し
物を実施 

68 03 01 06 金婚祝賀事業
【高齢者福祉課】

881 市民の郷土への愛着と高
齢者福祉への関心を高め
る。 

・金婚（婚姻50周年）に
際し、市長の祝状及び額
を贈呈。 
・寿賀（100歳、99歳、88
歳）に際し、市長の祝状
と額又は筒を贈呈。 
・100歳の市民を市長が訪
問し祝う。

・金婚（婚姻50周年）に
市長の祝状及び額を贈
呈。 
・寿賀（100歳、99歳、88
歳）に市長の祝状と額又
は筒を贈呈。 
・100歳の市民を市長が訪
問し祝う。

69 03 01 06 社会福祉法人による介護
保険低所得者対策事業
【高齢者福祉課】

371 低所得者の介護保険サー
ビスの利用促進を図る。

社会福祉法人等が対象者
に対して利用者負担の1/4
（老齢福祉年金受給者は
1/2、生活保護受給者は居
住費のみ全額）の軽減を
行い、利用者負担を軽減
した総額のうち、本来受
領すべき利用者負担収入
の1％を超えた部分の1/2
を上限として、市が社会
福祉法人に助成する。

・低所得者の利用者負担
軽減の決定、確認証の交
付 
・社会福祉法人等の利用
者負担軽減の実施

70 03 01 06 介護サービス利用者負担
助成事業
【高齢者福祉課】

29,000 要介護又は要支援の認定
を受け、在宅介護サービ
スを利用している低所得
者に対し、利用者負担額
の一部を助成することに
より経済的負担を軽減す
る。

市民税非課税世帯の在宅
介護サービス利用者の申
請により、自己負担額の
一部(25％)を助成する。 
 

・対象者への勧奨通知の
送付 
・申請の受付と審査 
・支給決定者への助成金
の支給

71 03 01 06 介護保険事業特別会計繰
出事業
【高齢者福祉課】

1,458,437 高齢者の自立支援の理念
に基づき、介護保険事業
の健全かつ円滑な運営を
行う。

介護保険法に基づき、介
護保険給付、地域支援事
業にかかる費用及び介護
保険運営上の事務経費を
負担する。

・令和3年度からの制度改
正への対応 
・介護保険の給付及び関
連する事務の執行 
・地域支援事業の実施 
・介護予防ケアマネジメ
ントの実施

72 03 01 07 老人福祉センター管理運
営事業
【高齢者福祉課】

28,224 高齢者の健康づくりと生
きがいづくりを目的とす
る。

入浴施設、広間、舞台、
カラオケ、囲碁将棋等の
施設・設備の提供及び レ
クリエーション活動の推
進等を行う。

 ・施設及び設備の提供
・レクリエーション活動
等の推進

73 03 01 08 ファミリーサポートセン
ター事業
【子育て支援課】

6,252 子どもの健やかな成長と
女性の社会参画を支援す
るため、きめ細かい育児
サポートを行い、仕事と
育児を両立できる環境を
整備する。同時にコミュ
ニティー活動等への積極
的な参加を促進する。

　育児支援が行える市民
（協力会員）と、育児支
援を必要とする市民（利
用会員）で会員組織化
し、かぞファミリーサ
ポートセンターにおいて
調整のうえ、相互援助活
動を行う。

・制度の周知及び新規会
員の募集 
・相互援助活動実施のた
めの調整 
・保育知識の向上を図る
養成講習会の開催 
・会員間の交流促進を図
る交流会の開催

74 03 01 08 ひととき託児事業
【子育て支援課】

1,107 子育て中の女性など、市
民の社会参加促進を図る
とともに、市民のボラン
ティア意識の高揚を図
る。

市が主催する講演会・セ
ミナー等に、子育て中の
市民が参加する間、事前
登録された市民ボラン
ティアが託児を行う。  
対象年齢は2歳から就学前
の児童で、託児時間は概
ね2時間までとしている。 
ボランティアは公募し講
習会修了後、登録。活動1
回に対し、1,500円の謝金
を支払う有償ボランティ
アである。

・市民ボランティアによ
るひととき託児の実施 
・ボランティアの募集及
び事業の周知
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75 03 01 08 男女共同参画基本計画策
定事業
【人権・男女共同参画
課】

772 　男女が互いに人権を尊
重しつつ、責任を分かち
合い、性別にかかわりな
くその個性と能力を十分
に発揮し、家庭や地域、
職場や学校等社会のあら
ゆる分野において対等に
参画し、共に責任を担う
社会を実現する。

　現在の「加須市男女共
同参画基本計画」の計画
期間は平成24年度から令
和3年度の10年間である。 
　本プランの上位計画で
ある「加須市総合振興計
画」との整合を図るとと
もに、社会情勢の変化等
を踏まえて、関係課と連
携のうえ、現行計画の進
捗状況の確認、効果の分
析を行い、それらを反映
させた新計画の素案を作
成し、男女共同参画審議
会に諮問したうえで、
「第2次加須市男女共同参
画基本計画」を策定す
る。
【計画期間】令和4年度～
令和13年度

・「第2次加須市男女共同
参画基本計画」策定 
・男女共同参画審議会を
開催 （3回）
・男女共同参画庁内推進
会議を設置・開催 （2回）
・男女共同参画庁内推進
会議研究会を設置・開催
（1回）

76 03 01 08 男女共同参画基本計画進
行管理事業
【人権・男女共同参画
課】

70 　男女が互いに人権を尊
重しつつ、責任を分かち
合い、性別にかかわりな
くその個性と能力を十分
に発揮し、家庭や地域、
職場や学校等社会のあら
ゆる分野において対等に
参画し、共に責任を負う
社会を実現する。

　「加須市男女共同参画
基本計画」の各種施策の
進捗状況を調査し、審議
会に報告し公表する。
（計画期間：平成24年～
令和3年）

・加須市男女共同参画基
本計画の進捗状況調査、
評価、公表
・審議会の開催

77 03 01 08 男女共同参画推進事業
【人権・男女共同参画
課】

1,237 　男女共同参画社会の実
現を図るため、積極的な
啓発活動や各種相談事業
等を充実させ、男女共同
参画社会の形成を図る。

　男女共同参画市民企画
委員会と協働し、さまざ
まな啓発事業を実施す
る。また、各種相談事業
の充実を図る。

・男女共同参画市民企画
委員会の運営 
・男女共同参画情報紙の
発行（年間2回） 
・男女共同参画セミナー
の実施（年間3回） 
・女性相談（面接）の実
施 
・みんなでフォーラムｉ
ｎかぞの開催

78 03 01 08 ＤＶ（ドメスティック･バ
イオレンス）等相談事業
【人権・男女共同参画
課】

492 　配偶者等男女間の暴力
を防止・廃絶するため、
男女が共に自立し、対等
なパートナーとして生活
できる社会を構築する。

　女性ホットライン（電
話相談）で、子育ての悩
み・家庭不和・就業支援
など、女性に係る各種相
談に対し、的確な支援対
応に努めるとともに、Ｄ
Ｖネットワーク会議を開
催し、関係各課・機関と
の情報の共有を図る。
　また、ＤＶ防止基本計
画を踏まえ、市民からの
相談や援助要請などに迅
速に対応する。

・広報紙・チラシ等での
ＤＶ防止の啓発 
・女性ホットライン(電話
相談）の実施 
・ＤＶネットワーク会議
の開催 
・関係機関と連携した緊
急避難、一時保護の実施 
・ＤＶ防止基本計画に
沿った被害者保護、自立
支援の実施 
・ＤＶ防止啓発と女性相
談ＰＲに係る出前講座の
実施

79 03 01 08 女性人材育成事業
【人権・男女共同参画
課】

1,749 　女性の社会参画を促す
ため、リーダーの資質を
備えた人材の発掘及び能
力向上を図り、より良い
まちづくりを目的とした
女性団体の活発な活動を
支援する。

　各女性団体間の連携や
会員の男女共同参画に対
する意識を高めるため
に、合同研修会の開催な
どを通じて地域における
女性人材の育成を促進す
る。

・女性リーダー研修会の
実施 
・女性人材リストの充
実・活用 
・男女共同参画を推進す
る女性団体の活動支援 

80 03 01 08 女性センター等運営事業
【人権・男女共同参画
課】

461 　男女共同参画社会の実
現を目指し、市民団体並
びに相談者等の方々の利
便を高めるため、男女共
同参画社会推進のための
拠点施設である女性セン
ターを適切に運営する。

　女性センター談話室、
青年センター談話室、印
刷室、ロッカー等の適切
な管理運営を行う。

・女性センター談話室、
青年センター談話室、
ロッカーの貸し出し及び
点検
・団体及びグループが有
料で利用できる簡易印刷
機の貸し出し 
・市民が利用できる有料
コピー機の貸し出し 
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81 03 01 08 ワーク・ライフ・バラン
ス推進事業
【人権・男女共同参画
課】

24 　働く人が意欲を持って
仕事に取り組むことがで
き、かつ家庭や地域にお
いても役割と責任を果た
すことができるよう、
ワーク・ライフ・バラン
ス（仕事と生活の調和）
のとれる男女共同参画社
会の構築を目指す。

　男女ともに仕事や子育
てなど自らの希望する生
活バランスが得られるよ
う、「男女共同参画推進
事業所表彰」の周知など
を通じて意識改革に向け
た取組みを行う。

・男女共同参画推進事業
所表彰の実施 
・男女共同参画週間（6
月）講演会及びパネル展
示による啓発の実施 
・市広報紙、出前講座等
による周知の実施 

82 03 02 01 子ども・子育て支援計画
進行管理事業
【子育て支援課】

204 子どもの健やかな成長の
ために適切な環境が等し
く確保されるよう、子ど
も及びその保護者に必要
な子ども・子育て支援事
業を総合的かつ計画的に
行うために策定した、子
ども・子育て支援計画を
着実に実行することによ
り、「子育てするなら加
須」と言えるような子育
て支援のまちを実現す
る。

各年度の実施状況を把
握、点検し、加須市子ど
も・子育て会議において
報告のうえ、市民に公表
する。

・事業の進捗状況の適切
な進行管理を行い、加須
市子ども・子育て会議に
実施状況を報告
・公式ホームページ等で
実施状況を市民へ周知。
・総合振興計画との整合
性を図りながら、的確な
進行管理

83 03 02 01 家庭児童相談事業
【子育て支援課】

4,303 家庭での子どもに関する
さまざまな問題に、専門
の相談員を配置し、児童
の福祉の向上を図る。 

・家庭における児童の福
祉に関する相談指導業
務。 
・すくすく子育て相談室
で3名の児童相談員が、家
庭における児童の養育に
関し、相談指導業務を行
い、家庭における児童の
福祉の向上を図る。月曜
日～金曜日9時～16時ま
で。

・家庭における児童の福
祉に関する相談、助言、
指導 
・３総合支所担当との連
携による家庭訪問 
・虐待通告に対しての家
庭訪問 
・熊谷児童相談所職員と
の家庭訪問 
・要対協実務者会議に出
席し関係各機関との連携 
・子ども家庭総合支援拠
点の運営

84 03 02 01 子育て総合相談事業
【子育て支援課】

6,477 安心して子どもを産み育
てられるよう、保護者の
身近な場所で、子育ての
相談や助言、情報提供、
関係機関との連携によ
り、妊娠・出産・子育て
の切れ目のない相談支援
を行う。

すくすく子育て相談室に
おいて、妊産婦と乳幼児
の実情を把握し、妊娠・
出産・子育てに関する各
種相談に応じ、必要に応
じて支援プランの策定や
関係機関との連絡調整を
行い、母子保健と子育て
支援との一体的な提供を
通じて包括的な支援を行
う。

・相談体制等の適切な管
理運営 
・電話やメールのほか、
オンラインでの相談を実
施

85 03 02 01 子育てワクワク情報提供
事業
【子育て支援課】

3 各事業情報を集約して、
市ホームページ等を活用
し、情報提供し、子育て
を支援する。

・市ホームページの子育
てイベントカレンダー、
ホッとメール配信サービ
ス、窓口でのわかりやす
い各種パンフレット等を
活用した事業の周知
・子育てガイドブックを
配布し子育て情報を広く
周知
・子育て支援に関するパ
ネル展示

・子育てメールの配信
・子育て関連団体の事業
チラシの配布
・子育て支援に関するパ
ネルを関連イベントにお
いて掲示し周知を図ると
ともにパネルの追加及び
更新を行う。
・埼玉県の結婚・妊娠・
出産・子育て応援公式サ
イトへ関連団体情報を掲
載し、各種イベントにつ
いても随時掲載してい
く。

86 03 02 01 子育て支援管理事業
【子育て支援課】

104 子育て支援事業を適正、
効果的に実施する。

子育て支援事業にかかる
管理運営経費

子育て支援事業全般にか
かる事務用品等の支出

87 03 02 01 産後支援ヘルパー派遣事
業
【子育て支援課】

390 核家族化や子育ての孤立
化が進行する中、産後支
援ヘルパーを派遣し、出
産後間もない産婦に対
し、安心した環境で子育
てができるよう支援す
る。

出産後、家事援助が受け
られない者に対し、緊急
時を含め社会福祉協議会
との調整をし、1日1回
（30回を限度）、午前9時
から午後5時までの2時間
の間、食事の世話、衣類
の洗濯、住まい等の清
掃、買い物、沐浴の介助
等の支援をする。 

・産後支援ヘルパー派遣
制度の周知（チラシを保
健センター、市民課、各
総合支所市民福祉健康課
へ配布、広報紙への掲
載） 
・産後支援ヘルパーの申
請、受付、派遣
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88 03 02 01 産後サポート事業
【子育て支援課】

101 子育てに関する不安や悩
みに対して、専門職が不
安や悩みに傾聴し、寄り
添いの相談支援を行う。
また、集団で行うことに
より、産婦の交流の場を
提供し、産婦が家庭や地
域における孤立感を軽減
し、安心して育児に臨め
るよう支援する。

産後の不安や負担軽減の
ため、集団来所によるＨ
ａｐｐｙママくらぶ（産
後をサポートする教室）
を月１回行う。 

・Ｈａｐｐｙママくらぶ
（産後をサポートする教
室）を月1回開催（対象を
生後10か月未満の児童と
その母親を12か月未満に
拡充）

89 03 02 01 産後ケア事業
【子育て支援課】

889 子育てに関する不安や悩
みに対して、専門職が不
安や悩みに傾聴し、寄り
添いの相談支援を行うこ
とにより、産婦が家庭や
地域における孤立感を軽
減し、安心して育児に臨
めるよう支援する。

産後の不安や負担軽減、
授乳が困難なまま退院し
授乳に支援が必要な者な
どへ、助産師等による家
庭訪問や委託医療機関で
の日帰り滞在にて、身体
的回復のための支援、授
乳の指導、乳房ケア等を
行う。

・産後ケア（訪問型）事
業（助産師等が支援が必
要な家庭を訪問） 対象を3
か月未満の児童とその母
親を12か月未満に、回数
を5回までを7回までに拡
充
・産後ケア（デイサービ
ス型）事業（支援が必要
な産婦を日中、産科で保
健指導を実施）対象を3月
未満の児童とその母親を4
か月未満に拡充

90 03 02 01 子育て短期預かり事業
【子育て支援課】

1,244 育児疲れや仕事、学校等
の公的行事への参加のた
め、一時的に子どもの養
育が困難になったときに
市が委託した施設で預か
り、養育困難時の子育て
支援の充実を図る。

保護者の病気、育児疲
れ、学校行事への参加等
により養育が一時的に困
難となる児童を、委託先
の愛の泉で預かる事業。 
・ショートステイ…0歳～
18歳未満、7日間まで、食
事あり 
・トワイライトステイ(平
日夜間＝学校等終了後～
午後9時)…3歳～小学生、
食事あり 
・ホリデーステイ(午前8
時30分～午後9時)…3歳～
小学生、食事あり

・子どものショートステ
イ（宿泊）実施 
・子どものトワイライト
ステイ実施 
・子どものホリデーステ
イ実施 
・幼稚園・保育所、児童
館、子育て支援セン
ター、保健センターへ事
業のチラシを配布

91 03 02 01 訪問支援ホームスタート
事業
【子育て支援課】

1,537 6歳以下の未就学児がいる
家庭へボランティアが訪
問し、子育ての孤立感を
解消し、元気に子育てで
きるよう支援する。

・6歳以下の未就学児がい
る家庭へボランティアが
無料で訪問する。 
・週に1回、2時間程度
（全6回程度の訪問、達成
状況を把握しながら、延
長について確認する。） 
・地域子育て拠点事業補
助金の「機能強化型分」
を活用し、ホームスター
トを実施する関係機関へ
助成する。

・ボランティアによる訪
問型子育て支援の実施 
・関係機関との連携（公
開講座の実施） 
・ワークショップの開催

92 03 02 01 子育て支援タクシー事業
【子育て支援課】

5,256 子どもが誕生した世帯に
対し、交通手段を提供す
ることにより、より暮ら
しやすいまち、移住した
いまちとなることを目指
す。

満1歳未満の児童を養育し
ている世帯を対象に、通
院時のタクシー代の一部
を支給する。支給は１回
あたり730円を上限に年間
12回までとする。

・申請受付 
・タクシー代金を支給

93 03 02 01 子育て支援医療費支給事
業
【子育て支援課】

336,972 子育てに係る経済的な支
援のひとつとして、医療
費の一部を支給すること
により、保護者の経済的
負担を軽減し、児童の保
健の向上と福祉の増進を
図る。

支給対象年齢：15歳（中
学校修了まで） 
支給方法：市内医療機関
は現物給付。その他は償
還払い(現物給付の利用上
限21,000円）。 
県補助：入院・通院共に
就学前まで 
市単独：入院・通院共に
中学校修了まで　 
※県に補助枠拡大を要望

・制度内容の周知と適正
な支給 
・関係課との連絡の徹底 
・県への補助枠拡大の要
望 
・国の施策として事業化
を要望 
・新設医療機関への適用 
・県内現物化への対応
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94 03 02 01 未熟児養育医療給付事業
【子育て支援課】

5,218 医師が入院養育を必要と
認めた新生児・幼児の保
健の向上と、保護者の経
済的負担の軽減を図るた
め、養育医療費を給付す
る。

・対象児童：医師が入院
養育を必要と認めた市内
居住の1歳未満の新生児、
乳児
・給付方法：保護者の申
請に基づき医療券を交付
し、指定医療機関にて受
けた養育医療に対して給
付を行う。

・未熟児養育医療制度の
周知 
・未熟児養育医療の適正
な給付

95 03 02 01 遺児手当事業
【子育て支援課】

3,078 遺児の保護者に手当を支
給し、子育て中の遺児家
庭を経済的に支援し、児
童の健全な育成を図る。

父母の一方又は父母がと
もに死亡した義務教育修
了前の児童を監護・養育
している方に児童１人に
つき月額3,000円の手当を
支給する。 
所得制限なし

・手当申請受付、審査、
認定 
・手当支給年2回（9月、3
月）

96 03 02 01 誕生記念祝事業
【子育て支援課】

6,500 出産に対して祝意を表す
るとともに、出産後の経
済的不安を軽減し、安心
してよりよい子育てが行
えるよう支援する。

出生届の手続きを行った
保護者に対し、児童手当
や子育て支援医療費の申
請時に出生児童1人につき
10,000円の絆サポート券
を支給する。 

・申請受付 
・対象者に絆サポート券
10,000円分を贈呈

97 03 02 01 多子世帯学童保育料軽減
事業
【子育て支援課】

7,342 複数の子どもを育ててい
る家庭に対し、経済的な
支援を行う。

兄弟姉妹が同時に放課後
児童健全育成室を利用の
場合、2人目の保育料を半
額、3人目以降の保育料を
無料とする。 
公立放課後児童健全育成
事業では、保育料算定時
に保育料を軽減する。 
民間放課後児童健全育成
事業では、公営の保育料
軽減額を上限に市が民間
放課後児童クラブへ補て
んする。

・公営の放課後児童健全
育成事業の場合、利用者
の保育料を減額 
・民営の放課後児童健全
育成事業の場合、公営の
保育料軽減額を上限に各
放課後児童クラブへ補て
ん

98 03 02 01 子育てのための施設等利
用費支給事業
【保育幼稚園課】

81,198 幼児期の教育及び保育等
を行う施設等の利用費を
無償化し、子育てを行う
家庭の経済的負担の軽減
を図る。

無償化に必要な施設等利
用給付認定を行い、請求
に基づき給付費を支払
う。 
保育所、幼稚園、認定こ
ども園等の保育料のほ
か、幼稚園の預かり保
育、認可外保育施設等の
利用料を無償化する。 
無償化の対象は3歳児クラ
スから5歳児クラスの子ど
も全員と、0歳児クラスか
ら2歳児クラスの住民税非
課税世帯の子ども。

幼児教育・保育の無償化
のため、施設等利用給付
認定を行う。 
請求に基づき給付費の支
払いを行う。 
保護者への償還払いの場
合と、利用施設による法
定代理受領の場合があ
る。

99 03 02 01 にぎやか家庭子育て応援
事業
【子育て支援課】

1,261 少子化で子どもの数が少
なくなる中、子どもをた
くさん産み育て、市の人
口減少の歯止めと活性化
に貢献している家庭を励
まし、子育てを応援す
る。

1月1日現在において、市
内に在住し0歳～15歳まで
の児童を5人以上養育して
いる家庭に対し、記念品
(10,000円の絆サポート
券）を添えて表彰する。
また、第3子以降の子ども
が誕生した家庭に誕生記
念祝い事業の10,000円の
絆サポート券に加えて、
さらに本事業で10,000円
の絆サポート券を支給す
る。

・1月1日現在での表彰対
象家庭を抽出・確認
・加須市民の日記念表彰
式（3月23日）に対象家
庭を招待し、記念品
（10,000円分の絆サポー
ト券）を添えて表彰
 ・第3子以降の子どもが
誕生した家庭に10,000円
分の絆サポート券を贈呈
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100 03 02 01 教育・保育に係る教材費
等補助事業
【保育幼稚園課】

4,380 生活保護世帯、低所得世
帯、多子世帯の幼稚園・
保育所等の利用にかかる
実費負担について補助
し、子育てを行う家庭の
経済的負担の軽減を図
る。

幼稚園・保育所等を利用
する生活保護世帯、低所
得世帯、多子世帯の副食
教材・行事費等の実費徴
収にかかる費用の一部を
補助。 
加須市独自に保育所の副
食費多子軽減範囲を小学
校3年生以下の兄姉まで拡
大し一部を補助。 
補助限度額（月額）：副
食材料費4,500円、教材・
行事費2,500円

・幼稚園・保育所等を利
用する生活保護受給世帯
の副食教材・行事費等の
実費徴収にかかる費用の
一部を補助 
・未移行幼稚園を利用す
る年収360万円未満世帯お
よび、小学校3年生以下の
兄姉から数えて第3子以降
の副食費の一部を補助 
・加須市独自に保育所の
副食費多子軽減範囲を小
学校3年生以下の兄姉まで
拡大し、月額4,500円を上
限に補助

101 03 02 01 子育て支援センター事業
【子育て支援課】

57,269 地域における子育て支援
拠点としてのセンターの
充実を図り、子育て支援
を推進する。

・子育て中の方を対象に
親子の交流の場を提供
し、親子交流会、育児相
談の開催、子育てサーク
ルの育成、子育て情報の
提供等を行う。
・地域子育て支援セン
ター：20か所
　一般型：7か所（うち公
立2か所）
　公立幼稚園：13か所

・育児不安等についての
相談指導　 
・子育てサークル等の育
成・支援　 
・地域の保育資源の情報
提供 
・施設整備（修繕・備品
購入等）

102 03 02 01 子育てサロン事業
【子育て支援課】

223 各地域で活動する子育て
支援団体の連携により、
子育てに関する情報の共
有化を図るとともに、子
育て家庭の現状と課題を
把握し、地域ぐるみで子
育てを支援する体制づく
りと意識の醸成を図る。

子育て中の親子を対象に
子育て相談や情報交換等
の場の提供及び子育て
サークル等子育てボラン
ティアへの活動の場の提
供と支援を図る。

・子育てサロン運営
・親子交流イベント
・季節イベント
・子育て支援情報提供等

103 03 02 01 子育て支援ネットワーク
事業
【子育て支援課】

405 子育て支援関係団体の連
携を強化して、子育て環
境の充実を図り、地域で
の子育て支援を促進す
る。

・子育て支援団体の情報
交換会、研修 
・ファシリテーターの養
成 
・親支援プログラムの開
催 
・チラシ、メール配信等
によるイベント案内 

・ファシリテーター会議
・親支援講座(ＮＰプログ
ラム)（1回6コマ）
・ファシリテーターの養
成、研修 
・支援センター部会会
議、研修

104 03 02 01 民間児童館助成事業
【子育て支援課】

3,189 児童の健全な育成を促進
するために、地域の子育
て支援拠点であるみつま
た児童館が実施する総合
的な事業に対して助成す
る。

みつまた児童館が実施す
る児童の健全育成・養育
に関する相談事業、地域
グループの活動支援事
業、異年齢交流・世代間
交流事業に対し支援す
る。

・みつまた児童館に対す
る事業運営費の助成

105 03 02 01 子どもの居場所づくり事
業
【子育て支援課】

19,185 地域における子育て支援
を図るため、放課後や休
日の就学児童の居場所を
創出する。

公立児童館等の運営や放
課後や休日に就学児童が
立ち寄り、その場所で一
時を過ごせる子どもの居
場所を公共施設等に創出
する。 
地域ボランティア等と協
働し、「放課後子ども教
室」を開催し、体験学習
や遊びを提供する。

・公立児童館等の運営 
・放課後子ども教室の開
催（水深小での新規開
催） 
・放課後子ども教室で活
躍できる人材の育成、確
保
・北川辺地域における子
どもの居場所の確保

106 03 02 01 児童虐待防止等ネット
ワーク事業
【子育て支援課】

199 保護者からの虐待等で、
保護が必要な児童に対し
て適切な対応を図り、児
童の健全な育成を図る。

虐待防止等ネットワーク
を構成している機関の代
表者会議、実務者会議、
個別ケース検討会議を開
催し、虐待等の予防から
早期発見・早期対応、保
護・支援・アフターケア
までの総合的な支援を図
る。 

・年1回の要保護児童対策
地域協議会代表者会議で
の情報共有 
・毎月の実務者会議での
情報共有と対応協議と実
践　 
・個別ケース検討会議を
随時に開催し対応協議と
実践 
・11月の児童虐待防止推
進月間に小学生に啓発用
品を配布、主任児童委員
と協働で市民に啓発用品
を配布 
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107 03 02 01 母子自立支援施設入所事
業
【子育て支援課】

5,170 保護を必要とする母子家
庭に支援を行うことによ
り、子育て支援体制の充
実を図ること、並びに、
安全でかつ自立へ向けた
指導が受けられるよう、
生活の場を提供すること
を目的とする。

母子での生活を余儀なく
されている家庭で、精神
的に不安定になったり、
前夫から暴力を受けてい
るなど、生活の安定が得
られない母子家庭が、自
立の道を歩むことができ
るよう母子生活支援施設
で、様々な指導、支援を
受けながら自立促進を図
る。

・母子からの相談に対す
る懇切丁寧な対応 
・関係機関と連携し、適
切な母子支援施設への入
所

108 03 02 01 母子福祉団体助成事業
【子育て支援課】

18 地域において児童福祉の
向上を推進する団体に対
する助成を行い、地域に
おける子育て支援を促進
する。

加須市における母子及び
寡婦福祉団体への事業費
補助金を交付し支援

・団体への補助 

109 03 02 01 母子家庭等自立支援事業
【子育て支援課】

11,242 母子家庭及び父子家庭の
生活の安定のため、母及
び父の就業を支援し、就
業に有利な専門技能が持
てるよう補助する。

・母子家庭等高等職業訓
練促進給付金等事業　1年
以上の就学で支給期間は4
年が上限、給付金は市民
税非課税世帯が月額
100,000円（課税世帯は月
額70,500円）、最終年は
月額40,000円加算。 
・母子家庭等自立支援教
育訓練給付金事業 修了し
た講座の受講料の60％(上
限20万円。12,000円を超
えない場合は支給なし)、
一般教育訓練給付支給対
象者の費用の60％(上限20
万円)の差額支給する。

・母子・父子家庭自立支
援教育訓練給付金の支給
・母子・父子家庭高等職
業訓練促進給付金の支給
及び修了支援給付金の支
給 
・一般教育訓練給付の支
給対象者の費用の6割の差
額を支給

110 03 02 01 ひとり親家庭等医療費事
業
【子育て支援課】

48,799 子育て中のひとり親家庭
等を経済的に支援し、生
活の安定を図る。

対象者は、市内のひとり
親家庭等の18歳までの児
童とその母(父)又は養育
者。医療費の保険適用後
の負担額から支給対象者
の自己負担分、他制度か
ら本人に支給される給付
金等を控除した残りを支
給する。15歳までの児童
の医療費は現物支給

・ひとり親家庭等への適
正な医療費の一部を助成

111 03 02 01 就学前子ども教育・保育
認定事業
【保育幼稚園課】

3,551 就学前（0～5歳）児童に
必要に応じた保育・教育
を提供し、保育・教育の
適正化と子育て家庭への
支援を図る。

就学前（0～5歳）児童
に、必要に応じて支給認
定証を交付する。 
保育サービスの提供を実
施するため必要となる一
連の事務を行う。 
市民税を算定基礎に保育
料の賦課徴収を行う。

・教育・保育給付認定及
び利用給付認定を行う 
・保育サービスの提供に
伴う課の経常的な経費を
支出 
・保育料の適正な算定と
徴収 
・認定入力事務、利用給
付認定、保育料の算定、
保育所入所事務に伴う会
計年度任用職員の雇用 

112 03 02 01 民間保育所運営委託事業
【保育幼稚園課】

1,785,657 保育を希望する乳幼児の
保育を委託し、子育てと
仕事の両立を支援すると
ともに、保育サービスの
充実を図る。

保育所で保育の利用を
行った場合、国が定める
公定価格に基づいて、給
付費を各保育所に支出す
る。（市内公立保育所を
除く）　 
※なお、公定価格は入所
児童の年齢、保育所の規
模、場所、運営状況によ
り決められている。

・適正な給付費（当面は
委託料）の支出 
・各種加算の認定
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113 03 02 01 民間認定こども園・幼稚
園等給付費支給事業
【保育幼稚園課】

484,629 就学前（0～5歳）児童に
必要に応じた保育・教育
を提供し、保育・教育の
適正化と子育て家庭への
支援を図る。

就学前(0～5歳）児童の認
定区分ごとに保育･教育を
提供する。保育又は教育
を提供した民間施設（子
ども･子育て支援新制度に
移行した私立幼稚園,認定
こども園及び地域型保育
施設）は、利用した児童
分の施設型給付費を市に
請求し、市は確認のうえ
施設に支払う（法定代理
受領）。 
単価は児童の年齢、園の
定員による。

・適正な施設型給付費の
支出 
・適正な地域型保育給付
費の支出 
・適正な各種加算の認定

114 03 02 01 低年齢児保育事業
【保育幼稚園課】

72,274 乳幼児を含めた多様な年
齢の児童を育てる家庭の
保育ニーズに対応した保
育サービスの充実を図
る。

低年齢児の特性に応じた
保育体制を確保するた
め、民間保育所に次の補
助（県費1/2）を行う。 
① 1歳児4人に対し保育士
1名の配置で1歳児1人当た
り月額20,000円。 
② 乳児の年度途中入所に
応じるため予め保育士を
確保した場合、未充足乳
児1人当たり80,000円（上
限882,000円）。 

・低年齢児受入れ対策を
行う民間保育所への適正
な支援 

115 03 02 01 長時間保育事業
【保育幼稚園課】

34,119 労働環境等の多様化に伴
う保育ニーズに対応した
保育サービスの充実を図
る。

・保育短時間、保育標準
時間の前後の時間におい
て、更に延長保育を行
う。 
・事業に際しては、保育
士2名以上及び対象児童数
に応じて必要となる職員
を配置する。 
・児童に対しては、適宜
間食又は給食等を提供す
る。 
・延長保育を実施する民
間保育所に補助を行う。

・長時間保育実施民間保
育所への適正な補助 

116 03 02 01 病後児保育事業
【保育幼稚園課】

11,725 保育を必要とする病後児
童に対する保育サービス
の充実を図り、保護者の
子育てと就労の両立を支
援する。

病気回復中の乳幼児を預
かる施設に対し、必要な
看護師等の配置費用を、
年間延べ利用者数に応じ
て補助金として支給（国
1/3・県1/3)。 
○利用者数と補助金 
 ・基本分：4,166,000円
（内改善分2,225,000円） 
10～ 49人＝416,000円 
200～399人＝3,225,000円

・病後児保育実施施設へ
の支援 
・受入先の拡大の検討

117 03 02 01 夜間保育所事業
【保育幼稚園課】

63,067 夜間保育（11:00～
22:00）を希望する乳幼児
の保育を委託し、子育て
と仕事の両立を支援する
ため、保育サービスの充
実を図る。

三俣第二夜間保育園で保
育の実施を行った場合、
国が定める公定価格に基
づいて、給付費（委託
料）を保育所に支払う。

・三俣第二夜間保育園へ
の実績に応じた委託料の
支出 
・夜間保育を必要とする
児童のスムーズな入所

118 03 02 01 民間保育所障害児保育事
業
【保育幼稚園課】

18,568 障がいがある児童の家庭
を支援する保育サービス
の充実を図る。

・保育を必要とし、障が
いがある児童を集団保育
で保育する。 
・身障手帳・療育手帳所
持児童等の障がい児3名に
つき保育士1名増員の対策
を講じた民間保育所に対
し、増員保育士の人件費
の一部を助成。 
（特別児童扶養手当該当
の場合は市費で月額
74,140円、その他は県費
で月額40,000円）

・民間保育所に対する障
がい児の積極的受入れの
働きかけ 
・障がい児受入れ実績に
応じた適正な支援
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119 03 02 01 保育所アレルギー等対応
特別給食提供事業
【保育幼稚園課】

5,400 食物アレルギー等により
給食等処遇に特別な配慮
を必要とする児童に対
し、アレルギー等に対応
した給食の提供の充実を
図る。

・食物アレルギー等によ
り、健康面において給食
等に特別な配慮が必要な
児童を2人以上受け入れて
いる民間保育所に対して
助成（月額50,000円）
し、当該児童に配慮した
給食を提供する。

・民間保育所に対象児童
が入所した場合の積極対
応の働きかけ 
・対象児童を受け入れた
民間保育所への助成 
・国・県からのアレル
ギーに関する通知の周知

120 03 02 01 一時保育事業
【保育幼稚園課】

21,843 家庭保育者の一時的な保
育ニーズに対応した保育
サービスの充実を図る。

・公立と民間の保育所で
一時的な保育の需要に応
じる。 
・一時保育（一般型）を
実施する民間保育所に対
し、年間延利用児童数に
応じた補助金を交付す
る。 
・一時保育（幼稚園型）
を実施する幼稚園に対
し、年間延べ利用児童数
に応じた補助金を交付す
る。

・利用児童数に応じた必
要な保育士配置等の検討 
・実績に応じた適正な交
付金の交付 

121 03 02 01 避難者支援民間保育所等
運営委託事業
【保育幼稚園課】

4,970 子育て家庭の保護者の勤
務等により、保育を必要
とする児童の保育を委託
し、子育てと仕事の両立
を支援する。

原発避難者特例法に基づ
き、被災した子育て家庭
の保護者の勤務等によ
り、保育所で保育の実施
を行った場合、国が定め
た公定価格に基づいて、
給付費を各保育所に支払
う。（市内公立保育所を
除く） 
※なお、公定価格は入所
児童の年齢、保育所の規
模、場所、運営状況によ
り決められている。

・適正な給付費の支出 

122 03 02 01 民間保育所助成事業
【保育幼稚園課】

15,317 　保育環境の整備・充実
を図り保育サービスの充
実に資する。

・民間保育所振興費 
定員1人5,000円、4月1日
入園児1人2,000円。職員1
人9,000円。日本スポーツ
振興センター共済掛金1人
375円。
・民間保育所歯科検診費 
15,000円～30,000円 
・民間保育所施設整備費
助成 （年間に20万円（毎
年1施設の補助））

・適正な助成実施のため
の民間保育所情報の把握 
・施設整備費等助成金利
用のための相談 

123 03 02 01 保育団体助成事業
【保育幼稚園課】

232 　私立保育園同士の連携
及び公立保育所との情報
交換を深めるとともに人
権を尊重した保育を推進
する。

　保育団体（加須私立保
育園園長会、人権保育推
進委員会）の運営費を補
助することで、それぞれ
の団体の活動を推進し、
一層の保育の質を高める
ことに寄与する。 

・加須私立保育園園長会
に対する助成 
・人権保育推進委員会に
対する助成 

124 03 02 01 公立放課後児童健全育成
事業
【子育て支援課】

252,821 放課後の時間帯や長期休
業期間中の就労等により
家庭保育ができない保護
者に代わり、家庭的機能
の補完を行いながら児童
の生活の場を提供し、子
育ての支援及び児童の健
全な育成を図る。

・保護者の就労等によ
り、家庭保育が困 難な世
帯の小学校就学児童を対
象に小学校や幼稚園の余
裕教室等を利用して学童
保育を行う。 
・開設時間： 
   学校開業日：放課後～
19時 
   学校休業日：7時30分
～19時 
・合同保育の実施 

・市内15小学校区で放課
後児童クラブを実施 
・主任指導員配置による
安定的な運営 
・教育委員会、各小学校
と連携した管理、運営 
・待機児童ゼロ維持のた
めの指導員確保 

125 03 02 01 民間放課後児童健全育成
事業
【子育て支援課】

325,753 放課後の時間帯や長期休
業期間中の就労等により
家庭保育ができない保護
者に代わり、家庭的機能
の補完を行いながら児童
の生活の場を提供し、子
育ての支援及び児童の健
全な育成を図る。

民間放課後児童クラブに
事業委託し、放課後児童
健全育成事業を実施す
る。 
 

・17クラブ（21支援単
位）に事業委託 
・設備運営基準条例に基
づく検査・指導 
・公設民営の放課後児童
クラブ施設の修繕、改修 
・高柳放課後児童健全育
成室の増設
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126 03 02 01 三世代ふれあい家族応援
事業
【子育て支援課】

4,400 三世代同居家族の市内へ
の定住化を促進し、安心
した子育てと高齢者が安
心して暮らせる環境を推
進する。併せて、市内産
業の活性化を図る。

三世代同居を目的とした
住宅の取得やリフォーム
に係る費用の一部を助成
する。 

・補助制度の周知ＰＲ 
・住宅の取得リフォーム
費用の助成 
・三世代同居による市内
定住の更なる促進 

127 03 02 02 児童手当支給事業
【子育て支援課】

1,650,964 家庭等における生活の安
定、次代の社会を担う児
童の健やかな成長に資す
ることを目的として児童
手当を支給する。

・対象者は中学校修了ま
での児童 
　3歳未満：1万5千円 
　3歳以上小学校修了前：
第1･2子1万円 
　第3子以降：1万5千円 
　中学生1万円を6･10･2月
に支給する。 
・平成24年6月より所得制
限を導入し、限度額超過
者は、一律5,000円を支給
する。

・制度の周知 
・現況届提出の徹底 
・支払予定通知発送 
・手当の適正な支給

128 03 02 02 児童扶養手当支給事業
【子育て支援課】

462,173 子育て中のひとり親家庭
等に対する経済的な支援
を行い、生活の安定と自
立に向けた支援を行う。

・対象者は18歳までの児
童（障害の状態にある場
合は20歳未満）
・申請者や扶養義務者の
所得により、手当の一部
又は全部が支給停止にな
る場合がある。
・受給開始から5年等経過
した受給者は自立に向け
た活動等を行わないと手
当額の2分の1が支給停止
となる。
・支払月は奇数月の年6回
のほか転出者、喪失者等
に対し随時払を行う。

・手当申請受付、審査、
認定 
・受給世帯の実態把握 
・現況届受付、審査、認
定（8月） 
・手当支給（定時払 奇数
月に年6回）
・障害年金の子の加算部
分との差額を児童扶養手
当として支給

129 03 02 02 避難者支援児童扶養手当
支給事業
【子育て支援課】

5,366 原発避難者特例法に基づ
いたひとり親家庭等の避
難者に児童扶養手当を支
給し、経済的支援を図
る。

・避難元団体から通知が
あった日の属する月の翌
月分から手当を支給す
る。支払は1･3･5･7･9･11
月の奇数月年6回。 
・ひとり親家庭等の児童
が18歳（障害の状態にあ
る場合は20歳未満）に達
した日の属する年度末ま
で手当を受けることがで
きる。 

・避難元自治体との連携
による受給世帯の実態把
握 
・児童扶養手当の適正な
支給 

130 03 02 03 公立保育所管理運営事業
【保育幼稚園課】

354,877 　公立保育所において、
保育を必要とする児童の
保育を実施し、子育てと
仕事の両立への支援を行
う。

公立保育所（7ヶ所）の運
営管理 
公立保育所の保育時間 
第一保育所、こすもす保
育園、第三保育所(休止
中)、第四保育所（7:30～
18:30)  
騎西保育所（7:30～
18:30) 
北川辺保育所（7:30～
19:30) 
わらべ保育園（7:30～
19:30) 

・公立保育所の運営管理 
・人権保育推進保育所
（騎西）における家庭支
援 
・新型コロナウイルス感
染症に対応した保育や環
境整備 

131 03 02 03 あすなろ園管理運営事業
【保育幼稚園課】

6,775   母子通園により障がい
児の機能訓練や生活訓練
を実施し、子どもの発達
に合わせた支援とともに
親支援を行い、集団保育
や就学につなげる。

  障がいがある就学前児
童の発達支援と同時に、
共に通う保護者に対して
家庭における育児の支援
（助言・指導）等を行
い、集団保育や就学に向
けた訓練を行う。 
  保育所・幼稚園におけ
る障がい児保育について
も、医師や保健セン
ター、特別支援学校等と
も連携して支援を行い、
就学に向けた保護者への
助言、あるいは児童発達
支援事業所等の活用につ
なげる。

・施設の維持管理（各種
検査･点検、各種清掃･消
毒等） 
・会計年度任用職員（保
育士）の配置及び管理 
・専門家（言語聴覚士、
理学･作業療法士）を活用
した訓練の実施 
・保育所等における障が
い児保育の支援
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132 03 02 03 公立保育所障害児保育事
業
【保育幼稚園課】

78,019 　障がいがある児童の家
庭を支援する保育サービ
スの充実を図る。

　障がいがあり保育を必
要とする児童の集団保育
を、全公立保育所で実
施。障がい児3人に対し最
低1名の保育士を加配する
とともに、専門家や専門
機関と必要な連携をとり
ながら、児童の発達及び
保護者の就労と子育てを
支援する。

・障がいの種類や程度に
応じた保育士の加配 
・配慮、見守りを要する
乳幼児の状況確認 
・障がい児保育に係る各
種研修への参加 
・民間保育所が対応でき
ない児童の積極的受入れ 

133 03 02 04 子どもふれあいの家管理
運営事業
【子育て支援課】

523 地域の子どもたちの交流
施設の充実と経費節減を
図るため、効率的な施設
管理を行う。

・子ども同士、子どもと
親及び子どもと 地域の
方々との交流事業を行
う。 
・地域の子育て支援拠点
として適切な施 設管理を
行う。 
・施設の貸出しやイベン
トの開催（クリ スマス会
等）により、子ども同士
や親子、子育てサークル
等の団体、地域住 
民と子どもの交流を促進
する。

・目的や概要は左記のと
おりではあるが、待機児
童の発生を防ぐため、当
面は水深小学校第2健全育
成室として運営 

134 03 03 01 生活保護者自立支援事業
【生活福祉課】

6,216 生活保護世帯の社会的自
立を支援する。

就労支援相談員による就
労意欲の喚起及び就労自
立支援、面接相談員の生
活保護相談を実施する。

・生活保護就労支援相談
員による就労の支援 
・生活保護面接相談員に
よる相談支援 
・就労支援セミナーの実
施

135 03 03 01 生活保護適正実施推進事
業
【生活福祉課】

6,620 生活保護費の不正受給防
止を図る。

生活保護システムを活用
し、保護業務に係る決
定、経理、医療、介護、
統計等の一連の事務処理
を効率的に実施する。 
医療扶助の適正化を図る
ため、診療報酬明細書
（レセプト）の内容点検
を業務委託により実施す
る。健康管理支援事業の
実施に向け、準備・実施
する。

・生活保護システムの
リース及びシステムの保
守 
・診療報酬（レセプト）
内容点検等の業務委託 
・ジェネリックの使用促
進 
・健康管理支援事業の実
施

136 03 03 01 生活保護管理事業
【生活福祉課】

7,690 生活保護の適正な運営を
図り生活保護者の自立を
促進する。

生活保護新規申請時調査
の徹底・29条調査・扶養
義務者照会、医療報酬支
払基金等による診療報酬
及び介護報酬明細書点検
確認、嘱託医による医療
要否意見書の確認などを
実施する。

保護担当の経常的な管理
費を支出 
・生活保護法による調査
及び扶養義務の照会確認 
・嘱託医による医療要否
意見書の確認 
・診療報酬支払基金によ
る診療報酬等の点検確認 
・職員の資質向上のため
の研修会への参加 
・ホームレス等への緊急
賄いの提供 
・市内無料低額宿泊所と
の定期的な情報交換

137 03 03 02 生活保護事業
【生活福祉課】

1,803,150 最低限度の生活の保障と
要保護者の自立 を図る。 
　

生活保護に関する相談、
申請受付業務 
を行うとともに生活困窮
の程度に応じた保護の実
施および自立助長のため
の就労支援を行う。 

要保護者の年齢別、性
別、健康状態等その個人
又は世帯の実際の必要の
相違を考慮して、生活、
住宅、教育、医療、介
護、生業、出産、葬祭扶
助等を単給又は併給によ
り行う。
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

138 03 04 01 災害時要援護者支援事業
【地域福祉課】

533 　災害に備えて、高齢者
や障がい者など自ら避難
することが困難な方につ
いて、地域の中で避難支
援を受けられるようにす
るための制度を整備する
ことにより、安心して暮
らすことができる地域づ
くりの推進を図る。

　災害時に備え、要援護
者の把握及び登録台帳を
整備し、避難支援等関係
者と情報を共有する。 
　要援護者名簿は、1年に
1回、自治協力団体、民生
委員・児童委員、自主防
災組織、消防団等に配付
し情報を更新する。 
　福祉避難スペースにお
ける必要備品の整備や福
祉避難所確保に向け施設
の検討を行う。

・制度の周知（広報紙、
ホームページ） 
・名簿登録及び避難援助
者登録の推進
・登録者情報の管理 
・避難支援等関係者への
名簿の提供と活用方法の
見直し 
・福祉避難スペースの整
備・充実 
・福祉避難所の確保 
・災害時要援護者の避難
に係る感染症対策

139 03 04 01 被災者支援事業
【地域福祉課】

3,216 　災害見舞金・弔慰金・
応急住宅補助金を支給す
ることで、災害を受けた
者などの保護と福祉の増
進を図る。

・災害の被災者に見舞金
及び仮設住宅補助金を支
給 
【見舞金・弔慰金】 
家屋全焼（壊）20万円 
半焼（壊）10万円、床上
浸水5万円 
部分焼（一部損壊）1万円 
傷害見舞金3万円、弔慰金
10万円 
【仮設・賃貸住宅の補
助】 
月額2万円（上限）×12ヶ
月まで 

・見舞金及び仮設住宅補
助金の支給 
・埼玉県・市町村被災者
安心支援制度負担金の支
出による適切な被災地及
び被災者支援
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４款　衛生費
（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

1 04 01 01 健康づくり推進計画進行
管理事業
【健康づくり推進課】

134 「埼玉一の健康寿命のま
ち」の実現を目指し、市
民一人ひとりが健康づく
りの主体となり自分に適
した健康づくりを進める
ための計画を推進する。

第2次加須市健康づくり推
進計画に付けられた事業
を健康づくり推進委員会
等で進捗を確認し、評価
し、翌年度事業に反映す
る。

・健康づくり推進委員会
の開催（進捗確認及び評
価） 
・ワーキンググループ会
議等の開催（情報共有、
目標確認、事業の工夫） 

2 04 01 01 健康情報活用事業
【健康づくり推進課】

10,119 市民の病気を予防するた
め、市民の健康データを
管理・共有し、各種相談
事業や健診（検診）事業
等で有効に活用する。

健康管理システム「健康
かるて」により、市民の
乳幼児健診、予防接種、
成人健診（検診）等の
データを一元管理し、市
民個々への適切な事業案
内や相談・指導を実施す
る。 
また、統計データとして
集計・分析することによ
り、県等への報告や事業
の見直し、事務改善等に
役立てる。

・健康管理システム「健
康かるて」による市民の
各種データの管理 
・蓄積したデータの有効
活用 
・成人男性風しん抗体検
査等のクーポン券発行 
・大腸がん、子宮頸が
ん、肺がん、胃内視鏡、
前立腺がんの健康管理シ
ステム入力の委託 
・がん集団検診のＷＥＢ
予約の実施
・ロタウイルスワクチン
予防接種記録のマイナン
バー制度対応改修

3 04 01 01 健康づくり管理事業
【健康づくり推進課】

5,249 健康づくりの推進に係る
共通的な経費、備品等を
適切に管理・執行する。 
また、職員の能力向上を
図る。

健康づくりの推進に係る
共通的な物品、備品等の
管理や事業日程を調整す
る。 
また、計画的に研修等に
参加し、職員の能力向上
を図る。

・共通的経費（旅費等）
の執行 
・備品及び公用車の管理 
・研修への参加、専門書
籍の購入 
・事業日程一覧の作成
・育児休暇職員代替の会
計年度任用職員の雇用

4 04 01 01 骨髄移植ドナー推進事業
【健康づくり推進課】

420 白血病や再生不良性貧血
などの病気は、骨髄移植
や末梢血幹細胞移植が最
も効果のある治療とされ
ていることから、骨髄等
の移植推進を図るととも
に、その基盤ともなる骨
髄バンクドナー登録の推
進を図る。

骨髄等の移植推進を図る
とともに、埼玉骨髄バン
ク推進連絡会と連携し、
市内献血実施事業所等の
協力を得ながら骨髄バン
ク登録の推進を図る。 
また、骨髄移植ドナー協
力者等へ助成（ドナー：1
日につき20,000円（ド
ナー休暇がある場合は
10,000円）、7日分まで。
ドナーが勤務する事業所
当：1日につき10,000円）
（事業所等にドナー休暇
規定がある場合は支給し
ない）する。

・骨髄移植ドナー協力者
への助成 
・埼玉県赤十字血液セン
ター、埼玉骨髄バンク推
進連絡会との連携 
・献血併行型ドナー登録
会 
・献血実施事業所への献
血併行型ドナー登録会へ
の協力依頼

5 04 01 01 献血推進事業
【健康づくり推進課】

166 がん患者、けが人等の生
命を救うため、相互扶助
の精神に基づき、献血の
普及を図り、良質な血液
を確保する。

埼玉県の献血推進計画や
埼玉県赤十字血液セン
ターの献血受入計画に基
づき、市内の各所で献血
を実施する。 
赤十字血液センターと協
力して、献血の普及、協
力事業所の確保を図ると
ともに、献血者へ記念品
を配布する。

・献血会場の準備 
・献血者への記念品の配
布 
・献血協力事業所の確
保・開拓 
・ポスター掲示等による
献血の普及啓発

6 04 01 01 食生活改善推進事業
【健康づくり推進課】

757 食育を通じて、心の豊か
さや家族のつながりを促
進するとともに、加須ら
しい食文化・食生活を次
世代へ継承するため、市
民の食生活の改善を図
る。

食生活改善推進員による
食生活改善推進活動を支
援するとともに、生活習
慣病予防等をテーマに食
生活改善推進員が講師と
なりヘルシークッキング
を開催する。 
また、食生活改善推進員
協議会との共催により、
食生活改善推進員を養成
するための講座や資質の
向上を図るための定例
リーダー研修会を開催す
る。

・伝達、自主活動など食
生活改善推進活動への支
援 
・ヘルシークッキングの
開催 
・食生活改善推進員養成
講座の開催 
・食生活改善推進員定例
リーダー研修会の開催 
・講座による減塩の周知
（減塩プロジェクトの一
環）
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

7 04 01 01 地域医療ネットワーク
（とねっと）事業
【医療体制推進課】

3,887 　地域の限られた医療資
源を効率的・効果的に活
用し、中核病院と病院・
診療所が医療情報を共有
することで、市民へ質の
高い医療サービスを提供
でき、地域全体で市民の
医療を完結する「地域完
結型医療」を実現する。

・医療機関及び参加者の
増加を図るため、普及啓
発を行う。 
・協議会事務局費を負担
し、協議会の事務を支援
する。

・協議会事務局費の負担 
・協議会事務局の支援 
・現行システムの評価 
・次回システム更新（令
和5年度）に向けた検討 
・県及び中核病院との連
携による圏域外住民・医
療機関を含めた参加促進 
・システムの普及・啓発 
・国のデータヘルス改革
の進捗等の確認

8 04 01 01 医療情報提供事業
【医療体制推進課】

3,264 　市民が安心して医療機
関にかかれるよう、医療
機関の情報を的確に提供
する。

　広報紙やホームペー
ジ、ガイドブック、チラ
シなど様々な媒体を活用
し、市民に必要な医療情
報を提供する。

・広報紙、ホームページ
等による情報提供 
・医療機関ガイドブック
の改訂版作成
・医師会との調整 
・適正受診の啓発

9 04 01 01 済生会病院支援事業
【医療体制推進課】

3,625,837 　市民が安心できる医療
体制を確保するために、
埼玉県済生会加須病院の
開院に向けた支援を行
う。

　埼玉県済生会加須病院
の開院に向けて、済生会
との連絡調整を行い、補
助金の交付、周辺整備等
を進めていく。

・病院との協議 
・東西側ＣＢ設置工事 
・調整池ポンプ設置工事 
・周辺道路整備工事（道
路補修） 
・上青毛北堀管理用道路
舗装工事 
・用地確定杭設置 
・周辺水路フェンス設計 
・補助金の交付

10 04 01 01 産婦人科開設支援事業
【医療体制推進課】

13 　特に整備が必要な分娩
を扱う産婦人科の市内開
設を促進し、市民がより
安心できる医療環境を整
備する。

　新たに分娩を扱う産婦
人科を市内に開設しよう
とするものに対し、1,000
万円を上限に開設費用の
1/2を市が補助することに
よって、市内開設の促進
を図る。

・補助制度の周知 
・産婦人科の市内開設の
促進 

11 04 01 01 看護師等育成確保支援事
業
【医療体制推進課】

559 　長寿化の進行に伴い、
今後ますます医療を必要
とする人の増加が見込ま
れるなか、地域医療を担
う人材を確保し、市民が
より安心できる医療環境
を整備する。

　埼玉県看護師等育英奨
学金の貸与を受けて看護
師等養成施設に就学して
いた学生で、卒業後、市
内の医療機関等において
正規の就学期間を超える
期間にわたって引き続き
看護業務に従事している
ものに対し、埼玉県に返
還した奨学金の額の1/2を
上限に市が助成する。

・対象者1人に対し補助金
の交付 
・補助制度の周知 
・財政支援による看護師
確保の推進 
・県、看護師養成施設及
び医療機関との連携の推
進 
・市内医療機関へ対象者
の照会

12 04 01 01 医療体制確保基金事業
【医療体制推進課】

2,297 　市民が安心できる医療
体制を確保するため、こ
れに要する経費の財源を
基金に積み立てる。

　基金を積み立て、済生
会病院の誘致や、産婦人
科の市内開設、看護師の
人材確保等の支援に要す
る経費に充てる。

・基金の適正な管理 
・工事費、建設補助金の
交付等に伴う基金の取り
崩し

13 04 01 01 初期・２次・３次救急医
療支援事業
【医療体制推進課】

50,710 　医師不足などによる厳
しい医療環境のなかで、
地域の救急医療体制を確
保し、医療に対する市民
の安心感を高める。

　関係機関と連携し、救
急医療を必要とする市民
が、安心して医療を受け
られる救急医療体制を整
備する。 

・在宅当番医制の運営 
・救急病院の当直医確保
への支援 
・東部北地区病院群輪番
制の運営支援 
・埼玉東部消防組合との
連携 
・救急医療体制推進協議
会等での協議 
・公的病院救急医療等運
営費の補助

14 04 01 01 休日小児科診療事業
【医療体制推進課】

1,380 　小児患者の重症化の予
防と保護者の負担の軽減
を図るとともに、軽症患
者の集中により逼迫して
いる小児第二次救急医療
体制の緩和を図る。

　市内の小児科専門医が
当番制で診療にあたる休
日小児科診療体制を整備
する。 
 【実施期間】
①4月から10月の祝日 
②11月から3月の日曜、 祝
日、年末年始 （元日を除
く） 
【診療時間】
午前9時～正午

・休日小児科診療の実施 
・市民への周知（広報
紙、ホームページ、子育
てメール、ツイッター、
フェイスブック等） 
・当番日調整会議の開催
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№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

15 04 01 01 特別休日歯科診療事業
【健康づくり推進課】

175 急病患者の歯科医療を確
保するため、多くの歯科
診療所が休診日にあたる
ゴールデンウィーク、年
末年始などに歯科診療体
制を整える。

ゴールデンウィーク、年
末年始に市内の歯科診療
所が当番制で急患歯科診
療を実施する。 
 
診療時間：午前9時～正午

・歯科医師会との調整 
・ゴールデンウィーク：
実施日数　3日 
・年末年始：実施日数　4
日 
・事業の周知

16 04 01 01 小児科医による救急講
座・子育て相談事業
【医療体制推進課】

139 　子育て支援の一環とし
て、子育て中の方が、将
来にわたり安心して医療
を受けられる小児医療体
制を構築する。

　小学生までの子どもを
子育て中の保護者や養護
教諭などを対象に、小児
科専門医による講話や相
談を行う講座を開催す
る。

・小児科専門医の講話と
相談を内容とする講座の
開催 
・各地域の文化・学習セ
ンター等で開催（4施設） 

17 04 01 01 不妊治療事業
【健康づくり推進課】

7,380 結婚・妊娠・出産・子育
ての切れ目ない支援を充
実するため、不妊や不育
に悩む夫婦が不妊治療や
不妊検査、不育症検査を
受けることによる経済的
負担を軽減することによ
り、不妊治療等を受けや
すい環境を整備する。

①不妊治療費助成事業
は、埼玉県不妊治療費助
成事業の支給の決定を受
けた、初回治療時妻年齢
43歳未満の夫婦を対象
に、不妊治療費用の一部
（県の助成金額を控除し
た自己負担額の1/2、上限
15万円)を助成する。②早
期不妊検査費助成事業及
び不育症検査費助成事業
は、妻年齢43才未満の夫
婦が受けた不妊検査費用
（上限2万円、1回限り）
や不育症検査費用の一部
（上限5万円、1回限り）
を助成する。

・不妊治療費用の一部を
助成 
・不妊検査費用の一部を
助成 
・不育症検査費用の一部
を助成

18 04 01 01 妊婦保健事業
【健康づくり推進課】

61,593 結婚・妊娠・出産・子育
ての切れ目ない支援を充
実するため、母体や胎児
の健康の保持増進を図る
とともに、妊娠・出産・
子育てに関する正しい知
識を習得いただき、安心
して出産できるよう支援
する。

妊婦健康診査（14回分の
うち1回目14,070円、2回
目以降は5,010円、5,710
円、8,010円、8,110円の
いずれかの金額を助成）
及び関連検査（ＨＩＶ抗
体検査、子宮頸がん検
診、ＨＴＬＶ－１検査、
性器クラミジア検査）費
用を助成する。 
また、パパママ学級を開
催し、安心して出産でき
るよう支援する。 
新生児聴覚検査費用の助
成を行う。

・妊婦健康診査費用の助
成 
・ＨＩＶ抗体検査、子宮
頸がん検診、ＨＴＬＶ－
１検査、性器クラミジア
検査費用の助成 
・パパママ学級の開催
（実践編6回、知識編4
回） 
・新生児聴覚検査費用を
最大5,000円まで助成す
る。 

19 04 01 01 避難者支援妊婦保健事業
【健康づくり推進課】

522 原発避難者特例法に基づ
き、東日本大震災により
被災した者のうち、妊婦
に対して妊婦健康診査受
診等の支援を行う。

妊婦健康診査費用の助成
（14回分のうち1回目
14,070円、2回目以降は
5,010円、5,710円、8,010
円、8,110円のいずれかの
金額及び関連検査費用を
助成）等の支援を行う。
（平成24年1月から実施）
 新生児聴覚検査費用の助
成を行う。

・妊婦健康診査費用の助
成 
・ＨＩＶ抗体検査、子宮
頸がん検診、ＨＴＬＶ－
１検査、性器クラミジア
検査費用の助成 
・新生児聴覚検査費用を
最大5,000円まで助成す
る。

20 04 01 01 こんにちは赤ちゃん事業
【健康づくり推進課】

3,135 結婚・妊娠・出産・子育
ての切れ目ない支援を充
実するため、乳児家庭の
孤立化を防ぎ、親子の健
全な育成環境の確保を図
る。また、産後うつ病を
防ぎ、適切な養育の実施
を確保する。

生後4か月までの乳児のい
る全ての家庭に助産師、
保健師が訪問し、子育て
支援に関する情報提供等
を行うとともに、母子の
心身の状態等を把握し、
助言を行う。 
また、未熟児訪問や、養
育支援訪問（専門的相
談・指導が必要な家庭訪
問）を行う。

・対象者に対し、保健
師、助産師が訪問 
・乳児の発育発達、養育
環境の確認 
・親の心身の状態を確
認、心配事などへの相談 
・市のサービスについて
紹介 
・未熟児訪問 
・養育支援訪問 
・妊娠期からの虐待予防
強化事業に伴う医療機関
との連絡調整、報告
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21 04 01 01 母子保健推進員訪問活動
事業
【健康づくり推進課】

163 地域における子育て支援
を促進するため、母子愛
育会の班員のうち、母子
保健推進員として登録し
た者が、市民の見守り・
声掛け訪問活動を実施す
る。

愛育班員のうち母子保健
推進員として登録した者
が、受け持ち地域に住む
全ての市民を対象に家庭
訪問を実施する。そし
て、母子保健推進員と保
健師が地域の健康問題を
把握し、健康増進に取り
組む。

・家庭訪問の実施 
・訪問についての研修

22 04 01 01 健康づくり地域交流事業
【健康づくり推進課】

1,632 地域特性に合わせた交流
の場の提供や、愛育班だ
よりを発行し、市民の心
と体の健康増進を図る。

遊びの広場（子どもを遊
ばせながら、母親同士が
集い合える場の提供）、
三世代交流会等を開催す
る。また、愛育班だより
を発行する。

・遊びの広場の開催 
・三世代交流会の開催 
・各支部の情報交換 
・愛育班だよりの発行 
・健康づくり諸事業への
協力

23 04 01 01 乳幼児健診事業
【健康づくり推進課】

12,074 親と子の自主的な健康づ
くりを推進するため、乳
幼児の健診を実施し、乳
幼児の健康の保持増進及
び虐待予防を図る。

乳幼児の身体計測、内科
診察・歯科診察、保健相
談、栄養相談、心理相
談、歯科相談を実施す
る。

・1か月児健診：608件 
・3～4か月児健診：年12
回・9～10か月児健診：年
12回 
・3～4か月児・9～10か月
児合同健診：年18回 
・1歳6か月児健診：年12
回・2歳児健診：年12回 
・1歳6か月児・2歳児合同
健診：年12回 
・3歳児健診：年24回 
・1歳6か月児・2歳児・3
歳児合同健診：年6回 
・内容：身体計測、医師
の診察、育児相談等

24 04 01 01 親子歯科保健推進事業
【健康づくり推進課】

1,321 親と子の自主的な健康づ
くりを推進するため、親
と子がむし歯、歯並び、
歯周疾患について正しい
知識を習得する機会を拡
充する。

・2歳児から就学前の幼児
を対象とした歯ＬＯＷ教
室、フッ素塗布 
・親と子のよい歯のコン
クール

・歯ＬＯＷ教室の開催
（フッ素塗布、唾液テス
ト、歯みがき指導、親子
歯科健診） 
・フッ素塗布等の実施
（フッ素塗布、歯みがき
指導、歯科相談、健康教
育、エプロンシアター） 

25 04 01 01 育児健康相談事業
【健康づくり推進課】

426 親と子の自主的な健康づ
くりを推進するため、養
育者の育児不安の軽減を
図り、乳幼児の健全な発
育発達を促す。

乳幼児健康相談、訪問、
面接、電話などにより、
育児や発育・発達に関す
る相談を行う。

・乳幼児健康相談：年28
回 
・訪問・面接・電話：随
時

26 04 01 01 幼児発達支援事業
【健康づくり推進課】

2,858 親と子の自主的な健康づ
くりを推進するため、幼
児期の発達、または養育
者の育児の不安などによ
り、育児支援が必要な養
育者と子に対して支援を
行う。

ことばの遅れや発達、行
動面や対人関係等に心配
のある幼児や、子どもと
の関わりに不安をもって
いる養育者に対し、遊び
を通して発達を促し、養
育者の育児不安や育児負
担の軽減を図る。 
また、必要な幼児に対し
医療機関への受診を勧
め、幼児の特徴を知り、
発達を促す関わりができ
るようにする。

・親子・育児教室(自由遊
び、集団遊び、課題遊
び、グループミーティン
グ、個別相談)：年60回 
・ことばの相談（言語聴
覚士による個別相談）：
72回 

27 04 01 01 親と子の食育事業
【健康づくり推進課】

79 食に対する意識を高め、
正しい食習慣の形成確立
を目指し、将来の生活習
慣病予防や健康づくりを
推進する。

講話や調理実習等を通し
て、栄養バランスのとれ
た食生活の重要性を伝え
る。 
また、各ライフステージ
における食事づくりのポ
イントや注意点、情報提
供を行い、日常生活に反
映できるよう支援する。

・らくらく離乳食教室
（おおむね生後4～9か月
児と養育者を対象にした
講話、調理実演）の開
催：年12回 
・わくわく食育クッキン
グ（児童及び保護者を対
象にした講話、調理実
習、試食）の開催：年1回 
・小学校への出前健康教
育等：随時
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28 04 01 02 がん検診事業
【健康づくり推進課】

148,018 市民の病気を予防するた
め、各種がん検診等を実
施し、がんの早期発見、
早期治療を促す。

各種がん検診（胃がん、
肺がん、大腸がん、子宮
頸がん、乳がん、前立腺
がん）、胃がんリスク検
診、Ｂ型及びＣ型肝炎ウ
イルス検診を実施する。 
また、生活保護受給者へ
の健康診査を実施する。

・個別・集団がん検診等
の実施 。集団がん検診は
新型コロナウイルス感染
対策のため、1回あたりの
受診者数を少なくし、検
診回数は37回から48回へ
増加する。
・けんしんパスポート
（無料クーポン等）の送
付 
・生活保護受給者への健
康診査の実施 
・特定健康診査等、他の
保健事業との連携による
受診勧奨 
・若年者のがん患者の在
宅サービス利用料の一部
助成（償還払い、上限月5
万円×7か月×2人分）
・一部のがん検診WEB予約

29 04 01 02 肝炎検診事業
【健康づくり推進課】

831 市民の病気を予防するた
め、肝炎検診を実施し、
肝炎に関する健康被害の
回避、症状の軽減、進行
の遅延に努める。

当該年度中に40歳を迎え
る方、または当該年度に
おいて満41歳以上となる
方であって、過去に当該
肝炎健診に相当する検診
を受けたことがない方を
対象に委託医療機関で肝
炎ウイルス検査を実施す
る。

・年度末年齢40歳の方に
個別通知 
・年度末年齢41歳以上の
方で検査を受けたことが
ない方への受診券発行 
・肝炎ウイルス検診（個
別医療機関）の実施 
・肝炎ウイルス陽性者へ
の受診勧奨及び治療状況
の把握

30 04 01 02 骨粗しょう症予防事業
【健康づくり推進課】

3,176 市民の病気を予防するた
め、寝たきりの主な原因
となる骨折を予防するた
め、骨密度測定を実施
し、早期から骨量減少へ
の対策を行う。

骨密度測定を各保健セン
ターを会場に実施する。 
また、測定後は結果説明
をし、要指導域の方及び
希望者に対して保健師・
管理栄養士による個別相
談を実施する。

・骨密度測定の実施回数
を年12回から13回に増加
（定員1,300人）
・受診勧奨通知の発送
（40歳、45歳、50歳、55
歳、60歳、65歳、70歳女
性） 
・骨密度測定結果説明、
個別相談の実施 

31 04 01 02 健康相談事業
【健康づくり推進課】

334 市民の病気を予防するた
め、健康相談を実施し、
健康の保持増進及び生活
習慣病予防に努める。

高血圧、脂質異常症、糖
尿病、歯周疾患、骨粗
しょう症、女性の健康、
病態別（肥満、心臓病な
ど）から重点課題を選定
し、重点健康相談を実施
する。 
また、健康全般、栄養、
歯科など総合健康相談を
実施する。

・重点健康相談のテーマ
別健康相談を実施 
加須　高血圧1回、脂質異
常症1回、糖尿病2回 
騎西・北川辺・大利根
糖尿病各1回 
・4地域で総合健康相談を
実施（希望者には、血圧
測定、尿検査、血管年齢
測定を実施） 
・適宜、出前健康相談や
個別の健康相談を実施 

32 04 01 02 生活習慣病予防事業
【健康づくり推進課】

2,511 市民の病気を予防するた
め、生活習慣病を予防す
るとともに、健康に関す
る正しい知識を普及し、
市民が「自らの健康は自
らが守る」という認識と
自覚を高める。

生活習慣病予防講座の開
催、健康手帳の交付、か
ぞ健康マイレージの実施
等を通じ、心疾患、脳血
管疾患等の生活習慣病を
予防するとともに、健康
に関する正しい知識を普
及する。 
 

・生活習慣病予防講座の
開催（医師出前ＣＫＤ・
糖尿病等、運動、栄養・
歯の講座） 
・健康手帳の交付（新40
歳への郵送等） 
・各地域の市民まつりと
健康まつりの同時開催
（血管年齢測定や体力測
定等） 
・かぞ健康マイレージの
実施 
・新規透析者の人数及び
透析原因疾患の集計
・16か所の公共施設へ血
圧計を新たに設置
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33 04 01 02 成人歯科保健推進事業
【健康づくり推進課】

2,129 高齢期における健康を維
持し、食べる楽しさを享
受できるように、歯の喪
失を予防するため、歯科
疾患の早期発見、早期治
療による歯と口腔の健康
の保持増進を図る。 
また、8020運動の普及啓
発を推進する。

・成人歯科検診（20歳以
上の方及び妊婦を対象）
を歯科医院へ委託 
・8020お達者歯科健診
（65歳以上を対象に公民
館等で健診を実施し、80
歳以上で20本以上自分自
身の歯がある方を地区敬
老会で表彰） 
・歯科保健推進協議会を
開催し、意見等を事業に
反映させる。

・成人歯科検診 
・8020お達者歯科健診の
実施とその表彰 
・歯科保健推進協議会の
開催

34 04 01 02 こころの健康づくり事業
【健康づくり推進課】

978 市民が心身ともにより健
康的な生活を送ることが
できるよう、心の健康づ
くりを推進し、精神疾患
や自殺の予防を図る。

精神科医師、公認心理師
へ相談する機会を提供す
る。 
また、自殺予防に関する
啓発を行うとともに、必
要に応じて関係機関と連
携し訪問指導を実施す
る。

・こころの健康相談の実
施（精神科医師や公認心
理師による相談） 
・市民相談室と連携し、
合同相談日に公認心理師
による相談の実施 
・自殺予防に関する啓発
（ゲートキーパー研修
等） 
・こころの体温計の実施 
・こころの健康相談等の
広報・周知 
・加須市自殺対策計画の
進行管理

35 04 01 02 新型コロナウイルス感染
症予防対策事業
【健康づくり推進課】

26,432 新型コロナウイルス感染
症の拡大を可能な限り抑
制することで、市民の生
命を守り、健康被害を最
小限にとどめる。

・こども又は高齢者で集
団感染のおそれのある場
合、保健所が幅広く行う
ＰＣＲ検査の対象となら
ない人を対象に、市独自
でＰＣＲ検査費用を実施
（25,000円/人）。
・新型コロナウイルスり
患確認を目的に、ＰＣＲ
検査と同時に行うＣＴ検
査等費用を助成（上限
5,000円/人）。 
・消毒液、マスク等の備
蓄及び活用 
・予防方法の普及啓発 、
注意喚起
・新型コロナウイルス感
染症対策本部 

・こども又は高齢者を対
象とした市独自のＰＣＲ
検査 
・ＰＣＲ検査と同時に実
施するＣＴ検査等費用助
成 
・消毒薬、マスク等の備
蓄及び活用 
・予防方法の普及啓発 、
注意喚起

36 04 01 02 高齢者予防接種事業
【健康づくり推進課】

83,200 健康寿命を延ばすため、
対象疾患の罹患・流行を
防止する。

高齢者インフルエンザ
は、接種当日65歳以上の
高齢者等が、市内及び県
内の委託医療機関で実施
した接種費用の一部を助
成する。(自己負担額
1,000円) 
高齢者肺炎球菌は、加須
市内、古河市内の委託医
療機関の場合、国が示す
定期接種対象者に加須市
独自対象者を加え、年度
末年齢65歳以上で接種歴
のない全員を対象に接種
費用の一部を助成する。
(自己負担額3,000円)

・高齢者インフルエンザ
予防接種費用の一部助成 
・高齢者肺炎球菌予防接
種費用の一部助成
・65歳の方への個別接種
勧奨（高齢者肺炎球菌） 
・チラシ等による制度周
知 
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37 04 01 02 いきいき長寿保健事業
【健康づくり推進課】

4,471 高齢者の身体的、精神的
及び社会的な特性（フレ
イル等）を踏まえた保健
事業と介護予防を一体的
に実施し、フレイル予防
や生活習慣病の重症化予
防を図る。

健診・医療・介護のデー
タの分析をもとにした個
別支援と、ふれあいサロ
ン等の通いの場や、健康
福祉センターを活用した
フレイル予防の健康教室
などの集団支援を行う。

・ＫＤＢシステムを活用
したデータ分析と地域の
健康課題の把握と重点課
題の明確及び事業評価 
・医療専門職によるハイ
リスク対象者へ訪問、相
談などの個別支援 
・ふれあいサロン等の通
いの場へ医療専門職を派
遣し、フレイル予防など
の健康教室や相談の実施 
・後期高齢者健診の結果
を踏まえた受診勧奨
・健康福祉センターを活
用したフレイル予防教室
の実施

38 04 01 02 予防接種事業
【健康づくり推進課】

240,646 親と子の自主的な健康づ
くりを推進するため、予
防接種により対象疾病の
罹患防止と免疫水準を維
持することにより、流行
を阻止する。

定期予防接種（ＢＣＧ、
ポリオ、三種混合、四種
混合、日本脳炎、麻しん
風しん混合、二種混合、
子宮頸がん、ヒブ、小児
肺炎球菌、水痘、Ｂ型肝
炎、ロタウイルス、成人
男性の風しん抗体検査及
び風しん予防接種費用を
全額助成する。 
中学3年生にインフルエン
ザ予防接種費用の一部助
成を実施する。

・小児定期予防接種の全
額助成 
・中学3年生のインフルエ
ンザ予防接種費用の一部
助成 
・広報紙、個別通知、健
診時に接種勧奨実施 
・予防接種実施内容の管
理が可能なアプリ（か
ぞっぷ）の活用 
・第5期風しん予防接種及
び当該予防接種のための
抗体検査 

39 04 01 02 避難者支援予防接種事業
【健康づくり推進課】

1,881 原発避難者特例法に基づ
き東日本大震災により被
災した者に対し、予防接
種の支援を行う。

定期予防接種（ＢＣＧ、
ポリオ、三種混合、四種
混合、日本脳炎、麻しん
風しん混合、二種混合、
子宮頸がん、ヒブ、小児
肺炎球菌、水痘、Ｂ型肝
炎、ロタウイルス）を全
額助成、高齢者インフル
エンザを4,085円、高齢者
肺炎球菌を5,382 円助成す
る。 
また、中学3年生インフル
エンザ予防接種費用を
2,000円助成する。

・小児定期予防接種の全
額助成 
・定期の高齢者予防接種
（インフルエンザ、肺炎
球菌）の一部助成 
・中学3年生のインフルエ
ンザ予防接種費用の一部
助成

40 04 01 02 動物適正飼養事業
【環境政策課】

779 　狂犬病予防対策を推進
するとともに、ペットの
適正な飼育等の普及啓発
を行い、快適な地域生活
環境の保全を図る。

　犬の登録及び狂犬病予
防注射の実施や狂犬病予
防に向けた普及・啓発を
行う。さらに、ペットの
適正飼養についての広報
活動及び指導を実施す
る。

・犬の登録及び集合狂犬
病予防注射の実施 
・適正飼育についての啓
発、指導 
・マナーアップキャン
ペーンの実施

41 04 01 03 環境美化活動団体支援事
業
【環境政策課】

553 　環境美化の推進を図る
ため、市と市民等の協働
により、公共施設におけ
る地域の植栽・清掃等の
環境美化活動を促進す
る。

　花の植付や清掃活動な
どの環境美化活動に必要
な物品、用具等の支給や
ボランティア活動保険へ
の加入、活動団体の名称
を表示したサインボード
の設置などを行う。

・公共施設等でのボラン
ティア団体等による環境
美化活動支援 
・ホームページや広報等
での周知 
・美化新聞の作成・発刊

42 04 01 03 地域衛生協働事業
【環境政策課】

1,498 　地域の公衆衛生の維
持・向上を図るため、地
域住民との協働による地
域の衛生活動を推進す
る。

　自治協力団体が地域の
公衆衛生の向上等の為に
行う害虫駆除で使用する
防疫薬剤を配布する。ま
た、薬剤散布に使用する
機材の購入費補助を行
う。 

・消毒機械購入補助 
・自治協力団体の防疫薬
剤購入を一部補助 
・環境衛生功労者への感
謝状の贈呈 

43 04 01 03 清掃活動促進事業
【資源リサイクル課】

16 市民や事業者と市の協働
による清潔な地域環境の
実現を図るため、市民や
事業者の生活環境の保全
及び環境美化意識の向上
に努める。

・加須市コミュニティ協
議会等の市民団体と協働
により、まちの一斉清掃
を実施する。

・市内各地域一斉清掃の
実施 
・市内全地域同一期間一
斉清掃の実施(3月) 
・渡良瀬遊水地クリーン
作戦の実施 
・一斉清掃実施の周知、
各団体への参加協力依頼
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44 04 01 03 「浮野の里」自然環境保
全事業
【環境政策課】

3,457 　自然環境との共生を推
進するため、県の緑のト
ラスト保全地であり、優
れた自然と歴史的景観が
残る「浮野の里」を保全
し、活用を図る。

　「浮野の里」公有地の
管理委託や「さいたま緑
のトラスト協会」ボラン
ティアと連携した保全活
動・保全管理を行うとと
もに、｢浮野の里」自然観
察会を開催し環境学習の
場としても活用する。 
 また、県絶滅危惧種に指
定されるトキソウの保護
と増殖を図る。 
（浮野の里面積：約125万
㎡、うち令和2年度末時点
の公有地面積：89,910
㎡）

・「浮野の里」公有地管
理委託 
・「浮野の里」自然学習
の実施 
・「さいたま緑のトラス
ト協会」による保全活動 
・方針に基づく保全活動
の実施 
・トキソウの保護、増殖
に係る取組み 

45 04 01 03 「風の里」環境保全事業
【地域振興課（騎西）】

20 見沼代用水（星川）の旧
河川敷を利用し、水辺に
生息する動物や植物の生
息・生育空間を保全する
「ビオトープ」として整
備された「風の里」を保
全・活用する。

・自然観察会等の実施
・周辺住民と協働しての
清掃活動 
（平成22年8月30日に加須
市と加須市上種足地区い
きいき農村整備事業維持
運営委員会が「加須市上
種足地区いきいき農村整
備事業施設の維持運営に
関する協定」を締結） 

・種足小学校3年生を対象
にした自然観察会等の実
施
・周辺住民と協働しての
清掃活動 

46 04 01 03 オニバス保護活用事業
【地域振興課（北川
辺）】

514 豊かな自然環境を保全す
るために、絶滅危惧種で
あるオニバス及び同所に
自生する水生植物の保護
育成を通じ、地域の活性
化を図る。

　オニバスの保護に伴う
除草などの一連の作業を
オニバスの会に委託して
いる。 
　オニバスの会及び環境
科学国際センター等の協
力を得ながら、オニバス
の保護育成に努める。

・オニバス自生地の管理
と情報発信 
・オニバス保護管理団体
への支援 
・オニバスの会との意見
交換（環境科学国際セン
ター・県環境部みどり自
然課含む） 
・開花状況を見ながらの
対策の検討、実施 
・オニバス自生地への誘
導看板の作成（10本作
成）

47 04 01 03 一般廃棄物処理基本計画
策定事業
【資源リサイクル課】

678 循環型社会の構築を目指
すため、一般廃棄物の資
源化・減量化・適正処理
を総合的･計画的に推進す
る。

・現計画（計画期間：平
成24年度～令和3年度）の
計画期間中に、次期計画
を策定する。

・第2次一般廃棄物処理基
本計画の策定（令和4年度
～令和13年度）

48 04 01 03 一般廃棄物処理基本計画
進行管理事業
【資源リサイクル課】

170 循環型社会の構築を目指
すため、一般廃棄物の資
源化・減量化・適正処理
を総合的･計画的に推進す
る。

・一般廃棄物処理基本計
画の施策を計画的に推進
するため、省令第1条の3
の規定により毎年度の事
業に係る実施計画を定め
る。 
・計画の進行管理を行な
うため、前年度の事業成
果を取りまとめ、廃棄物
減量等推進審議会に報告
し意見を聴く。 
（計画期間：平成24年度
～令和3年度）

・進捗状況の把握 
・実施計画の策定 
・廃棄物減量等推進審議
会の開催

49 04 01 03 ５Ｒの推進事業
【資源リサイクル課】

5,556 市民との協働により「日
本一のリサイクルのま
ち」をめざし、ごみの資
源化・減量化を推進する
ため、ごみの発生抑制・
再使用・再生利用等５Ｒ
を推進し、市民の意識を
高める。

・ごみ処理施設見学会、
講座等の開催やホーム
ページ、広報等を活用し
た市民への啓発を実施す
る。 
・資源ごみ回収報償金を
交付し市民のリサイクル
活動を支援する。 

・資源ごみ回収報償金の
交付 
・ごみ処理施設見学会の
開催（小4） 
・ＨＰ、広報、講座等に
よる啓発 
・ごみ組成分析調査の結
果の公表 
・ベトナム語版「ごみの
分け方・出し方」作成
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50 04 01 03 バイオマス資源化事業
【資源リサイクル課】

24,374 ごみの資源化・減量化の
ため、草木類や生ごみ等
のバイオマス（生物由来
のもの）の資源化を推進
する。

・民間リサイクル業者と
連携した草木類の資源化
（チップ化して燃料へ）
を実施する（緑のリサイ
クル事業）。 
・生ごみ処理容器購入費
補助金を周知及び交付す
る。 
・公園の剪定枝などを
チップ化、堆肥化、木炭
化する。また、体験会な
どを実施する。

・緑のリサイクル事業の
推進（公共事業から排出
される草木類の資源化、
クリーンセンターに搬入
された草木類・家具類の
資源化） 
・生ごみ処理容器購入費
補助金の交付及び効果の
検証 
・公園剪定枝等のチップ
化、堆肥化、木炭化 
・炭焼体験会、チップ化
体験会、炭焼体験学習の
実施

51 04 01 03 食べきりかぞ・マイバッ
グ等推進事業
【資源リサイクル課】

211 食品ロス及びプラスチッ
クごみを削減させ、ごみ
の資源化・減量化を推進
するとともに、世界的な
問題となっている海洋汚
染の防止等を図る。

・広報紙、ＨＰ、チラシ
等により啓発活動を実施
する。 
・食品ロス削減のため、
食べきりかぞ協力店事業
を実施する。 
・プラスチックごみ削減
のため、マイバック・マ
イボトル運動を実施す
る。 
・市役所内においても、
プラスチック削減運動
（マイバッグ・マイボト
ル運動）を実施する。

・広報紙、ＨＰ、チラシ
等により啓発活動の実施 
・食品ロス削減のため
の、食べきりかぞ協力店
事業の実施 
・プラスチックごみ削減
のための、マイバック、
マイボトル運動の実施 
・市役所内におけるプラ
スチック削減運動（マイ
バッグ・マイボトル運
動）の実施
・食べきりかぞ協力店ス
テッカー及びポスター作
成

52 04 01 03 リサイクル協働事業
【資源リサイクル課】

23,937 ごみの資源化・減量化を
推進するため、ごみの分
別や集積所の管理等につ
いて、地区リサイクル推
進協力会を中心とした市
民との協働を進める。

・リサイクル推進協力会
連絡会・役員会における
地域間の情報共有、各地
域協力会で実施する研修
実施、各地区のごみ収納
かご、カラスネット購入
の支援を行う。 
・市内の地区協力会にお
けるごみ集積所管理等の
リサイクル推進員の活動
を支援する。 
・ごみ集積所整備に対す
る支援を行う。

・リサイクル推進協力会
への活動支援 
（研修会の開催、ごみ収
納かご、カラスネット配
布等） 
・ごみ集積所の管理支援
（整備費の補助、不法投
棄対策支援等） 

53 04 01 03 資源物再生処理事業
【資源リサイクル課】

201,922 循環型社会の構築を図る
ため、ごみの資源化・減
量化を推進する。

・スチール缶、アルミ
缶、飲食用びん、ペット
ボトル、プラスチック
類・ゴム製品、紙・布
類、小型家電、布団の資
源化を図る。

・プラスチック類・ゴム
製品等の中間処理及び資
源化 
・缶、紙・布類、布団の
資源化 
・中間処理後に発生する
金属類の中間処理及び資
源化 
・使用済み小型家電製品
の中間処理及び資源化 
・法律に基づく処理委託
状況の現地確認 
・資源物売却単価の定期
的な協議・決定 

54 04 01 03 ＰＣＢ廃棄物適正処理推
進事業
【環境政策課】

6,823 　ＰＣＢ特措法に基づく
適正なＰＣＢ廃棄物等の
保管・処理を実施する。

　市の保有するＰＣＢ廃
棄物の保有状況調査を適
宜実施し、保管及び処分
に係る計画・スケジュー
ルを作成する。 
 また、当該計画等に基づ
き、各保有課と調整のう
え、法令に定める適正な
保管・処分を計画的・効
率的に実施する。

・保有状況調査の実施、
管理状況の確認及び助言 
・ＰＣＢ廃棄物濃度不明
分析調査の実施 
・ＰＣＢ廃棄物（高濃
度）の処分 
・ＰＣＢ廃棄物の保管及
び処分状況届出書を取り
まとめ、県へ提出 
・特別管理産業廃棄物管
理責任者未設置施設の講
習会受講手続き

― 53 ―



（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

55 04 01 03 不法投棄防止事業
【資源リサイクル課】

1,386 地域の環境美化及び生活
環境の保全を図るため、
ごみの不法投棄を防止す
る。

・関係課との合同パト
ロールを行い、ごみの不
法投棄を防止する。 
・希望する市民へ看板を
配布し、民地への不法投
棄防止を支援する。 
・集積所への不法投棄ご
みのうち、タイヤなどの
処理困難物を回収し適正
に処理する。 
・集積所への不法投棄防
止対策を検討する。

・地区リサイクル推進協
力会や郵便局等と連携し
た不法投棄ごみへの対応 
・不法投棄防止・資源物
持ち去り禁止看板の作
製・配布 
・不法投棄多発場所のパ
トロール実施 
・回収された廃棄物の適
正処理 
・合同監視パトロールの
実施（県関係機関及び庁
内関係課） 
・資源ごみ持ち去りパト
ロール実施

56 04 01 03 生活環境緊急対策事業
【環境政策課】

235 　市民の生活環境の保全
を図るため、緊急性を要
する事故・災害の発生時
において、環境衛生面で
の迅速な対応を行う。

　油の流出などの水質事
故への迅速な対応や床下
浸水被害家屋等への消毒
の迅速な実施などの生活
環境上の緊急時の対応を
行う。また、スズメ蜂な
どの害虫駆除業者の市民
への紹介を行う。

・油流出等による水質事
故に対し、関係機関と連
携した被害拡大防止など
の対応 
・床下浸水家屋など緊急
時における迅速な消毒の
実施など衛生対応 
・害虫駆除業者の市民へ
の紹介 
・その他生活環境上での
緊急時の対応

57 04 01 03 広域利根斎場組合運営事
業
【市民課】

43,176 生活環境の保全を図るた
め、「広域利根斎場」の
円滑な管理運営を行う。

　火葬業務等を行う斎場
（メモリアルトネ）の管
理運営を行うため、運営
費負担金を支出する。 
【構成市】：加須市、久
喜市、幸手市、宮代町

・運営費負担金支出と組
合運営への協力

58 04 01 04 保健センター管理運営事
業
【健康づくり推進課】

11,010 健康づくりの拠点である
加須保健センターの施設
設備を適切に維持管理す
るとともに有効活用を図
る。

老朽化の進んでいる加須
保健センターの施設、電
気、機械設備等を計画的
に維持管理・修繕する。  
 

・電気、空調、上下水
道、機械設備等の保守及
び修繕 
・西館採光窓雨漏修繕 

59 04 01 05 医療診断センター管理運
営事業
【医療体制推進課】

116,922 　高度医療機器を活用し
た画像診断によって地域
医療の高度化を図り、
もって、市民の健康の保
持・増進に寄与する。

　ＭＲＩやＣＴ等の高度
医療機器を活用し、医療
機関からの依頼による検
査及び市民の健康の保持
増進に必要な事業（脳
ドック、乳がん検診）を
実施する。 
　また、地域医療ネット
ワークシステム「とねっ
と」を活用した医療連携
を推進する。

・かかりつけ医からの依
頼に基づく高度医療機器
による検査の実施 
・管理者を中心とした安
定的な運営 
・地域医療ネットワーク
システム（とねっと）と
の円滑な連携 
・市、済生会及び医師会
の３者による、医療診断
センターの方向性等につ
いての協議

60 04 01 06 健康ふれあいセンター管
理運営事業
【資源リサイクル課】

51,983 市民の健康の保持及び増
進、体力の向上並びに住
民相互のふれあいと交流
の場としての施設の管理
運営を行う。

・指定管理者による施設
の管理・運営を実施し、
衛生管理や設備の点検及
び修繕を行う。 
・経営安定化のための集
客事業を実施する。

（市） 
・指定管理者へ施設管理
委託、監督・連絡調整 
・計画的な修繕 
（指定管理者） 
・利用者が「安全・安
心・快適」に利用できる
管理運営 
・経営安定化のための集
客事業（各種イベント、
キャンペーン等）
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

61 04 02 01 加須クリーンセンター管
理運営事業
【資源リサイクル課】

11,427 処理施設の適切な管理運
営のために、施設の安全
管理及び周辺環境美化を
推進する。

・処理施設の安全確保及
び安定稼働を確保するた
め円滑な施設運営を行
う。 
・周辺地域の生活環境の
保全に配慮し、周辺住民
環境対策や、場内の環境
美化を推進する。 
・施設見学会で見学者に
施設概要等を説明し、ご
みの資源化・減量化のＰ
Ｒを図る。 

・処理施設の安全確保及
び安定稼動に向けた施設
運営 
・場内の環境美化（除
草・樹木の剪定等）及び
施設周辺環境の美化、環
境パトロールの実施 
・景観形成植物の栽培 
・施設見学での廃棄物処
理事業に係る啓発 
・粗大ごみ収集運搬の受
付 
・周辺整備対策協議会へ
の補助金の交付・運営支
援 

62 04 02 01 大利根クリーンセンター
管理運営事業
【資源リサイクル課】

9,206 処理施設の適切な管理運
営のために、施設の安全
管理及び周辺環境美化を
推進する。

・処理施設の安全確保及
び安定稼働を確保するた
め円滑な施設運営を行
う。 
・周辺地域の生活環境の
保全に配慮し、周辺住民
環境対策や、場内の環境
美化を推進する。
・施設見学会で見学者に
施設概要等を説明し、ご
みの資源化・減量化のＰ
Ｒを図る。

・処理施設の安全確保及
び安定稼働に向けた施設
運営 
・場内の環境美化（除
草・樹木の剪定等）及び
施設周辺環境の美化、環
境パトロールの実施
・施設見学での廃棄物処
理事業に係る啓発 
・地元環境対策協議会へ
の補助金の交付・運営支
援

63 04 02 02 ごみ収集事業
【資源リサイクル課】

509,983 生活環境の保全及び公衆
衛生の向上を図るととも
に、ごみの資源化・減量
化を推進するため、ごみ
集積所に出されたごみを
適正に収集運搬する。

・燃やすごみ、燃やさな
いごみ、粗大ごみ、資源
ごみ等を適正に収集運搬
する。 
・ごみカレンダー等を配
布し、ごみ収集日程やご
みの出し方などを周知徹
底する。 
・指定ごみ袋取扱店と連
携した指定ごみ袋の安定
供給とごみ処理手数料の
円滑な徴収･収納を実施す
る。 

・適正で効率的なごみの
収集運搬 
・指定ごみ袋によるごみ
処理手数料の徴収 
・ごみカレンダーの全戸
配布 
・ボランティア袋を作成
し、ボランティア活動を
支援

64 04 02 02 加須クリーンセンターご
み処理事業
【資源リサイクル課】

605,079 加須・騎西地域等から排
出されるごみの中間処理
及び最終処分を安定して
行うために、処理施設の
安定稼働を目指す。

・燃やすごみ、燃やさな
いごみ、粗大ごみ、ぺッ
トボトル等の中間処理・
処分を実施する。 
・ごみ焼却施設、粗大ご
み処理施設、ペットボト
ル減容施設の運転及び維
持管理を行う。 
・直接搬入ごみの分別指
導を行う。 
・最終処分場を維持管理
する。 
・環境調査を実施する。 
・リサイクルフェアを実
施する。

・燃やすごみ等の中間処
理・処分の実施 
・ごみ焼却処理施設・粗
大ごみ処理施設・ぺット
ボトル減容施設・最終処
分場・浸出水処理施設の
運転管理及び維持補修 
・リサイクルフェアの実
施 
・ガラス類陶磁器類の資
源化処理の実施

65 04 02 02 大利根クリーンセンター
ごみ処理事業
【資源リサイクル課】

190,927 北川辺・大利根地域等か
ら排出されるごみの中間
処理及び最終処分を安定
して行うために、処理施
設の安定稼働を目指す。

・燃やすごみ等の中間処
理・処分を実施する。 
・ごみ焼却施設の運転及
び維持管理を行う。 
・直接搬入ごみの分別指
導を行う。 
・環境調査を実施する。 
・リサイクルフェアを実
施する。

・燃やすごみ等の中間処
理・処分の実施 
・ごみ焼却処理施設の運
転管理及び維持補修 
・環境調査の実施 
・リサイクルフェアの実
施 

66 04 02 03 加須クリーンセンターし
尿処理事業
【資源リサイクル課】

157,292 河川の浄化を図るため、
加須・騎西地域のし尿及
び浄化槽汚泥を適正に処
理する。

・浄化槽汚泥及び汲み取
りし尿の安定処理を行
う。 
・し尿処理施設の運転及
び維持管理を実施する。 

・し尿処理施設の適正な
運転管理 
・施設の点検、環境調査
の実施 
・設備の計画的な修繕 
・清掃組合の支援（悪臭
防止他）
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

67 04 02 03 大利根クリーンセンター
し尿処理事業
【資源リサイクル課】

84,823 河川の浄化を図るため、
北川辺・大利根地域のし
尿及び浄化槽汚泥を適正
に処理する。

・浄化槽汚泥及び汲み取
りし尿の安定処理を行
う。 
・し尿処理施設の運転及
び維持管理を実施する。 

・し尿処理施設の適正な
運転管理 
・施設の点検、環境調査
の実施 
・設備の計画的な修繕 
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５款　労働費
（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

1 05 01 01 であいサポート支援事業
【人権・男女共同参画
課】

3,181 　結婚を希望する市民等
に出会いの機会を提供す
ることにより結婚を支援
し、少子化対策及び市内
定住の促進を図る。

　結婚希望者に対し、相
談・紹介・助言などを行
う民間団体である加須市
結婚相談所「であいサ
ポートⅰ」の円滑な運営
を側面から支援する（補
助金・適切な指導・助
言・事業協力）。 
　団体活動については、
市補助金、イベント参加
者負担金及び会員登録費
用により運営。

・加須市結婚相談所「で
あいサポートⅰ」への補
助金の交付、活動支援。 
・「であいふれあいのつ
どい」開催における支
援。 
・全戸配布、ＨＰによる
事業周知。
・婚活セミナー開催にお
ける支援。
・さくら市（姉妹都市）
との「婚活グルメツ
アー」の開催（加須市・
さくら市をそれぞれ1回ず
つ会場とし、計2回開催）

2 05 01 01 就業支援事業
【産業振興課】

1,601 市民が安定した生活を営
めるよう、厳しい雇用情
勢に対応し、求職者の早
期就業を支援する。

国や県、関係機関と連携
し、セミナーや相談会等
を開催するとともに、内
職相談を実施する。ま
た、就業支援に関する情
報を市ホームページや
メール配信などを通じ広
く提供する。 

・就業支援セミナー等の
開催・共催
・就業支援情報の提供 
・内職相談の実施 
・市内の求人求職等デー
タの把握・分析 
・就職面接会・相談会の
回数を拡充し開催

3 05 01 01 勤労者支援事業
【産業振興課】

11,385 勤労者の労働意欲を高揚
するため、勤労者福祉
（勤労者の生活の安定・
向上）の充実を図る。

・勤労者の住宅の確保及
び生活環境改善のために
必要な資金の融資あっ旋
を行う。 
勤労者住宅資金　貸付限
度額　1,500万円（担保
有）500万円（担保無） 
勤労者生活資金　貸付限
度額　100万円 
失業者生活資金　貸付限
度額　50万円 
 ・埼玉県の融資制度利用
者に対する保証料補助及
び利子補給を行う。
・労働セミナーを開催す
る。

・勤労者住宅資金の融資
あっ旋 
・勤労者生活資金の融資
あっ旋 
・失業者生活資金貸付及
び管理 
・県融資制度利用者への
保証料補助及び利子補給 
・制度のＰＲ
・労働セミナーを開催

4 05 01 01 シルバー人材センター支
援事業
【産業振興課】

19,050 高齢者が健康で生きがい
のある充実した暮らしを
送れるよう、高齢者の社
会参加を促進する。

高齢者の就業支援事業を
実施する公益社団法人加
須市シルバー人材セン
ターに助成するととも
に、適切な指導・助言・
事業協力等を行い、円滑
な運営を側面から支援す
る。 

・加須市シルバー人材セ
ンターに対する助成 
・助言・指導・事業協力 
・定期検査 

5 05 01 01 中小企業退職金共済掛金
助成事業
【産業振興課】

10,023 雇用を安定させるため、
中小企業の育成を図る。
また、労働意欲を高揚す
るため、勤労者福祉の充
実（退職金の確保）を図
る。

中小企業の事業主に対し
て、中小企業退職金共済
法に定める退職金掛金の
一部を助成する。 
・新規加入月から3年間 
・一人につき掛金月額
（上限5,000円）に0.2を
乗じて得た年間総額

・中小企業退職金共済掛
金の一部を助成 
・中小企業退職金共済制
度のＰＲ

6 05 01 01 実践型地域雇用創造事業
【産業振興課】

382 市民が安定した生活を営
めるよう、雇用創造協議
会が行う雇用創出に向け
た取り組みへの支援を行
う。

6年にわたり実施してきた
雇用創造協議会による事
業の清算を行う。

・事業終了に伴う成果集
計、支払い及び決算書の
作成 
・厚生労働省への事業完
了報告書の提出 
・総会による解散

7 05 01 01 ふるさとハローワーク事
業
【産業振興課】

1,083 職業紹介機能を整え、市
民の就業機会の増加を図
る。

加須市ふるさとハロー
ワークを国とともに管
理・運営し、求職者に身
近で便利な職業相談・職
業紹介サービスを提供す
る。 

・ふるさとハローワーク
の維持管理 
・利用の促進（チラシや
ＨＰ等によるＰＲ） 
・雇用情勢等のデータ収
集と分析
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

8 05 01 01 女性就業支援事業
【人権・男女共同参画
課】

54 　活力ある産業のまちづ
くりを支援するため、女
性の活躍を支え女性のた
めの就業支援を行う。

　女性の様々なニーズに
対応できるよう、多様な
就労形態等の情報を発信
し、潜在的に就労意識の
ある女性の発掘から就業
に向けて支援する。

・女性就業支援セミナー
の実施（年間4回）
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６款　農林水産業費
（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

1 06 01 01 農業委員会運営事業
【農業委員会】

21,957   優良農地を維持保全
し、効率的な農地の利活
用を図るため、農業委
員、農地利用最適化推進
委員及び事務局が連携し
て取り組み、農業委員会
業務を適正に執行する。

・農業委員会法第6条第1
項事務（農地権利移転許
可、農地転用の意見、遊
休農地への対応等） 
・農業委員会法第6条第2
項事務（農地等の利用の
最適化の推進） 
・農業委員会法第6条第3
項事務（法人化、農業経
営の合理化、情報提供
等） 
・農業者年金基金からの
委託業務等。

・定例総会（12回／年）
の開催 
・農地利用の最適化に係
る現地活動の実施(担い手
への農地利用集積や集
約、遊休農地の発生防
止、解消等) 
・違反転用、適正な農地
改良の指導 
・農業委員会及び農地利
用最適化推進委員の研修
会実施 

2 06 01 01 耕作放棄地解消事業
【農業委員会】

171 　市内の耕作放棄地の解
消と発生防止のため、加
須市耕作放棄地対策協議
会から事業継承をした市
農業委員会において、農
業委員及び推進委員を活
用し、戸別訪問を実施
し、将来の耕作放棄地を
抑制し、また、耕作放棄
地の再生と有効利用を図
る。 
 

　毎年１回の農地利用状
況調査を実施し、所有者
に対する利用意向調査及
び、利用に向けた指導を
行う。また、耕作放棄地
を解消し引き受けて作物
の生産を再開する農業
者、農業者組織、農業参
入法人等が行う再生作業
や必要な施設の整備等の
取組を総合的に支援す
る。 
　また、農業委員及び推
進委員の戸別訪問を実施
し、耕作放棄地の新たな
発生を未然に防ぐ。

・農業委員及び農地利用
最適化推進委員による農
地パトロール、個別指導
の強化 
・耕作放棄地全体調査の
実施 
・担い手農家による耕作
放棄地の解消、解消農地
の活用誘導、再生・営農
支援機械の利用増進活動
等 
・農業委員及び推進委員
による農家戸別訪問の実
施(耕作放棄地の防止・解
消に係る現場活動方法に
よる)

3 06 01 02 農業管理事業
【農業振興課】

5,152 農業施策全般に関わる管
理事務を適正に行い、農
村環境の保全に資する。

・農業振興課及び各総合
支所農政建設課の効率的
な管理運営、事務を適正
に行う。 
・県からの移譲を受けた
農地転用許可事務等を適
切に執行していく。

・農業施策に係る庶務的
事務 
・関係機関の会議参加、
情報交換、負担経費の支
払い
・公用車の管理（エンジ
ンオイル等交換1台）
・公用車の管理（スタッ
ドレスタイヤ交換1台）
・森林事業に関する事務
・免税軽油に関する事務
・農地転用等の許可に関
する事務

4 06 01 03 農業振興ビジョン進行管
理事業
【農業振興課】

48 令和2年度に策定した第2
次農業振興ビジョンにつ
いて、各施策を推進し、
進捗状況を確認し、ＰＤ
ＣＡを実施することによ
り加須市農業の振興を図
る。

農業振興ビジョン推進会
議を設置し、農業振興ビ
ジョン達成のための施策
の進捗状況の確認・検証
をし、さらに各施策を進
める。 
・令和3年3月策定 
・計画期間：令和3年度～
令和12年度

・加須市農業振興ビジョ
ン推進会議の開催 
・農業振興ビジョンの進
行管理 

5 06 01 03 多面的機能支援事業
【農業振興課】

26,609 　集落機能の健全化を促
進するとともに、農地、
水路等の生産環境の適切
な保全を図る。

　農地の多面的機能の向
上を図るため、農地・農
村環境保全等の共同活動
を行う組織に対し、適切
な指導・支援を行う。 
　交付金負担割合（国
1/2、県1/4、市1/4）
・加須地域　　 5団体
 ・騎西地域　　12団体
・北川辺地域　18団体 
・大利根地域　 1団体
　合　計　    36団体

・農地の多面的機能の向
上を図る地域の活動組織
が活動計画に基づき、円
滑に事業を進められるよ
う適切な指導・支援
・活動組織への、交付金
の直接交付
・事業についての周知
・新規１地区(新川通)の
活動開始に向け必要な支
援
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№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

6 06 01 03 加須の農業ＰＲ事業
【農業振興課】

1,499 加須市の農業・農産物を
市内外にＰＲすること
で、消費拡大や生産農家
所得の向上を図る。

加須市の農産物の更なる
販売促進が図られるよ
う、ＰＲ・広報活動、即
売会等を行うとともに、
効果的な方法を検討す
る。 
また、メディア取材等に
的確な資料を提供する。

・青空市場等での地場農
産物販売によるＰＲ活動
及び新たな販路の拡大 
・本庁舎玄関に地元生産
の鯉や花きを展示し来庁
者にＰＲ 
・「産業元気ネットか
ぞ」の活用の促進 
・ブランド農産物販売及
び地産地消推進、双方の
面において、広報紙、パ
ブリシティでのＰＲ活動
・新たな効果的ＰＲ方法
の検討内容の効果検討の
実施 
・日本橋物産展への農産
物の出品によるＰＲ等の
実施

7 06 01 03 農産物ブランド育成事業
【農業振興課】

10,641 加須市農産物のブランド
化を進め、付加価値の高
い｢売れる農産物」づくり
に資する。

・市として農産物の共通
ブランドを確立させ、市
産品のさらなる振興を図
るとともに、農産物を使
用した加工品の開発の検
討を行う。 
・浮野の会への支援す
る。

・優れた農産物の加須ブ
ランドへの認定支援の拡
大 
・農産物を使用した加工
品の開発の検討 
・そば作付け拡大、いち
じく作付け拡大を行って
いる生産者への支援 
・農産物加工室内機械等
の維持管理及び修繕

8 06 01 03 加須市ライスセンター管
理運営事業
【農業振興課】

686 　米の一大産地として穀
類の付加価値を高め、地
域農産物のブランド化を
図る。

ライスセンターの運営 
　遠赤外線乾燥調製施設
60石×３基 
　色彩選別機１基 
　６インチもみすり機
１基 
　温湯消毒器　１基 
　精米機（移動用）１基 
　フォークリフト１台 

・健全な指定管理委託の
管理監督 
・指定管理者制度導入期
間（令和3年度～令和5年
度） 
・乾燥調製設備のシステ
ムを作動させるマイコン
（シーケンサー）の交換

9 06 01 03 園芸振興事業
【農業振興課】

3,465 園芸農家関係団体の活動
への支援を通じ、園芸農
家の経営の安定・合理
化、産地力の強化促進す
る。

・園芸農業者（野菜・果
樹）で組織する各農業団
体に補助金を交付し、活
動を支援。（野菜5団体、
果樹3団体） 
・園芸農家への機械設備
の整備を支援する。

・園芸農業者（野菜・果
樹）で組織する各農業団
体への事業費補助として
の補助金交付 
・降雹被害等を防止する
ため多目的防災網設置費
の一部（資材費の1/3）を
補助 
・補助金を活用した機械
施設整備する園芸農家へ
の支援

10 06 01 03 花・植木振興事業
【農業振興課】

180 地元花卉市場の立地を活
かし、本市の花卉園芸の
振興を図る。

・花卉生産団体へ補助金
を交付し事業費を支援す
る。（3団体） 
・花卉生産団体（加須花
きかがやき会）への販売
活動支援として「市役所
お花直売会」を実施す
る。 
・市民を対象とした花植
木市場の見学会を2年に1
回のペースで開催し、花
植木への関心を高める。

・花卉生産団体への活動
費助成による花生産者の
育成 
・市民を対象とした花植
木市場見学会の開催（1年
おき）※新型コロナウイ
ルス感染症の影響により
令和2年度実施できなかっ
たため 令和3年度に実施
・花卉生産者団体（加須
花きかがやき会）の販売
活動支援として「市役所
お花直売会」を開催
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№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

11 06 01 03 エコ農業推進事業
【農業振興課】

6,994 市民の食の安全・環境対
策への関心が高まるな
か、農産物の安全安心に
よる付加価値を高めると
ともに、地球温暖化や生
物多様性に配慮した営農
活動を促進し、農業経営
の安定と環境保全に資す
る。

環境保全のため、営農活
動から排出される廃ビ
ニール廃プラスチック
（産業廃棄物）の適正処
理や、減農薬、減化学肥
料、有機農業等の取組に
対する支援を行う。

・環境保全型農業推進事
業補助金（環境負荷の少
ない防除対策の取組への
補助）の交付 
・環境保全型農業直接支
払交付金の取組計画の確
認及び変更 
・環境保全型農業直接支
払交付金の実施状況の確
認 
・環境保全型農業直接支
払交付金の交付 
・農業用廃プラスチック
収集処理事業補助金の交
付 
・特別栽培農産物（米、
野菜等）の推進

12 06 01 03 農作物災害対策事業
【農業振興課】

2,020 　天災による災害によっ
て損失を受けた農業者に
対し、被害農作物の回復
等に要する補助措置及び
農業経営に必要な資金の
補助措置を構ずることに
より、農業経営の安定を
図ることを目的とする。

　被害状況を勘案し、病
害虫の防除用農薬購入
費、樹勢・草勢の回復用
肥料購入費、農業用施設
の建設及び農業経営の継
続に対する支援の助成を
行う。 

・農業用施設等の被害状
況調査（雹害、風害、雪
害など） 
・被災農業者への支援対
策。 
・国庫事業（再建したハ
ウス等の財産管理、使用
状況管理 など）
・収入保険制度の周知支
援(市ＨＰ、広報紙等）

13 06 01 03 経営安定・自給力向上事
業
【農業振興課】

7,500 経営所得安定対策等の推
進により農業経営の安定
を促進するとともに食料
自給率の向上に資する。
また、農業再生協議会の
運営により地域農業の調
整役を担う。

農業経営の安定と生産力
の確保を図るため、各種
交付金等により助成す
る。

・加須市農業再生協議会
の運営 
・再生協を通じ経営所得
安定対策制度の加入手続
きを行い、制度に位置づ
けられた各種交付金等を
交付 
・収入保険制度の周知支
援(市ＨＰ、広報紙等）

14 06 01 03 農業公社支援事業
【農業振興課】

9,247 農作業受託による経営支
援や農地の利用集積調整
等により、農地の有効活
用を促進する。

良好な農地を次代に引き
継ぐため次の支援を行う 
・農地の集積・流動化の
支援 
・不耕作地の解消支援 
・経営農地の農産物栽培
事業支援 
・公社の事業及び経営支
援 

・(株)かぞ農業公社の支
援 
・農業振興のための市業
務の一部委託(市民農業
塾） 
・市事業との連携、調整 
・年次更新計画により農
業機械（トラクター）を
更新 

15 06 01 03 担い手育成支援事業
【農業振興課】

2,915 認定農業者等の担い手の
育成及び確保を図り、優
れた農業経営体の構築に
資する。

・認定農業者の確保・育
成に努めるとともに、担
い手組織活性化のための
支援を行う。 
・制度資金活用に係る利
子補給・利子助成を行
い、経営支援を行う。 
　近代化資金 1％以内 
　農業経営基盤強化資金
（スーパーＬ） 0.5％以
内 

・認定農業者の育成確保 
・担い手組織への助成 
・担い手への制度資金活
用に係る利子補給・利子
助成 
・担い手への助成支援の
活用 
・市内青年農業者の連携
事業を支援

16 06 01 03 新規就農者育成事業
【農業振興課】

12,487 今後の加須市の農業の新
たな担い手を確保するた
め、新規就農者の育成を
図る。 

・研修事業：農業研修生
に奨励金を交付 
　①研修生　月額30千円
(上限3年） 
　②受入農家　月額20千
円（上限3年） 
・助成事業：農業用設備
等に導入費用の一部に補
助金を交付（上限1,000千
円、初回１年度限定） 
・加須の農業担い手塾の
開講：募集人員20名 
・農業次世代人材投資資
金の交付（上限1,500千
円、5年間）

・新規就農の生産技術習
得のための研修への支援 
・円滑な就農へ導くため
農業用施設・機械の取得
支援 
・青年等就農計画の認定 
・「加須の農業担い手
塾」の開講 
・農業次世代人材投資資
金（経営開始型）の交付 
・農業次世代人材投資資
金（準備型）の交付（令
和3年度～） 
・就農・援農のあっ旋
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№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

17 06 01 03 地産地消推進事業
【農業振興課】

4,043 地域農産物の地域内消費
を促進し、安全・安心を
求める消費者ニーズに対
応するとともに、生産者
の所得向上を図る。

地元農産物の地域内消費
拡大を図るために、直売
所への出荷団体の支援、
地場産小麦の地域内流通
推進等地産地消の啓発を
行う。

・地域食材供給事業の推
進及び農産物直売所の情
報発信 
・直売農家ツアーの開催 
・あやひかりの使用を促
進し、うどん店、和菓子
店等へ拡大 
・農産物直売所活性化へ
の支援 
・学校給食への供給拡大 
・産業元気ネットかぞ等
を活用した直売農家及び
直売所の紹介

18 06 01 03 道の駅かぞわたらせ管理
運営事業
【農政建設課（北川
辺）】

500 地域農産物の販売促進を
行い、生産者の所得向上
を図るため、地域食文化
の継承及び新たな特産品
の研究開発等を行うこと
による地域産業の振興に
努める。

指定管理者によるレスト
ラン及び農産物直売所の
管理運営及び農産物の販
売促進と生産者・消費者
の交流を目的とした各種
イベントを実施する。

・指定管理者による道の
駅かぞわたらせ一体管理
の実施
・地元農産物等の販売強
化支援 
・レストランの売上げ増
加を図るため集客力アッ
プの魅力ある商品の開発 
支援
・指定管理者と農産物出
荷組合との連携による各
種イベントの開催支援
・集客力アップのための
広報誌やホームページに
よる周知支援 
・コミュニティＦＭ局の
早期開設に向け、関係機
関との調整支援を行う。

19 06 01 03 童謡のふる里おおとね農
業創生センター管理運営
事業
【農政建設課（大利
根）】

2,406 市内で栽培された農作物
を活かし、消費者ニ－ズ
に応えた付加価値を付け
た地元農産物の販売促進
し地域農業の振興を図
る。

農産物直売室・各種加工
室・農村レストラン等を
指定管理者（米米倶楽
部）が一体的に管理運営
し、地元農産物の販売を
促進する。

・地元農産物を利用した
魅力的な加工品の開発 
・農家所得の確保のた
め、生産者部会の育成 
・地元産コシヒカリの直
売やレストランでの利用
による ブランド化を推進 
・老朽化している施設の
改修（防腐防蟻施工・直
売所ＬＥＤ交換） 
・指定管理協定の更新

20 06 01 03 市民農園管理運営事業
【農業振興課】

7,509 都市住民が農村との交流
を体験できる事業を広く
展開し、農業に対する理
解を深める。

・市民農園（加須地域233
区画、北川辺地域122区
画）、バーベキューサイ
ト、加工実習室等の管理
運営を行う。 
・グリーンファーム加須
を活用したうどん・そば
打ち講座などを実施す
る。

・施設の管理及び貸し出
し
・市民農園利用者への栽
培指導
・市民農園利用者との交
流会開催
・市民農園収穫祭の開催
・市民農園圧力タンク圧
力スイッチ交換(ＧＦ加
須)

21 06 01 03 加須未来館グリーンツー
リズム推進事業
【農業振興課】

1,111 都市と農村の交流活動を
促進し、地域農業の振興
と周辺地域の活性化を図
る。

加須未来館の施設を利用
し、グリーン・ツーリズ
ム推進講座（郷土料理講
座、工芸講座）農業体
験、ふれあいイベントな
どを実施する。

・グリーン・ツーリズム
推進事業の実施 
・郷土料理講座 
・工芸講座 
・ふれあい交流イベント 
・農業体験 
・グリーンツーリズム振
興組合新規組合員の募
集、指導 

22 06 01 03 ライスパーク農業体験推
進事業
【農政建設課（北川
辺）】

548 各種農業体験を通じ、農
業者以外の市民等の農業
に対する理解を促進する
ため、農業体験者数の増
加を図る。

計画的に農作物の栽培を
し、各種農業体験及び加
工体験を適切に実施す
る。

・市直営もしくは指定管
理者による事業の実施※
指定管理者制度導入の際
は、ライスパーク管理運
営事業と統合予定
・田んぼオーナー制によ
る米作り体験（田植え・
稲刈り、脱穀・籾摺り） 
・収穫体験（サツマイモ
等） 
・地元食材を使用した講
座（まんじゅう手作り体
験、そば打ち講座）
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23 06 01 03 ライスパーク管理運営事
業
【農政建設課（北川
辺）】

7,363 農とのふれあい促進を図
るため、施設の適切な維
持管理及び運営により、
快適な利用環境を形成す
る。

管理棟、水塚等各施設の
管理運営と利用者への貸
出業務を適切に行う。

指定管理者もしくは市直
営による管理運営 
・施設および農園管理、
清掃 
・除草・剪定等 
・貸館および備品の貸出
業務

24 06 01 03 道の駅かぞわたらせ簡易
パーキング維持管理事業
【農政建設課（北川
辺）】

2,069 物産販売施設等の利用者
の増加を図るため、簡易
パーキングの適正な管理
による施設の好感度アッ
プに努める。

埼玉県行田県土整備事務
所との管理覚書に基づ
き、トイレ、休憩所及び
パーキング内の清掃を行
うとともに、ゴミの収
集・処分を行う。

・指定管理者によるパー
キング・休憩施設の管理
（業務委託） 
・パーキング、休憩施設
の清掃 
・トイレ消耗品の交換、
補充 
・ゴミの収集、処分

25 06 01 03 道の駅おおとね簡易パー
キング維持管理事業
【農政建設課（大利
根）】

2,308 観光資源でもある道の駅
のイメージアップに努め
る。

屋外トイレの清掃と周辺
のゴミ等の片付け作業を
実施する。

・屋外トイレの清掃と消
耗品の交換や補充 
・駐車場周辺のゴミ等の
片付け作業 

26 06 01 03 加須未来館周辺景観形成
事業
【農業振興課】

311 魅力的な景観を形成する
ことによる集客力の向上
を図る。

加須未来館周辺の遊休農
地等を活用し、花卉等を
栽培する。

・加須未来館周辺の遊休
農地等を活用した、景観
形成作物栽培（コスモ
ス・菜の花等）及びＰＲ

27 06 01 03 道の駅おおとね周辺景観
形成事業
【農政建設課（大利
根）】

1,134 道の駅おおとね周辺の魅
力的な景観形成を推進す
る。

道の駅周辺の景観形成を
目的として、ホテイアオ
イの植付を行い、まちづ
くり事業を推進する。

・童謡のふる里おおとね
農業創生センター周辺景
観形成事業補助金の交付 
・ホテイアオイの植え付
けを実施 
・ホテイアオイの開花状
況をホームページ等で情
報発信 
・新聞、雑誌、テレビ等
のメディアに対する積極
的な情報発信

28 06 01 04 畜産振興事業
【農業振興課】

2,925 家畜伝染病の予防等に取
組む関係団体の活動を支
援し、畜産経営の安定・
振興を図る。

畜産経営の安定及び振興
を図るため、畜産農家で
組織する団体の活動費助
成及び活動支援を行う。 
また、家畜伝染病自衛防
疫協議会を畜産農家、Ｊ
Ａ、獣医師、市で組織
し、家畜伝染病予防法に
基づく予防や自衛防疫事
業、畜舎病害虫発生防除
対策事業を実施する。

・関係団体の活動を支援
（加須市畜産連合会） 
・家畜伝染病自衛防疫協
議会への一部助成（伝染
病ワクチン、畜舎害虫発
生防除薬剤など） 
・志多見地域畜産クラス
ター協議会の運営 
・ＣＳＦ（豚熱）対策

29 06 01 05 北川辺排水機場維持管理
事業
【農政建設課（北川
辺）】

16,737 　市民の生命財産を守る
ため、台風や大雨時の雨
水を渡良瀬川に強制的に
排水し、冠水被害を軽減
する。

・排水機場の運転監視 
・施設の点検・修繕 
・維持管理委託(北川辺領
土地改良区)

・排水機場の運転監視 
・施設の点検・修繕 
・維持管理委託(北川辺領
土地改良区) 
・排水機場運転管理マ
ニュアルの検証 
・クレーン法定点検

30 06 01 05 北川辺排水機場大規模修
繕事業
【農政建設課（北川
辺）】

4,895 　市民の生命財産を守る
ため、台風や大雨時の雨
水を渡良瀬川に強制的に
排水し、冠水被害を軽減
する。

　年次計画及び過年度の
点検結果等に基づいた排
水機場の修繕を実施す
る。

・過年度の点検に基づく
点検整備（駆動用ディー
ゼル機関） 
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

31 06 01 05 水路維持管理事業
【治水課】

29,721 　農業用用排水路の安定
供給と環境改善に努め、
農業の振興を図る。

　農業用用排水路の浚渫
について自治協力団体へ
費用の1/2(限度額200円/
ｍ)を交付（重機運搬費は
全額補助） 
　自治協力団体等へ水路
延長などを考慮し、水路
維持管理委託料を支給 
　土地改良区管理用排水
路へ維持管理に関する費
用の助成 
　市街化調整区域を流れ
る市管理水路の維持管理
（雑草刈払、浚渫清掃、
転落防止柵）

・農業用用排水路浚渫補
助金の利用推進と交付 
・自治協力団体等水路管
理の委託 
・土地改良区管理水路の
維持管理に関する助成 
・幹線・枝線用排水路の
雑草刈払い 
・転落防止柵の点検・維
持管理

32 06 01 05 幹線用排水路改修事業
【治水課】

3,806 　農業用用排水路改修に
よって、市街化調整区域
の浸水被害の防止と農業
用水の安定供給を図る。

　幹線用排水路の改修工
事、修繕、緊急工事を実
施。

・市街化調整区域の幹線
用排水路改修工事 
・緊急工事、修繕等 

33 06 01 05 枝線用排水路改修事業
【治水課】

31,138 　農業用用排水路改修に
よって、市街化調整区域
の浸水被害の防止と農業
用水の安定供給を図る。

　枝線用排水路の改修工
事、修繕、緊急工事を実
施。

・市街化調整区域の枝線
用排水路改修工事 
・緊急工事、修繕等

34 06 01 05 土地改良区管理用排水路
整備支援事業
【治水課】

27,451 　農業用水の安定供給、
風水害による農業被害の
軽減など、農業経営基盤
の安定ため、関係団体と
連携して農業用施設の適
正な改修、維持管理等の
マネジメントを行う。

　土地改良区管理水路の
機能の維持・向上のため
の改修事業において、土
地改良区へ事業費用を一
部負担し、用排水路の整
備を支援する。

　羽生領島中領土地改良
区（自然排水路・堤根落
排水路）、県営農地防災
事業（稲荷木落）、県営
長寿命化対策事業（手子
堰補修）に対する一部負
担

35 06 01 05 中川上流地区排水対策整
備促進事業
【治水課】

216 中川を排水河川とする本
地区は、老朽化及び地盤
沈下による不同沈下した
農業排水路の整備と埼玉
県が進めている河川整備
との一体的な整備を進め
る。

（整備構想） 
老朽化した農業用排水施
設の整備改修 
排水機場の新設により、
自然排水区域と機械排水
区域相互の排水調整によ
る排水機能の向上

・中川上流地区の関連自
治体、土地改良区との連
携 
・国営事業は各部会ごと
に協議を行う

36 06 01 05 会の川整備支援事業
【治水課】

53,110 　埼玉県、見沼代用水土
地改良区などの関係機関
と連携を図り、用排水路
としての機能を維持し、
街中に貴重なうるおいと
ふれあいの空間を提供
し、地域住民の暮らしの
中で安全性、利便性の向
上を図る。

　会の川沿線整備計画に
基づき、護岸整備及び沿
線道路整備等を進める。 
　見沼代用水土地改良区
に対し、雑草刈払い等の
維持管理費用を一部負担
する。 
　会の川フェンスの計画
的な更新。
　県の水辺周辺活用事業
（農業用水）を活用した
護岸整備を進める。

・会の川の維持管理費の
一部負担 
・現況調査の結果を受け
た整備方針の検討及び実
施（補助事業の検討を含
む） 
・フェンスの更新 
・水辺周辺活用事業（農
業用水）の一部負担

37 06 01 05 農地利用集積推進事業
【農業振興課】

11,382 耕作できなくなった農地
を担い手農家に集積し、
効率的かつ安定的な農業
経営を実現する。

農地を円滑に担い手に集
積していくため、出し手
の貸付希望農地を把握
し、出し手と担い手農家
とのマッチングを行い、
担い手農家に農地を集積
していく。

・地域の担い手となる規
模拡大志向者に対する農
地の利用集積の支援 
・農地中間管理機構を通
した担い手農家への農地
の集積 （農地中間管理事
業の推進） 
・人・農地プランの進行
管理 

38 06 01 05 ほ場等整備推進事業
【農業振興課】

64,616 　良好な生産基盤を確保
することにより、生産コ
ストの低減を図るととも
に、経営規模の拡大を促
進する。

　ほ場を拡大し、農作業
の効率化を支援するた
め、県営ほ場整備事業を
活用した基盤整備を推進
する。 
　また、個人での区画の
拡大を支援するため、市
単による畦畔除去及びそ
れに伴う整地等に係る経
費の一部を助成する。 
　このほか、県営ほ場整
備事業等への各種負担金
を支出する。 

・土地改良施設維持管理
適正化事業(拠出のみ) 
・機構営ほ場整備事業の
推進　※馬内地区（区画
拡大）、道目・細間・北
平野地区（区画拡大） 
・農地の畦畔除去等に係
る助成（市単） 
・農業経営改善事業補助
（償還金：騎西地域） 
・土地改良施設長寿命化
支援事業（補助金：羽生
領） 
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

39 06 01 05 旧川環境保全事業
【農政建設課（北川
辺）】

300 　旧川の水辺環境の保全
を図ると共に、排水路機
能と貯水機能の維持を図
る。

　旧川周辺の環境美化、
施設維持等の活動を行う
共に、水質浄化等の啓発
活動を行う。また、護岸
改修等の整備を行う。

・周辺施設の維持活動 
・旧川周辺の環境美化活
動 
・旧川クリーン大作戦の
実施

40 06 01 06 農業集落排水事業特別会
計繰出事業
【下水道課】

508,516 　農村生活環境の改善と
農業用排水路の水質保全
に寄与する農業集落排水
事業の健全かつ円滑な運
営を図る。

　農業集落排水事業特別
会計の収支の均衡を図る
ため、同会計への繰出金
を措置する。

・一般会計から特別会計
への資金の繰り出し 
（職員人件費、公債費相
当額及び維持管理費の一
部）
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７款　商工費
（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

1 07 01 02 企業内人権教育指導者育
成事業
【産業振興課】

66 人権尊重社会を実現する
ため、市内の企業におけ
る人権教育指導者を育成
し、企業の社会的責任と
自覚を促す。

市内企業の経営者、労務
担当者及び職場のリー
ダー等を対象に人権問題
指導者研修会を生涯学習
課、人権・男女共同参画
課と共催で開催する。 

・人権問題指導者研修会
の共催

2 07 01 02 商業振興プラン進行管理
事業
【産業振興課】

69 加須市商業振興プランに
位置付けられた各施策等
を展開することにより、
本市商業の振興を図る。

商工会、商店会、商業者
及び市民などで構成する
加須市商業振興プラン推
進会議を開催し、商業振
興プランに位置づけられ
た各施策等の適切な進行
管理を行う。 
 
【計画期間】平成30年度
から令和4年度まで

・加須市商業振興プラン
推進会議の開催 
・商業振興プランに位置
付けられた具体的な取組
の進行管理 
・商工会と連携した進行
管理 
・重点戦略の該当既存事
業の推進 
・新規事業の展開に向け
た取組み

3 07 01 02 個店魅力アップ促進事業
【産業振興課】

1,514 元気でがんばる商店を支
援し、地域商業の振興を
図る。

地域商店の良さを知って
いただく「加須の逸品カ
タログ」の作成支援や、
かぞまちばるの開催を支
援することなどにより、
商店街や地域商店の魅力
アップを図る。 
また、販路拡大の機会の
提供として、市外で行わ
れる物産展等への出店に
対する支援を行う。

・加須の逸品カタログ作
成支援 
・まちばる開催支援
・販路拡大機会の創出支
援 
・新たな店舗形態創出支
援 
・消費者獲得に向けたＰ
Ｒ

4 07 01 02 商店街共同施設支援事業
【産業振興課】

2,300 商店街の近代化及び美化
を促進し、商店街の振興
や活性化を図る。

商店街等が所有している
共同施設（街路灯など）
の維持管理や新設・補修
に係る費用の一部を補助
する。 
【電灯料補助金】1基あた
り1,800円 
【街路灯新設補助金】1基
あたり工事費査定額を設
置基数で除した額の1/3以
内の額。（1基あたりの限
度額：10万円） 
【街路灯補修補助金】工
事査定額の15％以内の額

・商店街街路灯電灯料の
補助 
・商店街街路灯新設費用
の補助 
・商店街街路灯補修費用
の補助 
・商工会と連携した補助
金制度の周知

5 07 01 02 創業支援事業
【産業振興課】

3,500 創業者を支援することに
より、次代を担う新たな
産業の育成を図る。

創業者に対し、運転資
金、設備資金の融資あっ
旋を行う。（預託事業） 
・融資限度額　1,500万円 
・市商工会や県創業ベン
チャー支援センターと連
携し創業者への相談やセ
ミナー開催に向けた支援
を行う。 
・ワンストップ相談窓口
の周知及びＰＲを積極的
に行い、より多くの創業
者が利用し、創業への足
掛かりとなるよう支援す
る。

・起業家育成資金の融資
あっ旋 
・制度融資等のＰＲ 
・融資利率及び預託割合
等の協議 
・創業相談の実施 
・創業セミナー開催支援 
・ワンストップ相談窓口
の周知、ＰＲ

6 07 01 02 産業チャレンジ支援事業
【産業振興課】

4,501 農業・商業・工業を問わ
ず市内事業所の経営革
新、販路拡大、新規参入
などチャレンジする企業
を支援することにより地
域経済の活性化を促す。

先端産業創出プロジェク
トへ参入する事業所や、
展示商談会やイベント等
へ出展する事業所の負担
軽減のため、費用の一部
を補助する。 
６次産業化商品の研究開
発費用の助成を行う。 
市内で電気工事業を開業
するにあたり登録を受け
付ける。

・先端産業新規参入に係
る相談 
・展示商談会やイベント
等出展助成 
・６次産業化商品の研究
開発・量産化費用の助成 
・電気工事業者登録事務

― 66 ―



（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

7 07 01 02 にぎわう商店街推進事業
【産業振興課】

2,556 商店街や地域商店の賑わ
いづくりを促進すること
により、地域商業の活性
化を図る。

商店街（会）等が独自に
取り組む賑わい創出事業
の支援をはじめ、商工会
や商店街が実施する賑わ
いづくり事業や中心市街
地スタッフ会議等事業を
支援することにより、ま
ちなかの賑わい創出を図
る。 

・商店街独自の賑わい販
促イベントやまちなか賑
わいフェスティバルなど
を支援 
・空き店舗バンクの活用
支援と「1 ＤＡＹ チャレ
ンジショップ」の開催 
・済生会加須病院等と商
店街の連携による地域商
店販売拡大への取組検討 

8 07 01 02 市（いち）の開催促進事
業
【産業振興課】

228 市内商業者の活動を支援
し、商業の活性化を進め
るとともに、商農連携に
より産業の振興を図る。

商工会等と連携し、マル
シェde加須実行委員会を
支援することにより、地
産地消・商農連携をテー
マとした「マルシェde加
須」の開催を促進し、ま
ちなかの賑わい創出と地
域商業の活性化を図る。

・商工会との連携による
実行委員会の運営支援 
・「市（いち）」の開催
促進 
・委員の拡大支援 
・マルシェde加須実行委
員会の組織の見直し

9 07 01 02 商工団体振興支援事業
【産業振興課】

30,727 市内中小企業の振興と経
営の安定化を支援すると
ともに、本市特産品の魅
力を市内外にＰＲするこ
とにより、市内商業の振
興と活性化を図る。

本市商工業の振興と活性
化を図るため、商工団体
への支援を行う。

・市内商工業団体（加須
市商工会）への補助 
・商工会との商業振興連
携会議の開催 

10 07 01 02 騎西ルネサンス推進事業
【地域振興課（騎西）】

1,140 騎西地域の街なかにぎわ
いと活気を創出するた
め、加須市商工会青年部
騎西地区や市民活動団体
等の取組みを支援する。

加須市商工会青年部騎西
地区が開催する「奇彩ハ
ロウィン」や市民活動団
体「きさいルネサンス
“藤”」が空き店舗を活
用して実施する「ものづ
くり通り」を支援する。

・「奇彩ハロウィン」へ
の支援 
・「ものづくり通り」へ
の支援

11 07 01 02 事業資金融資あっ旋事業
【産業振興課】

57,500 中小企業者の経営安定化
と事業発展を促進するこ
とにより、雇用の創出や
地域産業の活性化を図
る。

市内中小企業者に対し、
運転資金、設備資金など
の事業に必要な資金の融
資あっ旋を行う。（預託
事業） 
 融資限度額 
・特別小口資金
　　2,000万円 
・事業資金
　　2,000万円 
・不況対策資金
　　2,000万円

・事業資金等の融資あっ
旋 
・融資利率及び預託割合
等の協議 
・融資制度のＰＲ 
・セーフティネット保証
認定

12 07 01 02 中小企業融資支援事業
【産業振興課】

9,006 市内中小企業の育成と経
営基盤の安定を図り、
もって中小企業の振興に
資する。

中小企業者に対し、市が
融資あっ旋した資金の保
証料助成や利子補給等を
行い、負担軽減を図る。 
 ・保証料補助 
　支払済みの保証料の全
額（上限30万円）を補助 
・利子補給 
　毎年又は完済後の支払
利子額の20％を補給

・保証料助成 
・利子補給 
・代位弁済補填 
・制度融資等のＰＲ

13 07 01 02 住宅改修等需要促進事業
【産業振興課】

11,681 市民の消費を促し、市内
事業者への工事受注機会
を拡大し、工業の振興及
び地域経済の活性化を図
るとともに居住環境の向
上を図る。

市民が市内施工業者によ
り自己所有の居宅等を改
修する場合、その工事費
用の一部を助成する。 
・対象工事：200千円以上
（税別） 
・補助率：工事費用の5％
相当額 
・助成金交付限度額：50
千円

・自己所有の居宅等改修
工事費用の一部助成 （1回
限りから5年度に1回に拡
充）
・定期的な周知・広報 
・災害時の居宅等修繕工
事費用の一部助成

14 07 01 02 かぞブランド創出事業
【産業振興課】

1,251 市内の優れた産品や製
品、農作物等を「かぞブ
ランド」として認定し、
本市 の知名度及び産品の
付加価値の向上を図り、
産業振興及び地域活性化
に資する。

かぞブランド認定委員及
び公募により選ばれた市
民モニターにより①加須
らしさ②優位性・独自性
③信頼性・安全性④市場
性・将来性について審査
をし、認定委員会で決定
後、市が認定する。 

・かぞブランド認定品の
募集、審査、認定、更新 
・かぞブランド認定啓発
活動の実施（パンフレッ
ト作製、広報紙等への掲
載、イベントでのＰＲ活
動） 
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

15 07 01 02 地域通貨発行による地域
福祉サービス支援事業
【産業振興課】

1,820 地域の支え合い（共助）
や高齢者の生きがいづく
りを推進するとともに、
高齢者福祉の充実を図
る。併せて地域商業の振
興を図る。

生活支援を必要とする方
をサポートして謝礼とし
て受け取る「絆サポート
券(500円)」を市内で流通
させ、地域商業の振興を
図る。 

・ちょこっとおたすけ絆
サポート事業の運営支
援、利用促進、運営費一
部助成(3年に一度の店舗
ステッカー作成支援) 
・地区内でのサポート体
制(大越方式)の構築支援 
・商工会との連携による
商業者・企業への絆サ
ポート券活用促進 
・買い物弱者対策の検討
と支援

16 07 01 02 地場産業継承支援事業
【産業振興課】

397 地域に根ざした地場産業
を振興することにより、
雇用の創出や地域産業の
活性化を図る。

地場産業や伝統工芸品の
経営・技術改善、販路拡
大等に取り組んでいる団
体の活動を支援するた
め、補助金を交付する。
また、地場産業や伝統工
芸品に関する産業及び製
作が存続されるよう、事
業継承や後継者育成への
支援を行う。

地場産業団体等に対する
補助 
・加須被服協同組合
・武州織物工業協同組合
・伝統的手工芸品産業
（武州藍染）
地場産業や伝統工芸品に
関する産業への事業継承
や後継者育成への支援。

17 07 01 02 産業連携推進事業
【産業振興課】

628 「持続可能な開発目標
（ＳＤＧｓ）」達成を通
じた地域中小企業等の競
争力強化を目的に、市内
企業による連携を促進す
るとともに、官民連携に
よる地域課題の解決を図
る。

企業間連携と官民連携を
強化することを目的に、
年1回程度市内企業とのビ
ジネス懇談会を開催す
る。 
また、企業訪問や各種研
修等を通じて、様々な地
域課題の解決に向けて、
企業のＳＤＧｓ導入を促
進する。

・ビジネス懇談会の開催 
・ＳＤＧｓの推進 
・企業訪問の実施 
・各種セミナー等への参
加

18 07 01 02 産業元気ネットかぞ運営
事業
【産業振興課】

803 地域産業の発展を支援す
ることにより、雇用の創
出や地域経済の活性化を
図る。

中小事業者や個人商店、
直売農家等が簡単に情報
発信、情報収集できる産
業情報総合サイト「産業
元気ネットかぞ」を適正
に管理・運営し、利用を
促進する。

・産業元気ネットかぞの
管理・運営 
・市内事業所等への登録
勧奨 
・サイトのリニューアル

19 07 01 02 かぞグルメ協働事業
【産業振興課】

576 市内に所在する事業所、
学校、行政が協働して、
食に関連する連携事業を
積極的に行うことによ
り、地域の活性化並びに
学生、企業等の地域参画
の促進を図り、多種多様
な食によるまちづくりを
推進する。

花咲徳栄高等学校食育実
践科からのアイディアを
元に、企業や市が協働し
て食に関する事業の実施
を行う。 
さらに、食を通じた様々
な取り組みを市内企業等
と連携するとともに、
「かぞグルメ」に係る情
報発信を積極的に実施
し、豊かな食のまちとし
ての加須市をＰＲする。

・市内の高校や大学との
食による協働事業の実施 
・（仮称）「かぞグルメ
宣言」の検討、作成 
・（仮称）「かぞグルメ
宣言」に係るプロモー
ション活動 

20 07 01 03 観光ビジョン策定事業
【観光振興課】

7,000 　観光の振興を推進する
ため、観光によるまちお
こしを実践するととも
に、地域の活性化を図
る。

　市の観光振興の指針で
ある現観光ビジョンを基
に、市の観光振興の意識
及び基本的方向を明らか
にし、更に計画的・効果
的に観光振興を進めるた
め、現観光ビジョンを改
定する。 
 
【計画期間】平成24年度
から令和3年度

・第2次観光ビジョンの策
定

21 07 01 03 観光ビジョン進行管理事
業
【観光振興課】

63 　観光の振興を推進する
ため、観光によるまちお
こしを実践するととも
に、地域の活性化を図
る。

　観光によるまちおこし
を着実に推進するため
に、年度毎の進行管理計
画（進行管理シート）を
作成し、観光ビジョン施
策の的確な進行管理に努
める。 
 
【計画期間】平成24年度
から令和3年度

・観光ビジョン推進会議
の開催 
・推進プログラムの進行
管理
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

22 07 01 03 「うどん」と「こいのぼ
り」によるまちおこし事
業
【観光振興課】

569 　加須市の特産品である
「うどん」と「こいのぼ
り」の魅力を全国に発信
し、観光による交流人口
の増加を図りながら、地
域の賑わいと地域経済の
活性化を図る。

　加須市の特産品である
「うどん」をＰＲするた
め、「加須うどん」に創
意工夫を加えながら、
様々な事業を展開して知
名度アップを図る。 
　また、関連機関と連携
しながらこいのぼりに関
連した事業を展開し、
「こいのぼりのまち」と
してのＰＲを図る。

・各種イベントでのうど
んとこいのぼりの活用 
・庁内関係各課による活
用事業の進行管理 
・公共施設や加須駅構内
等へのこいのぼりの掲
揚・装飾 
・加須手打うどん会、加
須市鯉幟組合への補助 

23 07 01 03 観光資源活用事業
【観光振興課】

3,131 　観光によるまちおこし
を図るために、観光資源
を活用した市のＰＲを推
進する。

　観光情報を積極的に提
供、発信し、観光客を誘
致する。 
　また、まち歩きによる
観光を推進し、観光資源
の有効活用を図りなが
ら、利根地域北部を中心
とした観光ネットワーク
を整備する。

・市内観光情報の積極的
な提供・発信 
・広域での観光ネット
ワーク化の推進 
・市内まち歩き観光の推
進と観光資源の有効活用 
・観光ガイドブックを活
用したＰＲ 
・インターネットを活用
した積極的なＰＲ 
・うまいもんフェスティ
バル開催

24 07 01 03 観光サイクリング推進事
業
【観光振興課】

605 　観光交流人口の増加を
図り、賑わいの創出と地
域の活性化を図る。

　年間を通して自転車に
よる観光を推進するた
め、観光レンタサイクル
の維持管理や利用促進を
図るためＰＲを行う。 
　また、サイクリング適
地としての知名度向上を
図るため、自転車を用い
たイベントを実施する。 

・観光レンタサイクルの
維持管理と利用促進 
・民間企業と連携した、
サイクリングイベント内
容の充実 
・関係機関との連携によ
る推奨コースのＰＲ 

25 07 01 03 物産観光協会支援事業
【観光振興課】

10,769 　交流人口の増加を図
り、賑わいの創出と地域
経済の活性化を図る。

　加須市物産観光協会の
運営を支援する。 
 
【物産観光協会事業計
画】 
・物産・観光イベント開
催等事業 
・普及事業 
・宣伝ＰＲ・物産振興事
業 
・観光拠点地振興事業 

・物産観光協会の運営支
援 
・物産観光協会事業拡充
の支援 （加須市ブラン
ディングオンラインツ
アーの実施支援）
・市外の観光協会や民間
企業との連携支援 
・観光案内所運営の 活性
化支援
・物産観光協会ＨＰや、
観光大使による情報発信
の充実支援 
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８款　土木費
（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

1 08 01 01 建築物耐震改修促進事業
【建築課】

1,275 　地震による建築物の倒
壊等の被害から、市民の
生命、身体、財産等を保
護する。

・加須市建築物耐震化計
画の運用等を行う。 
・昭和56年以前の木造住
宅の耐震診断及び耐震改
修に掛かる補助金を交付
し耐震化を促進する。 
　耐震診断補助額
25,000円×10件 
　耐震改修補助額
100,000円×10件 
・被災建築物応急危険度
判定の体制を整える。 

・木造住宅の耐震診断及
び耐震改修への補助制度
の実施 
・出前耐震相談会の実施 
・市職員による木造住宅
の無料簡易耐震診断の実
施 
・応急危険度判定士の参
集連絡訓練等の実施 

2 08 01 01 特定行政庁等建築行政事
業
【建築課】

2,165 　建築基準法等の審査を
通じて、市民の生命、健
康及び財産の保護を図
り、もって公共の福祉の
増進に資する。

・建築確認申請の審査と
建築パトロールを実施す
る。 
・バリアフリー法、その
他の法令等の審査等を実
施する。

・建築基準法等に基づく
申請や届出の審査 
・違反建築物を防止する
ためにパトロールを実施 
・完了検査等の案内を郵
送 
・指定道路台帳の整備 
・道路後退用地整備要綱
による分筆測量登記委託 
・屋外広告物の許可、長
期優良住宅の認定、建築
物省エネ法、景観法、建
設リサイクル法に基づく
事務

3 08 01 01 建築営繕事業
【建築課】

1,370 　公共施設の行政目的を
十分に反映し、市民が利
用しやすく、安全、快適
で高品質な建築物を整備
する。 

　施設所管課から依頼を
受け、加須市市有施設設
計方針に基づき施設整備
を行う。また、施設所管
課への技術支援を行う。

・施設所管課からの業務
依頼を受け、施設整備を
実施 
・施設所管課へ技術支援
を実施

4 08 02 01 地籍調査事業
【農政建設課（北川
辺）】

22,083 　国土調査法に基づく地
籍調査を実施すること
で、国土の開発及び保全
並びにその利用の高度化
に資するとともに、地籍
の明確化を図る。

　国有林及び公有水面を
除く一筆ごとの土地につ
いて、所有者・地番・地
目・境界の確認と調査を
行い、併せて境界の測量
及び面積の測定を行うこ
とにより、その成果であ
る地籍図及び地籍簿を作
成する。

・境界確認及び測量（麦
倉Ⅴ地区） 
 
 

5 08 02 01 道路管理事務事業
【道路課】

61,624 ・加須市道及び法定外公
共物に係る行政手続きを
適正に処理することによ
り、道路利用者の通行の
安全と適切な道路利用を
推進する。 

・道路法で定める市で管
理する道路の台帳を調
整・保管し、閲覧に供す
る。
・道路、水路の境界確定,
復元及び証明書の発行。 
・市道への占用行為及び
工事施工等の許可、承
認。 
・法定外公共物の払い下
げ等に関する事務。
・市道内に残る未登記の
調査及び所有権移転登
記。

・道路法に基づく許認可
事務　 
・法定外公共物の管理 
・用途廃止検討委員会事
務 
・道路・水路の境界確認 
・屋外広告物の簡易除却 
・道路台帳補正事務 
・道路敷地内の未登記調
査及び所有権移転登記事
務

6 08 02 02 道路維持管理事業
【道路課】

146,621 　安全で快適な道路環境
を作るため、加須市管理
道路の維持を行う。

　道路パトロール、自治
会や市民からの通報に基
づき、直ちに修繕を行
う。 
　幹線道路は、路面の損
傷度等から優先順位を付
け計画的に修繕を行い、
生活道路は、自治会等か
ら要望が出された路線を
「生活道路整備事業評価
システム」により事業化
する。

・舗装新設工事の実施 
・単価契約工事による道
路維持補修工事の実施 
・直営作業による道路維
持補修作業の実施 
・道路側溝の維持管理
（清掃、補修工事） 
・占用路線等の除草 
・幹線道路を対象に社会
資本整備総合交付金を充
当し舗装の打換え工事を
実施 
・道路照明灯水銀ランプ
のＬＥＤ化の実施

― 70 ―



（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

7 08 02 02 街路樹維持管理事業
【道路課】

47,192 　街路樹を適切に管理
し、「安心・安全」およ
び「良好な沿道環境」の
確保を図る。

　街路樹の樹形調整及び
樹勢維持のために適切な
管理を行いながら、維持
管理の方針に基づき問題
の解決を図る。 
・高木基本剪定：2～3年
に1回実施 
・低木剪定：毎年度実施
（樹高50～70㎝以下に剪
定） 
・薬剤散布：害虫の発生
時に適宜実施 
・除草：年2回実施 
・支障街路樹の伐採、植
樹帯の撤去や転換

・整枝剪定 
・薬剤散布 
・除草 
・伐採、植樹帯の撤去転
換

8 08 02 03 野中まちづくりプラン整
備推進事業
【農政建設課（大利
根）】

14 　野中土地区画整理事業
から除外された区域約
22.8ｈａについて、道路
及び公園等の基盤施設の
整備を推進し、安心・安
全で良好な居住環境の形
成を図る。

　「野中地区まちづくり
プラン」に基づく44路線
(延長約5.0ｋｍ)につい
て、用地買収方式により
道路整備(現道拡幅及び新
設)を進める。

・用地取得の交渉
・事業同意に向けた地権
者交渉

9 08 02 03 国・県道整備促進事業
【道路課】

10 加須市と他地域を結ぶ広
域幹線道路である国県道
の整備促進を図る。

・国道125号バイパス建設
促進期成同盟会で埼玉県
に要望活動を行う。 
・市内の国道、県道の整
備促進を図るため、県と
の調整を図り、地元関係
者との調整を行う。 
・国道　 3路線（バイパ
ス整備1路線） 
・県道　22路線（バイパ
ス整備5路線） 

・国県道路の整備促進に
向けた地元関係者との調
整 
・国道125号加須羽生バイ
パス、県道久喜騎西バイ
パス、県道北中曽根北大
桑バイパス、県道加須幸
手バイパス、県道羽生栗
橋バイパス等の整備促進
に向けた地元関係者との
調整

10 08 02 03 利根川新橋建設促進事業
【道路課】

20 　加須市と板倉町を結ぶ
利根川新橋の早期建設及
び架橋に係る幹線道路の
整備、並びに渡良瀬川新
橋の建設を見据えた幹線
道路の整備の実現。

　利根川新橋の建設に向
け、関係自治体間の連携
により関係機関への要望
活動を行う。

・加須・板倉利根川新橋
建設促進協議会総会の開
催 
・加須・板倉利根川新橋
建設促進協議会による要
望活動の実施 
・利根川及び渡良瀬川新
橋建設促進事務研究会の
開催

11 08 02 03 幹線道路新設改良事業
【道路課】

4,200 国県道とのネットワーク
を構築し、円滑な交通誘
導により、交通事故の防
止に寄与する。 
また、渋滞緩和により環
境への負荷を軽減させ
る。

「加須市道路網整備計
画」において整備計画路
線として位置付けた幹線
1･2級市道の整備を行う。

幹線道路新設改良工事の
実施
・現況測量 
・工事内容等に関する地
元、関係機関との協議・
調整 
・用地測量・物件調査積
算→用地交渉・土地売買
契約 
・分筆・所有権移転等 登
記 
・路線測量・詳細設計 
・工事発注→施工管理・
工程管理・品質管理 
・隣接地権者との施工調
整

12 08 02 03 幹線道路側溝事業
【道路課】

9,500 側溝整備により、道路溢
水対策を図ると共に、道
路幅員を有効活用し、歩
行者の安全確保及び通行
の利便性を図り、市内の
道路交通網の充実を図
る。

幹線1・2級市道のうち、
交通安全上危険な箇所、
溢水箇所及び自治会等か
らの要望が出された路線
について、検証し事業化
する。

幹線道路側溝整備の実施
・境界測量 
・現況測量 
・路線測量 
・詳細設計 
・工事の施工管理・工程
管理・品質管理 
・隣接地権者との施工調
整
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13 08 02 03 生活道路新設改良事業
【道路課】

37,500 幹線道路等への円滑な交
通アクセスの確保、日常
生活における生活道路の
安全性及び交通の利便性
の向上を図る。

生活道路のうち、交通安
全上危険な箇所及び自治
会等からの要望が出され
た路線について、「生活
道路整備事業評価システ
ム」により評価し事業化
する。

生活道路新設改良工事の
実施
・現況測量 
・工事内容等に関する地
元、関係機関との協議・
調整 
・用地測量・物件調査積
算→用地交渉・土地売買
契約 
・分筆・所有権移転等 登
記 
・路線測量・詳細設計 
・工事発注→施工管理・
工程管理・品質管理 
・隣接地権者との施工調
整

14 08 02 03 生活道路側溝事業
【道路課】

27,600 側溝整備により、道路溢
水対策を図ると共に、道
路幅員を有効活用し、歩
行者の安全確保及び通行
の利便性を図り、市内の
道路交通網の充実を図
る。

生活道路のうち、交通安
全上危険な箇所及び自治
会等からの要望が出され
た路線について、「生活
道路整備事業評価システ
ム」により評価し事業化
する。

生活道路側溝整備の実施
・境界測量 
・現況測量 
・路線測量 
・詳細設計 
・工事の施工管理・工程
管理・品質管理 
・隣接地権者との施工調
整

15 08 02 04 橋りょう維持改良事業
【道路課】

61,820 市民が安全で安心して通
行できる道路橋を確保す
るため、橋りょうの長寿
命化及び耐震化という目
的の違う2つの事業を実施
することにより「防災の
まちづくり」の実現を図
る。

平成30年度に改訂した
「橋りょう長寿命化修繕
計画」に位置付けられた
橋りょう（Ⅲ判定47橋、
Ⅳ判定6橋）の長寿命化を
行う。また、平成24年度
に策定した「橋りょう整
備計画」に位置付けられ
た耐震化15橋の進捗を図
る。

橋りょう改良事業の実施 
・橋りょう点検
・橋りょう長寿命化
・橋りょう長寿命化及び
耐震化は整備計画に基づ
き実施する。

16 08 03 01 県管理河川等整備支援事
業
【治水課】

209 　市民を洪水から守るた
め、国、県及び土地改良
区が管理する河川・水路
の整備を促進する。

　各協会、同盟会等を通
じて国、県へ河川・水路
の整備促進の要望活動を
実施。 
 
　

・国、県及び土地改良区
管理河川・水路の整備促
進要望等の実施。 
・早急な整備等が必要な
河川・水路はその都度、
要望を実施。
・埼玉県管理一級河川中
川の改修事業の各種調整

17 08 03 02 旧川浚渫推進事業
【農政建設課（北川
辺）】

125,500 国の新設した緊急浚渫推
進事業債（令和2年度～令
和6年度）を活用し、旧川
に堆積している土砂を撤
去（浚渫）する。

緊急浚渫推進事業債を活
用し、旧川に堆積した土
砂の浚渫工事を実施す
る。現状の土砂堆積量等
を調査測量し、浚渫土量
及び浚渫工法の検討を
し、土砂撤去工事を実施
する。

堆積土砂の浚渫工事

18 08 03 02 雨水流出抑制対策事業
（公共施設）
【治水課】

22 　雨水を一時貯留させ、
河川や水路への流出を抑
制し、洪水を防止するこ
とにより市民生活の安全
を確保する。

　加須市溢水対策計画に
基づき、公共施設（学校
や公園など）の改修等に
併せて雨水貯留施設設置
に努める。また、「雨水
の利用の推進に関する法
律」（平成26年5月1日施
行）に基づき、雨水の利
用の推進を図る。

・学校や公園敷地などへ
の流出抑制施設の設置促
進 
・「雨水の利用の推進に
関する法律」に基づき、
市で実現可能な雨水利活
用方法を検討する。 
・（仮称）埼玉県済生会
加須病院調整池を含む排
水施設が稼働。
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19 08 04 01 利根川未来パーク推進事
業
【まちづくり課】

16 利根川周辺の多様な自然
資源や機能を保全・活用
して魅力的なまちづくり
を推進する。

利根川未来パークに位置
付けた事業の進捗管理・
検証等を行い、また、未
来館周辺の新たな拠点と3
地域の既存施設や資源の
ネットワーク化をはか
り、まちづくりの取り組
みを一体化することに
よって地域の魅力と活力
を向上する。 

・加須市利根川未来パー
ク推進協議会等の開催及
び運営 
・位置付けられた事業の
進捗管理及び調整 
・利根川沿川で行われて
いる祭事等の情報収集及
び発信 
・利根川かわら版の作
成・配布(6月・9月・12
月・3月) 
・利根川河川敷のクリー
ン活動の実施 
・利根川周辺における、
地元ボランティア団体と
の協働による植栽活動

20 08 04 01 景観形成推進事業
【まちづくり課】

55 やすらぎとうるおいのあ
る景観形成の推進を図
る。

・景観モデル地区におい
て地域の特性にあった景
観指針の策定をする。 
・市民との協働による景
観まちづくり事業を推進
する。 

・水深地区景観指針に基
づく地域と協働による景
観まちづくりの推進 
・水深地区景観セミナー
の開催 
・地区の選定及び景観指
針策定 
・他地区における景観指
針作成を検討

21 08 04 01 都市計画事務事業
【まちづくり課】

2,427 地域の特性を活かし、秩
序ある整備と発展を目指
すため、計画的な土地利
用と市街地の整備を推進
する。

・都市計画法に基づく各
種都市計画制度（開発、
都市計画事業を除く）を
運用する。 
・基礎的な地図資料とな
る都市計画基本図を作成
し、都市計画情報を併せ
た行政資料を提供する。 
・政策的な課題について
都市計画の観点から検
討、解決する。

・各種都市計画の決定・
変更に関すること 
・第8回定期見直し（整開
保・区域区分） 
・地区計画に関すること 
・都市計画審議会の開催 
・中心市街地の活用検討 
・産業系土地利用に関す
る検討 
・浸水想定エリアの検
討、指定

22 08 04 01 都市計画基礎調査事業
【まちづくり課】

11,064 長期的な見通しに基づ
き、合理性のある都市計
画を定めるため、都市を
構成する諸要素について
定期的に把握する。

都市計画法第6条第1項の
規定に基づき、県が概ね5
年ごとに実施する「都市
計画基礎調査」につい
て、同条第3項の規定に基
づき、市域に係る各種資
料の提出やその他必要な
協力を実施する。

5年に1度の全体調査 
・人口、大型店の状況・
土地利用状況 
・市街化区域内未利用
地、非可住他 
・農地転用状況・都市計
画法第34条第11号、12
号・建築状況・都市計画
道路整備状況・都市公園
等決定整備状況等

23 08 04 01 土地利用推進事業
【まちづくり課】

16 　地域の特性を活かした
秩序ある整備と発展を図
るため、計画的に適正な
土地利用を推進する。

　土地利用に係る庁内連
絡会議を開催し、関係課
と情報や課題を共有し、
土地利用の計画的な推進
に向けて調整・連携を図
る。
　また、県をはじめとす
る関係機関との協議を進
める。

・土地利用に係る庁内連
絡会議の開催 
・市街地開発等の手法の
検討、事例調査・研究 

24 08 04 01 加須駅南口周辺まちづく
り推進事業
【まちづくり課】

17 　加須駅南口周辺地域に
おいて、計画的かつ秩序
ある土地利用を図るた
め、埼玉県済生会加須病
院を核とした新たなまち
づくりを推進する。

　埼玉県済生会加須病院
を核とした新たなまちづ
くりの基本的な方向性や
構想案の具体化に向け
て、庁内関係課と検討を
重ねるとともに、地元住
民等との意見交換を行
う。

・加須駅南口周辺地域の
まちづくりのコンセプト
の検討
・まちづくりコンセプト
について、地元住民等と
の懇談会の実施
・加須駅南口周辺地域ま
ちづくり構想案の検討

25 08 04 01 土地開発基金事業
【財政課】

5 公用若しくは公共用に供
する土地又は公共の利益
のため、あらかじめ土地
を取得することにより、
事業の円滑な執行を図
る。

・必要に応じ土地取得の
財源とする。 
・基金の運用収益から生
じる歳入歳出を管理す
る。

・収益金（利子）の積
立・処分 
・土地開発基金の活用、
処分検討
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26 08 04 01 開発許可等事務事業
【まちづくり課】

615 良好な住環境の形成の面
から公共の福祉の増進に
資する。

・都市計画法に基づく開
発許可申請について、適
正な審査を行う。 
・加須市住みよいまちづ
くり指導要綱に基づく事
前協議について、適正な
指導を行う。

・開発許可、適合証明、
建築許可等に関する事前
相談及び申請書の受理、
審査、許可、検査等 
・開発工事完了検査によ
る現場との整合確認 
・まちづくり指導要綱に
基づく事前協議及び庁内
調整会議の実施等 
・開発登録簿の電子化構
築作業 

27 08 04 02 駅前広場維持管理事業
【まちづくり課】

14,159 　駅前広場を安全かつ快
適に利用できるように管
理し、環境の維持、向上
を図る。

　駅前広場内にある各施
設（公衆トイレ、歩車
道、植栽等）を適正に管
理する。 
・対象となる駅前広場 5
箇所（加須駅北口、加須
駅南口、花崎駅北口、花
崎駅南口、新古河駅西
口）

・加須駅、花崎駅及び新
古河駅（西口）駅前広場
施設等の維持管理 
・駅前公衆トイレ（加須
駅北口、花崎駅南口）の
維持管理

28 08 04 03 公園整備事業
【まちづくり課】

9,843 　地域の利用実態に見
合った公園を整備し、憩
い・安らぎの場を創出す
る。

・都市公園、その他公
園、児童遊園地の３つに
分類していた公園を統合
し、市民との協働により
利用者のニーズに即した
４つの公園形態（①ス
ポーツ・健康づくり型、
②遊び型、③自然・文
化・歴史型、④コミュニ
ティ・広場型）に分類
し、それぞれの公園機能
に応じた整備を行い再編
を進める。 
・老朽化している遊具に
ついては、点検結果に基
づいて整備計画を作成
し、計画的に撤去・設置
を行う。

・森林環境譲与税を活用
した公園施設の改修工事

29 08 04 03 公園維持管理事業
【まちづくり課】

204,271 　安心安全で利用しやす
い公園や緑地とするた
め、適切な維持管理を行
う。

・公園内やトイレの清
掃、樹木剪定、除草等を
実施する。 
・職員や専門業者による
遊具点検を実施する。 
・公園内の危険箇所や不
良箇所を修繕する。

・公園内清掃、整枝剪
定、薬剤散布、トイレ清
掃、除草等 
・遊具等公園施設の適切
な保守点検、緊急修繕等 
・老朽樹木の緊急剪定等

30 08 04 04 公園等サポーター推進事
業
【まちづくり課】

60 　市民の身近な公園や緑
地等の環境の維持・保
全・利活用の推進を図
る。

・公園や緑地等への植栽
を市民との協働により実
施してきた「花の咲く里
づくり推進事業」の名称
を変更し再編する。
・自治協力団体など、
様々な担い手で構成する
花植えや除草など公園管
理をボランティア活動で
行っていただく「公園サ
ポーター制度」を創設
し、市民との協働により
公園等の公共空間の美化
及び維持管理を推進す
る。

・新たに「公園サポー
ター制度」の創設
・駅前広場や会の川親水
公園などのプランターに
花植えなどを継続して市
民との協働により緑化を
推進

31 08 04 05 野中土地区画整理事業特
別会計繰出事業
【農政建設課（大利
根）】

55,108 　住み良い快適な居住環
境の創造と、宅地の利用
増進を図る。

　国庫支出金や保留地処
分金等による区画整理事
業の事業費の不足分を補
うため、特別会計に資金
を繰り出す。 
 また、水道管布設工事の
一部を一般会計で負担す
るとともに、県用地（島
中幹線用水路）の一部を
取得する。

・一般会計から特別会計
への資金の繰り出し 
　（総務費、建設費及び
公債費の償還金に充当） 
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32 08 04 05 栗橋駅西（大利根地区）
土地区画整理事業特別会
計繰出事業
【農政建設課（大利
根）】

9,025 　住み良い快適な居住環
境の創造と宅地の利用増
進を図る。

　公債費の償還や清算金
の交付・徴収事務に係る
土地区画整理事業の事業
費の不足分を補うため、
特別会計に資金を繰り出
す。 

一般会計から特別会計へ
の資金の繰り出し。 
　・公債費の償還金に充
当 
  ・納付書等の郵送代に
充当

33 08 04 06 公共下水道事業会計繰出
事業
【下水道課】

780,000 　公共下水道事業経営に
必要な資金を措置し、事
業運営の安定化を図るこ
とにより、下水道サービ
スを持続的に提供する。

　第2次加須市公共下水道
事業中期経営計画（経営
戦略）により試算した収
支計画に基づき、適正な
繰出金を措置する。

○基準内繰出金
・分流式下水道等に要す
る経費
・流域下水道の建設に要
する経費
・下水の規制に関する事
務に要する経費 
・水洗便所改造命令等に
関する事務に要する経費 
・高度処理に要する経費 
・臨時財政特例債の償還
に要する経費　　 
○基準外繰出金
・汚水処理に要する経費 
・企業債元金償還に要す
る経費

34 08 04 07 市街地排水路維持管理事
業
【治水課】

23,969 市街地における集中豪雨
等による浸水被害の解消
を図る。

排水機場の計画的なポン
プ設備の修繕や保守点
検。 
市街化区域内を流れる市
管理水路の維持管理（雑
草刈払、浚渫、転落防止
柵）

・排水機場の維持管理・
ポンプの保守点検 
・水路敷の雑草刈払い 
・排水路の清掃・浚渫 
・転落防止柵の維持管理 

35 08 04 07 溢水時緊急対策事業
【治水課】

1,158 　市民との協働により溢
水に伴う被害の軽減を図
る。

　加須市溢水対策計画に
基づき、集中豪雨や台風
等において、溢水被害を
最小限にとどめるため、
水防用土のうの作成、運
搬をおこなう。また、水
防情報システム（水防協
力員）によりバリケード
等を設置するため地元の
協力者へ依頼している。 

水防情報システム（水防
協力員）の適正配置。 
溢水時に備え必要な資機
材の購入。

36 08 04 08 調整池維持管理事業（市
街化区域）
【治水課】

22,883 　市街化区域にある調整
池の維持管理を適正に行
い、排水区域の水害を防
止する。

　溢水被害の発生を抑え
るため施設の保守点検・
計画的な機器修繕及び調
整池内の雑草刈払を実施
する。

・調整池ポンプ設備の保
守点検及び修繕 （川口、
加須流通、下高柳、三
俣、藤の台、新道上外の
各調整池） 
・調整池雑草刈払 （川
口、加須流通、下高柳、
加須大利根工業団地、花
崎北、大利根ハイツ、豊
野台星子沼、藤の台団地
外の各調整池）

37 08 04 08 調整池維持管理事業（市
街化調整区域）
【治水課】

6,775 　市街化調整区域にある
調整池の維持管理を適正
に行い、排水区域の水害
を防止する。

　溢水被害の発生を抑え
るため施設の保守点検・
計画的な機器修繕及び調
整池内の雑草刈払を実施
する。

・調整池の維持管理、ポ
ンプ設備の保守点検 
　開発行為で帰属を受け
た調整池等（不動岡、水
深、下高柳、北小浜、騎
西城南産業団地、加須イ
ンター東の各調整池） 
・志多見ミニ工業団地、
種足野通川の調整池の雑
草刈払

38 08 05 01 市営住宅管理運営事業
【建築課】

26,041 　低所得者世帯に低廉な
家賃で住宅を供給する。 
　市が管理する161戸の市
営住宅の維持管理や居住
環境の向上を図る。

・市営住宅161戸(秋葉団
地:58戸、三俣団地:28
戸、下崎住宅:8戸、天沼
団地:57戸、北川辺住宅10
戸)の入居管理、施設維持
管理について、埼玉県住
宅供給公社が管理代行委
託で行う。 
・北川辺住宅、下崎住宅
については、老朽化して
いることから全戸退居
後、解体を予定してい
る。 

・市営住宅等に関する相
談対応 
・定期募集、随時募集に
伴う案内事務 
・埼玉県住宅供給公社に
よる管理代行 
・公社による24時間緊急
窓口対応 
・計画修繕：風呂設備等
交換（天沼団地） 
・【新規】風呂釜、給湯
器等の入居時設置（秋葉
団地：5部屋分）
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

39 08 05 02 小集落改良住宅管理運営
事業
【建築課】

2,044 　歴史的、社会的理由か
ら整備が遅れた地域の住
環境を整備する。

　小集落改良住宅28戸の
入居管理、施設維持管理
を行う。また、家賃徴収
を行う。

・施設の維持管理 
・家賃徴収及び滞納者へ
の納付指導 
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９款　消防費
（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

1 09 01 01 埼玉東部消防組合運営事
業
【危機管理防災課】

1,330,251 　埼玉東部消防組合の消
防・救急活動により、災
害や事故から住民の生
命、身体及び財産を守
る。

　加須市、久喜市、幸手
市、白岡市、宮代町及び
杉戸町の消防に関する事
務を共同処理するため、
埼玉東部消防組合を運営
する。【埼玉東部消防組
合実施】

【埼玉東部消防組合】埼
玉消防組合の運営、高機
能指令センターの運営、
消防関係団体の運営 
【加須市】 
・埼玉東部消防組合運営
に要する負担金の支出 
・救急ワークステーショ
ン設置及び加須南分署統
合に向けた取り組みの実
施 
・令和5年度からの消防組
合負担金(消防分署等の統
廃合・激変緩和措置等)の
協議(財政課と連携)

2 09 01 02 消防団活動事業
【危機管理防災課】

86,276 　地域における消防防災
のリーダーとして地域に
密着し、市民の生命財産
の保護及び安全安心なま
ちづくりを推進する。

　消防・自主防災訓練や
警戒等による消防防災活
動に対する支援、機材・
器具等の保守及び更新を
行う。 
　消防団活動のＰＲを行
う。 
円滑な消防団活動が行え
るよう消防署との連携を
図る。 
 総務省消防庁から配置さ
れた救助資機材搭載車両
の活用を図る。

・消防団活動の支援及び
団員加入の促進 
・消防、自主防災訓練等
による消防活動に対する
支援 
・女性消防団員及び機能
別学生消防団員への活動
支援 
・消防団協力事業所制
度、学生消防団活動認証
制度の 活用促進

3 09 01 02 消防団特別活動事業
【危機管理防災課】

1,964 　市民の生命、身体及び
財産を災害から守るた
め。旺盛なる消防精神と
厳粛なる規律を図り、消
防団員の技能の熟達と士
気を高める。 

　消防特別点検や消防出
初式において、消防団員
の礼式や、ポンプ操法等
を実施し、日ごろの成果
を市長が点検し、有事に
対し万全な体制を整え
る。 
　また、加須市民平和祭
の雑踏警戒などに参加し
啓発を図る。

・消防特別点検（予行及
び本番）を各1回実施 
・消防団員及び関係者へ
各種表彰の実施 
・消防出初式を新春初頭
の恒例行事として実施 
・市民平和祭の警戒

4 09 01 03 消防水利事業
【危機管理防災課】

42,000  火災による被害の軽減を
図るため、消防活動に有
効な場所に消防水利を整
備する。

【消火栓】 
・埼玉東部消防組合で設
置箇所を検討、水道課で
事業執行。消火栓（開発
等により民間から移譲さ
れた物も含む）の保守管
理も水道課が実施。 
【防火水槽】 
・埼玉東部消防組合によ
り有蓋化箇所を市関係課
と調整・検討し、有蓋化
工事を実施。 
・防火水槽の維持管理も
組合が実施。

【埼玉東部消防組合】 
・無蓋防火水槽の有蓋
化：5基 
・防火水槽の適正管理 
【加須市】 
・公設消火栓の新設10
基、消火栓の保守等(水道
課) 
・負担金の支出(危機管理
防災課) 

5 09 01 03 消防施設管理事業
【危機管理防災課】

25,934 　加須市防災センターの
構成施設である埼玉東部
消防組合加須消防署の施
設の充実を図り、消防・
防災体制を整える。

　加須市防災センターを
構成する施設である埼玉
東部消防組合加須消防署
の管理運営に関する負担
金を支出する。　 

【埼玉東部消防組合】 
・加須消防署の管理運営 
【加須市】 
・加須消防署管理運営費
負担金の支出 
・消防審議会の運営 
・消防分署耐震化等に伴
う事業債償還元金、利子
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

6 09 01 03 消防施設整備基金事業
【危機管理防災課】

1 　消防・救急力の強化を
図るため、消防施設・車
両の整備を目的とした基
金の管理・運用を行う。

　消防施設の整備等を目
的とした経費に充てる財
源のための基金へ積み立
てる。 
　加須市消防車両整備費
等の協力寄附金取扱要綱
に基づく寄附金を受け入
れる。 
（中高層建築物の地上5階
以上又は高さ15ｍ以上の
階の床面積の合計に1㎡当
たり1,000円を乗じて得た
額を基準）

・消防施設の整備等を目
的とした基金の積立 
・加須市消防車両整備費
等の協力寄附金取扱要綱
に該当する建築物を建築
しようとする事業者との
協議

7 09 01 04 利根川（右岸・左岸）及
び渡良瀬川右岸の堤防強
化対策事業
【治水課】

12 　利根川及び渡良瀬川の
堤防の決壊による洪水被
害を防ぎ、市民の安全･安
心を確保する。

国土交通省が実施してい
る首都圏氾濫区域堤防強
化対策や利根川左岸堤防
整備等を促進するため
に、地域との連絡調整や
進捗説明など、国と連携
して実施する。 

・首都圏氾濫区域堤防強
化対策に係る道路・排水
等の協議・調整の実施
・関係区長説明会等にお
ける事業進捗状況等の説
明、連絡調整等の実施
・利根川左岸堤防整備に
係る北川辺地域協議会の
開催、連絡調整

8 09 01 04 災害対策情報収集室運営
事業
【治水課】

25 利根川・渡良瀬川・荒川
の洪水の危険性が高まっ
た場合、災害対策情報収
集室で適時・的確に情報
を収集し、防災ラジオな
どにより市民に正確な情
報提供を行い、逃げ遅れ
ゼロを目指す。

令和元年台風第19号の検
証結果から、広域避難に
重点を置き、利根川上流
河川事務所、気象庁、関
係自治体で組織する「利
根川中流4県境広域避難協
議会」と連携した避難情
報を発信する。

・災害対策情報収集室の
運営管理 
・水害時避難訓練の実施

9 09 01 04 加須市・羽生市水防事務
組合運営事業
【治水課】

3,258 利根川及び渡良瀬川の洪
水等による被害の軽減を
図る。

加須市・羽生市水防事務
組合の運営。 
利根川・渡良瀬川の非常
時を想定した水防計画の
策定、水防工法訓練の実
施、重要水防箇所の堤防
巡視を実施。 
※加須市・羽生市水防事
務組合議員数：17名）

　加須市、羽生市水防事
務組合及び水防団等の運
営、 活動支援 
＜組合＞
・水防計画の更新、重要
水防箇所の点検 
・水防訓練の実施 
・利根川水系連合・総合
水防演習視察 
・水防組合議会の開催
（年2回） 
・水防協議会の開催 
・水防資器材の充実

10 09 01 04 水防センター等管理運営
事業
【治水課】

3,069 　利根川及び渡良瀬川の
洪水等による被害の軽減
を図るため、地域水防団
等の待機場所、国や市の
現地対策本部として、迅
速な水防活動の拠点施設
を担う水防センター等の
適切な維持管理を行う。

　大利根水防センター及
び合の川水防センターの
維持管理を実施し、有事
の際に備える。大利根水
防センターの管理は大利
根総合支所地域振興課、
合の川水防センター管理
は北川辺総合支所地域振
興課で行っている。

・大利根水防センター及
び合の川水防センターの
管理負担金支払い。 
・大利根水防センターの
清掃委託及び浄化槽保守
点検外
・伊賀袋水防拠点及び栄
水防拠点の除草

11 09 01 04 大規模水害広域避難対策
事業
【危機管理防災課】

1,536 　大規模水害に対応する
ために、広域避難などの
総合的な避難体制を構築
する。

　広域避難に係る検討を
行い、地域防災計画に反
映させ、大規模水害に備
える。 
　また、広域避難の実効
性を高めるとともに、市
民へ避難方法等の普及を
図り、迅速に行動ができ
るように日頃から備え
る。

・大規模水害広域避難対
策の実施 
・（仮称）総合水害広域
避難訓練の実施 
情報収集発信訓練、本部
設置訓練 
支所本部設置・移転訓練 
避難行動訓練 
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

12 09 01 04 浸水住宅改善資金貸付事
業
【危機管理防災課】

5,084 　大雨等により床上床下
浸水及び恐れのある住宅
の改善を図るため住宅の
改善資金の貸付及び利子
補給の支援を行う。

　貸付条件等 
・貸付資金は、1,000万円
を限度として融資する。 
・貸付利率は、2.5％以内
とする。 
・貸付期間は、15年以内
とし、また借受人が約定
どおり償還している場合
には前年度償還した資金
に係る利子の全額を補助
する。 
・貸付に係る利子を補給
する。

・住宅の改善資金の貸付 
・貸付に係る利子補給 
・融資利率の協議

13 09 01 04 地域防災計画管理事業
【危機管理防災課】

2,359 　災害から市民の生命及
び財産を守るために、加
須市地域防災計画を適正
に管理するとともに周知
を図る。

・地域防災計画見直しに
係る庁内会議の開催 
・防災会議の開催 
・地域防災計画の周知

・地域防災計画の修正・
見直し・印刷（委託）・
配布 
・個別計画・要領などの
見直し 
・防災会議の開催

14 09 01 04 国民保護計画管理事業
【危機管理防災課】

62 　我が国に対する武力攻
撃事態等から、市民の生
命、身体、財産を保護す
るために、加須市国民保
護計画を適正管理すると
ともに周知を図る。

・国民保護協議会及び庁
内会議を開催する。 
・当該計画を周知する。 
・初動体制の確保を行
う。 

・国民保護協議会の開催 
・国民保護計画の修正・
見直し

15 09 01 04 防災啓発事業
【危機管理防災課】

1,197 　市民の防災意識の高揚
と地域防災力の向上を図
るために、防災に関する
啓発活動を行う。

・防災研修会等を実施
し、防災に関する啓発を
行う。 
・防災出前講座等を行い
防災に関する啓発を行
う。 
・防災啓発物の作成・購
入・配布を行う。

・防災研修会の開催…1会
場（全地区対象） 
・防災講演会の開催…2会
場（全地区対象） 
・出前講座の開催…9回
（加須3、騎西2、北川辺
2、大利根2）

16 09 01 04 震災対策訓練事業
【危機管理防災課】

1,337 　震災を想定した防災訓
練を実施することによ
り、市民の防災意識の高
揚と、地域防災力の向上
を図る。

【総合防災訓練】警察、
消防、協定締結先等と連
携した総合的な訓練 
【地区防災訓練】避難場
所設営訓練、地区住民参
加による避難訓練等、実
践的な参加型訓練

・総合防災訓練の実施…
加須地域 
・地区防災訓練の実施…
加須地区（南小）、不動
岡地区、騎西地区、北川
辺中地区、元和地区
・その他訓練…Ｊアラー
ト試験放送を活用した
シェイクアウト行動の訓
練

17 09 01 04 自主防災活動組織育成・
支援事業
【危機管理防災課】

5,213 　自主防災組織の新規結
成と既存組織の活動を促
進し、地域の防災力の向
上を図る。

・自主防災組織に支援す
る経費補助を行い、設
立・活動の支援を図る。 
・出前講座や説明会の実
施。

・自主防災組織の新規設
立と活動を支援 
・防災活動に対する表彰 
・自主防災組織リーダー
の育成･活用 
・自主防災訓練実施に対
する支援
・地区防災計画（初動対
応マニュアル）作成支援
の推進

18 09 01 04 防災行政無線管理運営事
業
【危機管理防災課】

86,367 　市民に防災情報を迅速
かつ正確に伝達し、災害
時に即応できる体制を確
立する。

・防災行政無線システム
の保守管理及びバッテ
リー交換等の適正な管理 
・防災ラジオの無償貸与 
・防災アプリの運用 
・災害、犯罪、行政情報
の放送を行う。 
・ホームページ及びかぞ
ホッとメールへの配信、
自動音声応答サービス等
の補完対策の実施 
・Ｊアラートによる情報
伝達

・防災行政無線の適正な
維持管理 
・防災ラジオを希望する
全世帯へ無償貸与 
・防災アプリの運用 
・防災行政無線放送の実
施 
・研修の実施 
・移動系無線機バッテ
リー交換（4年に1度） 
・Ｊアラートによる情報
伝達 
・北川辺総合支所放送端
末の更新
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

19 09 01 04 避難場所整備事業
【危機管理防災課】

3,988 　災害時に備え、市内の
避難場所において適切な
避難場所運営ができるよ
う、避難場所環境の整
備・充実を図る。

・避難場所の環境整備や
維持管理等を行う。 
・非常災害用井戸（加須
地域小学校のみ）等の維
持管理を行う。 
・避難場所の看板整備を
行う。

・避難場所の環境整備･維
持管理 
・非常災害用井戸の維持
管理 
・非常時用資機材等の維
持管理 
・新たな協定に伴う避難
場所看板の新設 
・避難場所案内看板の修
正委託 

20 09 01 04 災害用物資確保事業
【危機管理防災課】

10,474 　災害時において避難所
等で必要となる食料や生
活必需品などの災害用物
資の備蓄を行う。

・災害時に応じた食料、
生活必需品等の備蓄及び
民間機関等との協定によ
り総合的な備蓄体制を確
立し、災害用物資を確保
する。 
・備蓄食料の補充･廃棄な
どの適正管理と主たる避
難場所への分散配置を図
る。 
・生活必需品等(食料、生
活用品、衛生用品、毛
布、消耗品)の備蓄 
・避難所運営に伴う資機
(器)材等の整備

・災害用物資の整備･補充
を計画通りに実施 
・災害時の避難者を想定
した物資の計画的確保 
・避難所運営上における
質の向上を図る資機(器)
材等及び生活必需品等の
整備 
・民間事業者との災害時
物資供給協定の締結 
・消臭トイレ（電気式）
の購入（7個） 
・携帯電話等用充電バッ
テリーの購入（5個）

21 09 01 04 防災管理事業
【危機管理防災課】

5,581 　災害発生時に被害を最
小限に抑えるため、防災
管理体制の整備を図る。

　災害の発生に備え、市
の初動体制等の組織整
備、災害時優先電話及び
雨量計システムの維持管
理を行う。 
　また、災害時応援協定
締結を推進するととも
に、協定先との連携強化
を図る。 
　そのほか、災害時にお
ける業務継続計画（ＢＣ
Ｐ）に基づく管理を行
う。

・初動体制等の組織体制
の整備 
・初動体制に係る職員の
訓練（Ｊアラート、Ｅｍ
－ｎｅｔ、安否情報シス
テム、職員非常招集、本
部設置図上訓練等） 
・雨量計システムを加須
地域に拡大 
・埼玉県防災行政無線の
維持管理 
・災害時応援協定締結の
推進及び締結先との連携
強化 
・災害時協力井戸登録の
促進

22 09 01 04 防災倉庫管理事業
【危機管理防災課】

620 　災害時に必要な備蓄品
や資機材等を保管・分配
するために、防災倉庫を
確保し、迅速・的確な災
害対策に資する。

・防災倉庫の設置及び施
設管理 
・備蓄物資・資機材等保
管 
・倉庫周辺除草

・防災倉庫の施設管理 
・備蓄物資・資機材等保
管 
・倉庫周辺除草 
・三俣防災倉庫雨漏り修
繕

23 09 01 04 救命機器管理事業
【危機管理防災課】

2,968 　市内の公共施設等にＡ
ＥＤを効果的に設置し、
多くの市民の大切な命を
救える体制を整備する。

・既設ＡＥＤの消耗部品
等の交換を含めた適切な
維持管理 
・貸出し用ＡＥＤの利用
を促進する。 
【貸出し対象・条件】 
　①市が後援する行事
等，②市民が10名以上集
まる行事等,③医療従事
者、救急救命士、または
救命講習修了者を配置す
る。 

・主要公共施設に配置し
てあるＡＥＤの維持管理
及び機器の更新を行う。 
・既設の維持管理及び機
器の更新を行う。 
・イベントや行事等にお
ける貸出しの実施 
・本体更新：1台 
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１０款　教育費
（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

1 10 01 01 教育委員会運営事業
【教育総務課】

4,071 ・社会や地域の教育課題
に柔軟かつ的確に対応
し、かつ市民に開かれた
教育委員会を運営するた
め、教育委員会の充実を
図る。

・教育委員会の会議を開
催する。 
・総合教育会議へ参加す
る。 
・教育長、教育委員の学
校訪問を実施する。 
・各種総会、研修会へ参
加し、教育の諸問題に関
する知識を深める。

・教育委員会定例会、臨
時会 
・総合教育会議 
・教育長、教育委員の施
設等訪問 
・埼玉県市町村教育委員
会連合会総会参加 
・北埼玉地区教育委員会
連合会総会・研修会参加 
・教育に関する事務事業
の管理及び執行状況の点
検・評価に関する報告書
作成、公表 
・議決簿、会議録及び教
育委員会交際費をＨＰ公
表

2 10 01 02 教育委員会事務局管理事
業
【教育総務課】

1,306 ・社会や地域の教育課題
に柔軟かつ的確に対応
し、かつ市民に開かれた
教育委員会を運営するた
め、教育委員会事務局の
適正な管理運営を行う。

・教育委員会事務局の管
理運営に係る諸経費を執
行する。 
・加須市の教育を広く周
知するため、「加須市の
教育」を刊行する。 
・加須市の教育、学術及
び文化の振興に寄与し、
功績が顕著である個人や
団体に対し、教育功労者
表彰を行う。 

・教育委員会事務局の管
理運営に係る諸経費の執
行 
・刊行物「加須市の教
育」 
・教育功労者表彰 
・各種教育長会議等の負
担金等の支払い

3 10 01 02 学校教育管理事業
【学校教育課】

42,284 学校教育課の事業を円滑
に進めるために必要な経
費を措置する。

課の運営に係る諸経費
（主に人権関係予算と負
担金等）の適正な管理執
行に努める。 

・課の運営に係る諸経費
の適正な管理・執行 
・会計年度任用職員の配
置 
（特定教科専門指導非常
勤講師、欠員対応非常勤
講師、スクールサポート
スタッフ、非常勤講師
（複式学級対応、市費学
校事務職員）

4 10 01 03 少人数学級推進事業
【学校教育課】

54,649 児童生徒の学力を向上さ
せるために、非常勤講師
の配置による学習形態の
工夫を図り、児童生徒一
人一人の実態に応じたき
め細かな学習指導の実現
を目指す。

一学級の人数が多くなる
学年に非常勤講師を配置
し、チームティーチング
や少人数指導による授業
を展開することで、個に
応じたきめ細かな学習指
導、生活指導を行い、学
力向上や心の教育の充実
を図る。

・小学校第3学年～第6学
年、中学校第2学年及び第
3学年に非常勤講師（教育
活動補助員）を配置
・学級担任とのチーム
ティーチングや少人数指
導により、個に応じた学
習指導や生活指導を実施 
・児童生徒と関わる時間
の増加による個別学習の
推進 
・新型コロナウイルス感
染症対策の一つとして学
習指導員を配置

5 10 01 03 学習指導改善研究事業
【学校教育課】

6,465 子どもたちに知・徳・体
のバランスのとれた「生
きる力」を育成するため
に、市立幼稚園及び小・
中学校の充実した教育活
動の実践を目指す。

充実した教育活動の実践
を図るために市立幼稚園
及び小・中学校に公開保
育の指定や研究委嘱を行
う。また、各教科等の充
実を図るための支援を行
うとともに、教育課程検
討委員会を設置し、教育
活動全体の改善を図る。

・小学校6校、中学校1校
に研究を委嘱 
・幼稚園2園に公開保育を
指定 
・教育活動全体の改善を
図るために教育課程検討
委員会を開催 
・学習指導法の改善のた
めの教科等への支援を実
施 
・加須市教育研究会、加
須市小・中学校児童生徒
体力向上推進委員会への
支援 
・「河川教育」の研究を
委嘱
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

6 10 01 03 学校訪問指導事業
【学校教育課】

22 幼児、児童生徒に生きる
力を育むために、市立幼
稚園及び小・中学校への
訪問指導を行い、教職員
の指導力の向上、学校の
教育力の向上を目指す。

市立幼稚園及び小・中学
校への計画訪問及び要請
訪問を行い、教員の指導
力向上を図るために指導
助言や示範授業を行う。

・計画訪問や要請訪問の
実施 
・公開授業や研究授業、
公開保育、研究保育に対
する指導助言 
・教育活動の諸課題に対
する指導助言 
・諸表簿等の適切な管
理、地域密着型教育の推
進についての指導助言 
・栄養教諭による食育に
関する示範授業

7 10 01 03 学校ＩＣＴ教育活用事業
【学校教育課】

139,624 児童生徒の確かな学力の
向上と情報活用能力の育
成のために、一人一台端
末を効果的に活用した授
業の実現を目指す。
校務系端末を活用し、教
職員の校務の効率化を図
る。

ＧＩＧＡスクール構想に
伴い整備した（8635台 児
童生徒及び学級用）の端
末及びアカウントの管理
を学校と連携して行う。
児童生徒の確かな学力の
向上と情報活用能力の育
成のために、一人一台端
末の活用に関する研究や
利活用に関する教員研修
を行う。 
校務系コンピュータを整
備し、校務が効率的に実
施できるよう支援を行
う。
校務系コンピュータによ
る情報の一括管理を行
う。

・教育系コンピュータ
リース契約終了（13校） 
・校務系コンピュータの
リース契約更改を30校、
159台実施。
・消耗品費、修繕費を措
置
・加須市学校教育情報化
推進計画に基づいた１人
１台端末の活用を図るた
めの研修の充実

8 10 01 03 学力アップ事業
【学校教育課】

6,585 児童生徒の学力向上を図
るため、児童生徒の実態
に応じたきめ細かな学習
指導の展開を目指す。

きめ細やかな学習指導を
実施するための非常勤講
師を配置する。 
中学生を対象に、土日を
活用した中学生学力アッ
プ教室「加須まなびＴｉ
ｍｅ」を実施し、学力の
向上を図る。

・学力向上を図るための
非常勤講師の配置 
・日本語指導が必要な外
国籍児童生徒の支援 
・中学生学力アップ教室
「加須まなびＴｉｍｅ」
の実施

9 10 01 03 小学校英語教育推進事業
【学校教育課】

20,081 外国語による見方・考え
方を働かせ、外国語によ
る言語活動を通して、コ
ミュニケーションを図る
素地となる資質・能力を
育成する。

全ての市立小学校に外国
語活動指導助手を配置す
る。 
英語教育研究員が、全て
の市立小学校を計画的に
訪問し、担任や外国語指
導助手の授業支援や指導
を行う。 

・5、6年生に対して年間
70時間の外国語の授業
を、外国語指導助手との
ＴＴで実施 
・3、4年生に対して年間
35時間の外国語活動の授
業を、外国語活動指導助
手とのＴＴで実施 
・英語教育研究員による
学校訪問での授業支援と
指導、研修会による授業
力の向上 

10 10 01 03 中学校英語教育推進事業
【学校教育課】

23,809 外国語について、言語や
文化に対する理解を深
め、聞くこと、話すこ
と、読むこと、書くこと
などのコミュニケーショ
ン能力の基礎を養う。 

生徒の英語能力の基礎を
養うため、全ての市立中
学校に、外国語指導助手
を配置する。 
英語教育研究員が、全て
の市立中学校を計画的に
訪問し、英語教員や外国
語指導助手の授業支援や
指導を行う。 
外国語指導助手の授業力
向上のための研修会を定
期的に行う。 

・英語教育研究員の計画
的な訪問による、英語教
員や外国語指導助手の授
業支援や指導 
・外国語指導助手の授業
力向上のための研修会の
実施 
・英語教員の授業力向上
のための研修会の実施 
・イングリッシュサマー
キャンプ（各学年48名公
募）の実施（1年生、2年
生、各学年午前・午後の
部）

11 10 01 03 特別支援教育推進事業
【学校教育課】

75,650 児童生徒の教育的ニーズ
に対応するため、介助を
必要とする児童生徒の就
学支援体制の充実を図
る。

特別支援学級や通常学級
で学ぶ児童生徒の教育活
動を支援する障がい児介
助員を配置する。難聴・
言語障害通級指導教室
（ことばの教室）を運営
する。発達障害・情緒障
害通級指導教室を運営す
る。

・小・中学校障がい児介
助員の配置 
・ことばの教室の運営 
・発達障害・情緒障害通
級指導教室の運営 
・障がい児介助員の質的
向上を図るための研修実
施
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

12 10 01 03 教師用教科書・指導書措
置事業
【学校教育課】

20,640 小・中学校の公教育とし
ての水準の維持を図るた
めに、教科書、指導書を
措置し、児童生徒の基礎
学力の確実な定着を目指
す。

・令和2年度に採択され、
令和3年度より使用となる
中学校の教科書につい
て、教師用教科書と指導
書を措置する。
・小学校のクラス増に応
じて、教師用教科書と朱
註指導書を措置する。

・中学校に、必要数の教
師用教科書、指導書を措
置（教師用教科書は全教
員数、指導書は学級数に
応じた数） 
・小学校に、学級の増設
等で必要となる教師用教
科書及び朱註指導書を措
置

13 10 01 03 社会科副読本資料作成事
業
【学校教育課】

1,134 郷土「加須市」を理解
し、地域社会の一員とし
ての自覚をもつととも
に、郷土「加須市」を愛
する児童の育成目指す。

3年に一度の周期で小学校
第3・4学年用社会科副読
本の改訂を行う。また、
改訂後は、指導の手引
き、評価テスト、ワーク
プリントを作成し、市立
各小学校へ配布して、そ
の活用を図る。

・社会科副読本編集委員
会を組織 
・社会科副読本の改訂に
向けた取材の開始 
・令和4年度小学3年生分
の社会科副読本を増刷及
び配布

14 10 01 03 防災教育推進事業
【学校教育課】

983 東日本大震災を受け、本
市独自の防災教育を推進
し、災害発生時に的確な
判断の下に、安全な行動
によって生命の確保がで
きる子どもたちの育成を
目指す。

拠点避難場所や地域で活
躍できる中学生ボラン
ティアリーダーを育成す
るための研修会を実施す
る。また、防災教育研修
の開催や引き渡し訓練及
び避難訓練などの実施、
加須市防災ノート、防災
教育指導資料の活用を図
る。

・災害時における中学生
ボランティアリーダー研
修会の実施（各中学校代
表生徒33名を予定）　 
・加須市防災教育研修会
の実施 
・防災教育指導資料を活
用した授業実践 
・避難訓練等の改善・充
実（災害時の安全確保） 
・水害に係る避難計画作
成研修会の実施 
・市の地域防災計画の見
直しに合わせて内容を検
討 
・加須市の防災ノートを
活用した学習を開始。

15 10 01 03 サイエンススクール事業
【学校教育課】

1,210 児童の科学や理科への興
味・関心を高めるため、
加須未来館を活用した理
科学習の充実を目指す。

小学校第4学年の全児童を
対象に、加須未来館にお
いてプラネタリウムや望
遠鏡等を活用した理科学
習を実施する。 
加須未来館での学習を実
施するために、児童が移
動するためのバスを措置
する。 

・小学4年生を対象として
加須未来館を活用した理
科学習の実施 
（プラネタリウム、望遠
鏡等の活用）

16 10 01 03 避難者支援就学援助事業
【学校教育課】

741 東日本大震災により被災
した児童生徒の保護者の
ために、必要な援助を
し、経済的負担の軽減を
目指す。

被災により援助が必要な
児童生徒に対し、学用品
費、新入学学用品費、修
学旅行費、校外活動費、
給食費、医療費、ＰＴＡ
会費、児童生徒会費等の
就学援助費を支給する。

・所得に基づき対象世帯
を認定 
・就学援助費の支給（年3
回）

17 10 01 03 いじめ・不登校対策事業
【学校教育課】

18,821 すべての児童生徒が楽し
く、安心して学校に通え
るよう、市立小・中学校
におけるいじめの問題を
根絶し、併せて不登校問
題の解消を目指す。

各学校において、いじ
め・不登校の未然防止の
ための校内指導体制を充
実させる。また、家庭や
地域と連携し、いじめ・
不登校の問題の克服を図
る。 
不登校問題対策委員会を
定期的に開催し情報交換
及び有効な対応策を検討
する。 
学校や教育センターにさ
わやか相談員やスクール
カウンセラー等を配置
し、教育相談体制を充実
させる。

・不登校問題対策委員会
での情報交換や有効な対
応策の検討 
・教育センターを核とし
た教育相談活動の展開 
・スクールカウンセラー
等による教育相談活動の
充実 
・「加須市いじめの防止
等のための基本的な方
針」に基づく取組の推進 
・「いじめ撲滅メッセー
ジ」等による啓発運動の
推進
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18 10 01 03 教育センター運営事業
【学校教育課】

17,880 不登校児童生徒の学校復
帰による不登校の解消を
図るため、教育相談を充
実させるとともに、児童
生徒の生きる力を育成す
るため、教職員の資質向
上に向けた研修の充実を
図る。 

不登校児童生徒の生活改
善を図り、学校復帰を目
指すため、「学習室ピ
ア」を運営し、対象児童
生徒を指導する。 
教育相談室の運営や教育
相談活動の充実を図る。 
教育センターの企画立案
のもとに、各種研修会を
実施する。 

・不登校児童生徒の学校
復帰を目指すための「学
習室ピア」を運営 
・教育相談の実施（教育
課程研究室、相談室の活
用） 
・教職員を対象とした講
座の実施 
・教育センター企画立案
の各種研修会を実施 

19 10 01 03 学校いきいきステーショ
ン事業
【学校教育課】

4,225 公立学校（園）の一層の
活性化と家庭や地域の教
育力の向上のため、学校
及び公立幼稚園・家庭・
地域が一体となって子ど
もの健全育成を目指す。

すべての公立学校（園）
に、学校（園）と家庭・
地域社会の橋渡しとなる
「ふれあい推進長（学校
応援コーディネータ
－）」を委嘱し、ボラン
ティアからなる「学校
（幼稚園）応援団」を組
織する。「学校（幼稚
園）応援団」を活用しな
がら学校（園）・家庭・
地域が一体となって様々
な活動を展開すること
で、子どもの健全育成に
取り組む。

・「ふれあい推進長」の
委嘱と「学校（幼稚園）
応援団」の組織 
・「学校（幼稚園）応援
団」による学校（園）の
教育活動の具体的支援
（学習支援、登下校時の
安心・安全の確保、学校
（園）の環境整備など） 
・子ども110番の家の委託

20 10 01 03 保・幼・小中一貫教育事
業
【学校教育課】

410 学校不適応児童生徒の解
消のために、保育所
(園)、幼稚園、小・中学
校相互の滑らかな接続を
めざし、教育指導・内容
の充実を図る。

幼児、児童生徒間の異年
齢集団による交流活動を
通して、豊かな人間性や
社会性をはぐくむ。 
また、教職員が校（園
等）種を越えて交流し、
互いの指導内容や指導方
法等を理解し合うこと
で、教員としての指導力
や人間性を高める。

・中学校区内において、
校種間の教職員、家庭、
地域が目指す子ども像を
共有し、幼児教育、義務
教育における学びの連続
性を意識した一貫性のあ
る教育の実現のために中
学校区リンクミーティン
グ（中学校区合同会議）
の実施

21 10 01 03 あいさつふれあい推進事
業
【学校教育課】

254 心のふれあうまちづくり
のために、あいさつを通
して、児童生徒の心の教
育の推進や地域の防犯意
識の高揚を目指す。

教育機関、地域、行政機
関等が一体となった市を
挙げた「加須市あいさつ
運動～あいさつ　さわや
か　かぞのまち～」を推
進する。 
年間を通した継続的な取
組及び5月と10月に強化期
間を設定しての取組を実
施する。 

・年間を通した継続的な
取組と強化期間を設定し
ての重点的な取組の実施 
（キャッチフレーズ、ロ
ゴマークの周知、活用、
イベントや駅前キャン
ペーン等の実施） 
・市民協働推進課主管の
「家族・地域の絆推進運
動」の計画を基にした、
実働的なあいさつ運動の
展開 
・学校や行政機関へのＰ
Ｒグッズの配布（グッズ
のデザインの検討も行
う）

22 10 01 03 通学路安全対策事業
【学校教育課】

4,000 市内の子どもたちの安
心・安全の確保のため、
登下校において、事故や
けがなどによる負傷を避
け、安全に登下校できる
よう、速やかな対応によ
る通学路環境の改善を目
指す。

各学校による通学路の安
全点検の結果報告をもと
に現地調査を行い、関係
課や関係機関と協議の
上、対策案を立案し、安
全対策を講じる。

・市立各小・中学校によ
る通学路安全点検の実施 
・市立各小・中学校の報
告に基づき、関係各課等
と連携した迅速な安全対
策
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23 10 02 01 小学校健康推進事業
【学校教育課】

28,943 学校保健安全法に基づき
小学校児童及び教職員の
健康管理をすることで、
教育環境の充実を図る。

学校保健安全法に基づく
児童の健康診断（内科・
歯科検診、尿検査、心電
図検査、脊柱側彎症検
査、結核検診精密検査）
を実施する。 
フッ素塗布、歯磨き指導
を実施する。 
教職員の健康診断、胃が
ん、大腸がん検診及びス
トレスチェックを実施す
る。 
学校環境衛生検査を実施
する。 
食物アレルギーに関する
職員研修を充実する。

・法に基づく健康診断の
実施及び検査結果の報告 
・フッ素塗布や歯科衛生
士による歯磨き指導の実
施 
・学校の環境衛生検査の
実施 
・教職員の健康診断(Ｂ型
肝炎予防接種を含む）及
びストレスチェックの実
施（実施後の面接指導を
含む） 
・健康診断に係る備品の
把握及び整備 
・アレルギー発生時に対
応した職員研修等の充実 
・新型コロナウイルス感
染症等の感染症の予防

24 10 02 01 小学校管理運営事業
【教育総務課】

269,818 ・明るく豊かで活力に満
ちた児童の健全な育成を
目指し、小学校における
教育環境の整備を図る。

・小学校22校について、
必要な消耗品費、印刷製
本費、光熱水費、修繕
費、委託料、土地借上
料、備品購入費を措置
し、管理運営を行う。 

・保守点検や委託による
施設維持管理 
・各小学校管理運営のた
めの配当予算措置 
・用務員の任用 
・学校日誌・学級日誌・
納入袋・卒業証書等の印
刷製本 
・校名入封筒の印刷製本 
・はかり検査手数料 
・教材用試薬品処理
・プール共同利用民間貸
切バス運行委託
・水泳指導支援委託
・印刷機入替（2校）

25 10 02 01 小学校施設整備事業
【教育総務課】

44,840 ・学校施設の整備・充実
を図り、安全で快適な学
習環境を確保する。

・小学校22校について、
環境改善を要する施設を
常に把握し、優先度を判
断して計画的に修繕、改
修工事及び施設備品の購
入を行う。

・不動岡小学校校舎大規
模改修工事設計 
・花崎北小学校エレベー
ター改修工事 
・消防設備、給水設備、
電気設備等改修工事 
・浄化槽改修工事 
・学校要望等による各種
修繕、工事 
・施設備品の購入
　　　　　　　　ほか

26 10 02 02 小学校就学援助事業
【学校教育課】

45,443 小学校6年間の普通教育を
保障し、義務教育の円滑
な実施のため、経済的理
由によって就学が困難と
認められる児童の保護者
に、必要な援助をし、経
済的負担の軽減を目指
す。

要保護児童の保護者に対
して、修学旅行費及び医
療費の就学援助費を支給
する。 
準要保護児童の保護者に
学用品費、新入学学用品
費、修学旅行費、校外活
動費、給食費、医療費、
ＰＴＡ会費、児童会費等
の就学援助費を支給す
る。 
認定基準は、生活保護最
低生活費認定基準の見直
しによる影響がないよう
に基準を設定する。

・準要保護児童の世帯の
認定 
・就学援助費の支給（年3
回） 
・支給額算出のための給
食欠食状況や校外活動へ
の参加状況等の調査を実
施 
・新入学児童生徒学用品
費の入学前支給を実施

27 10 02 02 小学校特別支援教育就学
奨励事業
【学校教育課】

5,467 特別支援学級に在籍する
児童及び学校教育法施行
令第22条の3に規定する障
害の程度に該当する児童
の保護者のために、通学
に係る費用について必要
な補助をし、経済的負担
の軽減を目指す。

特別支援学級へ在籍する
児童及び学校教育法施行
令第22条の3に規定する障
害の程度に該当する児童
の保護者に対し、所得に
応じて、学用品費、新入
学用品費、校外活動費、
修学旅行費、学校給食費
等を国の基準により支給
する。

・支弁区分（3段階）の認
定 
・就学奨励費の支給（年3
回） 
・支給額算出のための給
食欠食状況や校外活動へ
の参加状況等の調査を実
施

28 10 02 02 小学校教材用備品整備事
業
【教育総務課】

2,018 ・理科教育に関する指導
内容に沿った備品を整備
し、理科教育の振興を図
る。

・各校の理科備品の整備
状況を踏まえ、理科教育
設備の充実に必要な備品
を整備する。

・理科実験備品の購入 
・理科教育設備の整備
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29 10 03 01 中学生夢創造チャレンジ
事業
【学校教育課】

558 生徒の将来の夢や希望を
育むため、進路意識の啓
発、高揚を図り、中学生
が望ましい職業観や働く
ことの意義、生き方等を
学ぶ機会の充実を目指
す。

中学生が人とのふれあい
を通して「働くことの意
義」や「生き方」につい
て学ぶ、市立各中学校が
企画する職場体験学習に
必要な消耗品費や保菌検
査、損害保険加入等を支
援する。 
地域の方等から生き方や
職業についての話を聞く
「ふれあい講演会」の支
援を行う。

・生徒の職場体験や福祉
体験のために必要な保菌
検査の実施や損害保険へ
の加入等の支援の実施 
・市立中学校でのふれあ
い講演会の実施のための
支援

30 10 03 01 生徒派遣援助事業
【教育総務課】

800 ・明るく豊かで活力に満
ちた生徒の健全な育成を
目指すために、中学校に
おける各種スポーツ及び
文化活動の振興を図る。 

・全国大会等に出場する
選手の派遣費補助を行
う。

・全国大会等生徒派遣費
補助金 

31 10 03 01 中学校健康推進事業
【学校教育課】

14,517 学校保健安全法に基づき
生徒及び教職員の健康を
管理することで、教育環
境の充実を図る。

学校保健安全法に基づく
生徒の健康診断等（内科
検診、歯科検診、尿検
査、心電図検査、貧血検
査、脊柱側彎症検査、結
核検診精密検査）を実施
する。 
教職員の健康診断、胃が
ん、大腸がん検診及びス
トレスチェックを実施す
る。 
生徒に歯科指導を実施す
る。 
学校環境衛生検査を実施
する。 
食物アレルギーに関する
職員研修を充実する。

・法に基づく健康診断の
実施と検査結果の報告 
・歯科衛生士による歯科
指導の実施 
・学校の環境衛生検査の
実施 
・教職員の健康診断（Ｂ
型肝炎予防接種を含む）
及びストレスチェックの
実施（実施後の面接指導
を含む） 
・健康診断に係る備品の
把握及び整備 
・アレルギー発生時に対
応した職員研修等の充実 
・新型コロナウイルス感
染症等の感染症の予防

32 10 03 01 中学校管理運営事業
【教育総務課】

153,679 ・明るく豊かで活力に満
ちた生徒の健全な育成を
目指し、中学校における
教育環境の整備を図る。

・中学校8校について、必
要な消耗品費、印刷製本
費、光熱水費、修繕費、
委託料、土地借上料、備
品購入費を措置し、管理
運営を行う。 

・保守点検や委託による
施設維持管理 
・各中学校管理運営のた
めの配当予算措置 
・用務員の任用 
・学校日誌・学級日誌・
納入袋・卒業証書等の印
刷製本 
・校名入封筒の印刷製本 
・はかり検査手数料 
・拡大機入替（1校）

33 10 03 01 中学校施設整備事業
【教育総務課】

3,679 ・学校施設の整備・充実
を図り、安全で快適な学
習環境を確保する。

・中学校8校について、環
境改善を要する施設を常
に把握し、優先度を判断
して計画的に修繕、改修
工事及び施設備品の購入
を行う。

・消防設備、校舎廊下床
改修工事 
・学校要望等による各種
修繕、工事 
・施設備品の購入
　　　　　　　　ほか

34 10 03 02 中学校就学援助事業
【学校教育課】

51,094 中学校3年間の普通教育を
保障し、義務教育の円滑
な実施のため、経済的理
由によって就学が困難と
認められる生徒の保護者
に、必要な援助をし、経
済的負担の軽減を目指
す。

要保護生徒の保護者に対
して、修学旅行費、医療
費の就学援助費を支給す
る。 
準要保護生徒の保護者に
学用品費、新入学学用品
費、修学旅行費、校外活
動費、給食費、医療費、
ＰＴＡ会費､生徒会費等の
就学援助費を支給する。 
認定基準は、生活保護最
低生活費認定基準の見直
しによる影響がないよう
に基準を設定する。

・準要保護生徒の世帯の
認定 
・就学援助費の支給（年3
回） 
・支給額算出のための給
食欠食状況や校外活動へ
の参加状況等の調査を実
施 
・新入学児童生徒学用品
費の入学前支給を実施
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35 10 03 02 中学校特別支援教育就学
奨励事業
【学校教育課】

3,701 特別支援学級に在籍する
生徒及び学校教育法施行
令第22条の3に規定する障
害の程度に該当する生徒
の保護者のために、通学
に係る費用について必要
な補助をし、経済的負担
の軽減を目指す。

特別支援学級へ在籍する
生徒及び学校教育法施行
令第22条の3に規定する障
害の程度に該当する生徒
の保護者に対し、所得に
応じて、学用品費、新入
学用品費、校外活動費、
修学旅行費、学校給食費
等を国の基準により支給
する。

・支弁区分（3段階）の認
定 
・就学奨励費の支給（年3
回） 
・支給額算出のための給
食欠食状況や校外活動へ
の参加状況等の調査を実
施

36 10 03 02 中学校教材用備品整備事
業
【教育総務課】

1,518 ・理科教育に関する指導
内容に沿った備品を整備
し、理科教育の振興を図
る。

・各校の理科備品の整備
状況を踏まえ、理科教育
設備の充実に必要な備品
を整備する。

・理科実験備品の購入 
・理科教育設備の整備 
・新学習指導要領（令和3
年度から）に沿った理科
実験備品の購入 

37 10 04 01 幼稚園預かり保育事業
【保育幼稚園課】

13,038  仕事など家庭の事情によ
り、保育の延長が必要な
幼児に対して、公立幼稚
園で預かり保育を実施す
ることにより、子育てを
支援する。

　保護者の就労・入通院
や家族の看護・介護等に
より、通常の保育終了の
午後3時から4時30分まで
の1.5時間、定期的、また
は一時・緊急時に保育を
必要とする幼児を対象に
保育を行う。 
　定期利用　月額2,200円 
　一時・緊急　日額200円 
無償化の認定を申請し、
承認されると、預かり保
育料は無償になる。

・意向調査 
・通常保育時間外におけ
る幼児の保育 
・対象となる公立幼稚園
で預かり保育を実施 
・預かり保育料無償化へ
の対応

38 10 04 01 公立幼稚園管理運営事業
【保育幼稚園課】

134,889 公立幼稚園（13園）の適
正な管理運営を行う。

・公立幼稚園13園につい
て、必要な消耗品費、印
刷製本費、光熱水費、修
繕費、委託料、土地借上
料、備品購入費などを適
正に管理し、管理運営を
行う。 
・幼児・教職員の健康診
断等を実施する。 
・幼稚園の環境衛生検査
を実施する。 
・産休代替、欠員補充職
員を雇い上げ適正に配置
する。 
・幼稚園補助員を配置す
る。

・公立幼稚園の管理運営 
・名入封筒の印刷製本（2
年に1度） 
・教員免許状更新講習受
講料の公費負担（臨時的
任用教諭確保対策）

39 10 05 01 家庭の学びと地域の絆推
進事業
【生涯学習課】

130 家族・地域の絆づくりの
一層の推進のため、「家
庭の教育力」と「地域の
教育力」の向上を図る。

・家族や地域の絆を深め
るために「就学前子育て
講座、親の学習講座、家
庭教育学級」を子育て中
の保護者を対象に開催す
るなど、子どもと親の育
ちを応援する学びの機会
を充実する。 
・関係団体と連携して絆
づくり啓発品を配付しな
がらあいさつ運動を継続
する。 

・絆啓発講座「就学前子
育て講座」「親の学習講
座」「家庭教育学級」の
内容充実実施（各公民
館、各文化・学習セン
ター） 
・市民まつり等のイベン
トを活用した絆運動のＰ
Ｒ 
・関係団体との連携によ
るポケットティッシュの
配付 
・加須市あいさつ運動の
推進

40 10 05 01 青少年健全育成事業
【生涯学習課】

3,018 青少年の健全な発達を促
し、自主性・社会性や正
義感・倫理観を持った豊
かな人間性を育むため、
地域と一体となった青少
年関係団体の活動の充実
を図る。

・青少年の健全な発達お
よび地域の教育力の向上
のため、青少年関係団体
の活動を支援したり、青
少年関係団体と連携し協
働で事業を行う。

・青少年を健やかに育成
する団体及び青少年団体
の活動への支援（ＰＴＡ
連合会、加須市青少年育
成市民会議、青少年相談
員協議会、子ども会育成
連絡協議会、ボーイスカ
ウト、ガールスカウト） 
・少年の主張大会開催 
・非行防止キャンペーン
の継続的な展開
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41 10 05 01 かぞ子ども大学事業
【子育て支援課】

274 地域で子どもを育てるし
くみをつくり、地域の教
育力向上を図る。

子ども大学実行委員会に
参画し、入学・修了式の
ほかに年間5回程度の講義
を行う。講義内容は、
「はてな学」、「ふるさ
と学」、「生き方学」の3
つのテーマを学習する。

・「子ども大学かぞ実行
委員会」に参画 
・入学・修了式、講義を
年間5回程度実施 
・「発表・交流会」に参
加 
・平成国際大学に対し開
催の依頼 
・参加者数の増加を図る
ため、魅力ある講義を実
施

42 10 05 01 成人式開催事業
【生涯学習課】

2,183 青少年の健全育成のた
め、新成人を祝い、励ま
し、成人としての意識の
高揚と自覚を促す。

成人式実行委員の協議・
運営により、成人式典お
よびアトラクションを行
う。 

・成人式実行委員会を組
織 
・「成人の日」前日の日
曜日に、全地域統合して
式典等をパストラルかぞ
で開催 
・成年年齢が引き下げら
れる令和4年度以降の開催
方法 について周知

43 10 05 01 生涯学習推進計画進行管
理事業
【生涯学習課】

133 市民の生涯学習活動の充
実を図るため、学習機会
の拡充や学習情報の提
供、学習相談の充実、自
主学習活動の支援など、
市民の学習活動を支援す
る環境整備を計画的に推
進する。

計画の進捗状況の把握及
び点検、評価を実施する
とともに、推進会議や市
民等からの助言や意見等
を踏まえ、適切な進行管
理を行う。

・事業の実施状況の点
検、評価及び進行管理 
・生涯学習推進会議の開
催

44 10 05 01 生涯学習きっかけづくり
支援事業
【生涯学習課】

4,679 市民の学習参加のきっか
けづくりと生涯学習活動
を促進するために、市民
一人ひとりがそれぞれの
年代やライフスタイルに
応じて、自由に学び、楽
しみ、その学習成果を地
域社会に活かせる仕組み
を整備し、併せて地域の
活性化を促進する。

・先駆的、話題性のある
テーマのセミナー（講
座）を公民館、文化・学
習センター等と連携し、
開催する。 
・生涯学習情報を掲載し
た情報紙等を充実させ、
市民へ啓発周知する。

・生涯学習セミナー（講
座）の開催　 
・公民館講座の開催 
・市民講師や生涯学習ボ
ランティアを積極的活用 
・市民講師やクラブ・
サークル情報の更新 
・生涯学習情報紙等やＨ
Ｐの充実 
・生涯学習セミナーや公
民館講座での市民講師の
積極的登用

45 10 05 01 市民学習カレッジ事業
【生涯学習課】

2,876 市民一人ひとりの生涯学
習を通じた学習参加の
きっかけづくりと学習活
動を支援するため、市全
体を対象として生涯学習
の広がりと深まりを求め
た学習機会を提供する。

・公民館、文化・学習セ
ンター等と連携を図り、
市民講師や市内講師、市
内全域の会場を活用し、
趣味的教養的セミナーや
現代的、社会的課題を取
り入れた総合的な幅広い
セミナーを実施。 
・全市民対象のセミナー
を毎年度4月に概ね60セミ
ナーを募集、開講。 
・生涯学習を循環させる
ための、生涯学習フェス
ティバルなどのイベント
等を開催する。

・市民学習カレッジセミ
ナーの実施 
・加須市生涯学習市民企
画委員会(アシストかぞ)
の開催 
・かぞ生涯学習フェス
ティバルの開催 
・市民学習カレッジ募集
号（ライフステージ）の
発行 
・スペイン語講座の開催 

46 10 05 01 シニアいきいき大学事業
【生涯学習課】

759 高齢社会を明るく活力に
満ちたものとしていくた
め、60歳以上の市民が健
康で主体的に学習に参加
し、自発的な学習活動を
促進する機会を平成国際
大学と連携して提供し、
高齢者の力を社会に活か
していく。

・より専門的な学習の場
を提供することにより、
受講生の学習活動の促進
及びまちづくりへの参加
を促進する。 
・60歳以上の加須市在住
の方を対象に学部・コー
スを開設、平成国際大学
と連携して実施する。 
・1学部2年間実施する。 
・卒業生のグループ化を
図り、グループ結成後
は、その活動の支援を行
う。 

・人文科学部2年次の開校
（令和2年度分） 
・自然科学部1年次の開校
（令和2年度分） 
・平成国際大学の専門的
な講師を活用 
・専門的な内容の講義を
実施 
・卒業生の登用、地域貢
献(生涯学習フェスティバ
ルへの参加の促進、生涯
学習市民企画委員として
の活動、自主活動サーク
ル相互交流の支援など)
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47 10 05 01 生涯学習管理事業
【生涯学習課】

2,209 豊かな心を育む生涯学習
によるいきがいづくりを
行うために、生涯学習に
おける予算の適正な管理
運営を行う。

生涯学習課における管理
運営に係る事務経費を執
行する。 
社会教育委員による各種
総会、研修会への参加。 
継続的に社会教育主事講
習の受講。

・課内全体の事務経費管
理執行(公用車の維持管
理・社会教育委員研修参
加への旅費等） 
・専門的知識の習得のた
め、社会教育主事講習の
受講推進

48 10 05 01 文化・学習センター管理
運営事業
【文化・学習センター】

224,428  市民の芸術文化活動や生
涯学習活動の拠点施設と
して、より多くの市民が
安全かつ快適に利用でき
るよう施設の整備・充実
を図る。

　センターの適正な管理
運営と計画的な施設修繕
を実施するため、運営方
法の適時改善及び維持管
理の効率化、設備の点
検・改修を実施する。

・公共施設等総合管理計
画を踏まえた計画的な施
設修繕 

49 10 05 01 地域文化振興事業
【生涯学習課】

6,106 市民が多くの優れた文
化・芸術に触れることに
より教養を高め、また自
ら参加することにより創
造性の育成と芸術文化の
振興を図る。

市内文化団体の活動支援
と文化祭や美術展といっ
た活動発表の機会をつく
る。

・地域文化祭の開催 
・県展かぞの実施 
・加須市美術展の開催 
・加須市民音楽祭の開催 
・つるし雛飾り展の開催 
・市内文化団体の活動支
援 

50 10 05 01 文化・学習センター芸術
文化振興事業
【文化・学習センター】

3,929 　市民が優れた文化・芸
術に触れることにより、
教養や人間性を高め、ま
た自ら参加することによ
り創造性の育成を図る。
併せて芸術文化の振興を
図る。

・文化・学習センター自
主公演事業の企画・運営 
・市民創造参加型文化・
学習センター協働事業 
・市内外の各種団体によ
るホール公演開催の促進

・自主公演事業の企画、
開催 
・クラシックコンサート
の実施 
・市民創造参加型文化・
学習センター協働事業の
周知 
・文化・学習センター運
営委員会の開催

51 10 05 01 偉人顕彰事業
【生涯学習課】

4,348 郷土の偉人を顕彰するこ
とによって、郷土愛の醸
成と芸術・文化の向上を
図る。

・偉人を紹介するための
パネル展や現存する資料
の整理、展示を行う。 
・各地域の偉人顕彰団体
の活動を支援する。 
・偉人生没年節目におい
ては記念事業を開催す
る。

・郷土の偉人パネル展の
実施 
・斎藤与里作品4点の修復 
・偉人に関する資料整理
及び偉人顕彰活動の支援 
・下總皖一資料等の展
示・保管及び全国校歌
集・マップの展示更新 
・案内看板（斎藤与里記
念公園入口）修繕 
・斎藤与里の修復した絵
画に保険を掛けるための
査定

52 10 05 01 まちかど美術館推進事業
【生涯学習課】

79 芸術に対する市民の関心
と興味を広く創出するた
め、市内各地域のまちか
どで小学生等の作品を展
示し、その展示作品に気
軽に見て触れ合えること
で「芸術文化に親しむ環
境づくり」の充実を図
る。 

市内各小学校等の協力に
より児童の絵画作品を募
集し、商店等に展示す
る。

・まちかど美術館の夏を
加須地域で開催 
・まちかど美術館の秋を
全地域で開催 

53 10 05 01 文化財の保存と活用によ
る地域活性化事業
【生涯学習課】

11,895 　市内の文化財を保存・
活用することにより、後
世へ継承し、市民の文化
財愛護に関する意識の高
揚と地域活性化を図る。

・市内文化財の調査・保
護・啓発を行い、市民へ
の文化財普及活動に努め
る。 
・開発に先立つ試掘調査
を実施し、必要に応じ発
掘調査を実施する。 
・発掘調査報告書刊行す
る。 
・文化財の理解を深め、
文化財愛護精神を培かう
為、文化財啓発活動を推
進する。

・開発に伴う埋蔵文化財
調査 
・市内文化財保護、啓
発、調査 
・発掘報告書の刊行 
・指定文化財管理者への
謝金支出 
・文化財保護審議会を開
催 
・文化財説明板作成・修
繕 
・騎西城跡出土品のプラ
ザきさいにて展示 
・無形民俗文化財の調査
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54 10 05 01 加須インターネット博物
館管理運営事業
【生涯学習課】

547 　市民が郷土の歴史・文
化を知り、郷土への理解
を深めるため、インター
ネット上に博物館を構築
し、情報を広く発信す
る。

・加須インターネット博
物館には、原始・古代か
ら現代までの郷土の歴史
を網羅した総合博物館や
美術館としての機能をも
たせる。 
・指定文化財をはじめと
する収蔵資料・郷土の偉
人等をインターネットを
とおして市内外に情報発
信する。

・掲載資料調査 
・掲載資料データ作成、
情報更新 
・加須インターネット博
物館の運営管理 
・加須インターネット博
物館セキュリティ強化

55 10 05 01 伝統文化継承支援事業
【生涯学習課】

1,189 　市内の特色ある伝統文
化を伝承していくため、
地域における伝統文化の
継承活動を支援する。

・伝統文化を継承する保
存団体への支援を行う。 
・加須市郷土かるたを活
用し広く市民に伝統文化
を啓発する。

・無形民俗文化財保存会
等への支援 
・加須市郷土かるたの活
用（第9回加須市郷土かる
た大会開催） 
・各小学校の新1年生への
郷土かるた配布

56 10 05 01 騎西・北川辺郷土資料館
管理運営事業
【生涯学習課】

2,800 　郷土に対する理解や愛
着を深めるよう郷土史の
学習機会を提供する。

【北川辺郷土資料館】 
　郷土の歴史、考古及び
民俗等に関する資料の保
存、展示を行う。その運
営のため施設の適正な管
理を行う。 
【騎西郷土史料展示室】 
　民俗資料や騎西城跡出
土品等の考古資料を展示
する。藤まつりや文化祭
の時期にあわせて特別公
開する。その運営のため
施設の適正な管理を行
う。

【北川辺郷土資料館】 
・郷土の歴史、考古及び
民俗等に関する保存、展
示 
・郷土資料館の管理運営
・環境調査(文化財害虫
等) 
【騎西郷土史料展示室】 
・民俗資料や騎西城跡出
土品等の考古資料の展示 
（藤まつり、あじさい祭
りを含む6月の土日、文化
祭等の際に特別公開）
・郷土史料展示室の管理
運営（高木剪定含まず）

57 10 05 01 人権教育推進事業
【生涯学習課】

8,915 豊かな人権感覚を身につ
け、人権問題についての
正しい理解と認識を深
め、人権が尊重される共
生共存の社会の実現を図
る。

市民が豊かな人権感覚を
身につけ、さまざまな人
権問題の解決に資するこ
とができるように、各種
研修会や講演会を実施す
る。

・人権問題指導者研修会
や人権問題講演会等の開
催 
・人権啓発事業の実施 
・加須市人権教育推進協
議会への補助 
・集会所の小中学生学級
や成人学級の実施 

58 10 05 01 集会所管理運営事業
【生涯学習課】

5,654 集会所での諸活動を通し
て、人権感覚を高め、人
権問題の解決を図る。

・人権教育推進員によ
る、小中学生学級や成人
学級の指導、支援 
・集会所管理人の配置 
・集会所運営委員会の開
催 
・集会所の維持管理、修
繕の実施

・人権教育推進員によ
る、小中学生学級や成人
学級の指導、支援 
・鍵の貸出、清掃等のた
めの集会所管理人の配置 
・集会所事業の企画運営
のための運営委員会の開
催 
・集会所の保守・修繕等
の維持管理 

59 10 05 02 公民館施設整備事業
【生涯学習課】

20 公民館施設の整備充実を
行い、利用者が安心・安
全に利用できる公共施設
として、公民館活動、市
民活動及び生涯学習の振
興を図る。

・公民館施設の利便性の
向上を図るため、老朽化
した施設や備品を計画
的・緊急的に修繕並びに
整備を行い、利用者の安
全安心な学習環境を整備
する。 
・耐震診断結果を踏ま
え、他の公共施設との複
合化も含めた再整備を検
討する。

・修繕、工事の執行、備
品の購入 
・中・長期の修繕及び工
事計画、備品購入計画等
の見直し検討 
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60 10 05 02 公民館管理運営事業
【生涯学習課】

28,539 地域住民のニーズに沿っ
た公民館事業を効果的に
展開することで生活文化
の振興、福祉の充実を図
るため適正な施設管理を
行う。

自主講座の開催や貸館業
務などの地域活動の拠点
施設や市民サービスセン
ター等の行政サービスの
拠点施設として、地域に
積極的に活用いただける
施設管理を図る。

・公民館施設管理及び運
営 
・公民館参与、公民館職
員との情報共有及び運営
協議 
・公民館運営審議会によ
る事業検討協議 
・職員資質向上研修会へ
の参加 
・地域で集えるコミュニ
ティ施設の整備（公民館
のコミュニティセンター
化）

61 10 05 02 地区文化祭振興事業
【生涯学習課】

855 　講座、クラブなどの学
習及び活動成果を発表、
展示することにより地域
住民の学習意欲を高め、
生涯学習の振興を図る。

・各地区公民館において
文化祭実行委員会を組織
し、10月下旬から11月上
旬の2～3日間（土日な
ど）文化祭を開催する。 
・公民館利用者及び公民
館講座の受講生等による
学習成果の発表や作品の
展示などを通じ、地域の
学習拠点として来館者や
地域等と交流を深め、学
習への興味・意欲へつな
げる。

・公民館利用者及び公民
館講座受講生等による学
習及び活動成果の発表、
作品展示
・文化祭実行委員会補助
金交付及び開催支援

62 10 05 03 絵本との親子ふれあい事
業
【図書館課】

426 　親子が絵本をとおして
ふれあう時間をもつとと
もに、親子で本に親し
み、子どもが本の楽しさ
を知るきっかけをつくる
ことで、子どもの健やか
な心の成長を支援する。
　

・9～10か月児健診時に乳
児とその保護者に絵本と
絵本リストをプレゼント
し、併せて図書館職員と
ボランティアによる読み
聞かせを行う。
・ボランティア育成のた
め研修会を行う。

・9～10か月児健診時に職
員・ボランティアが乳児
と保護者に読み聞かせと
絵本をプレゼント 
・親子を対象としたわら
べうた講座の開催 
・配布する絵本のタイト
ルの一部見直し 
・満足度アンケートの実
施 
・0～3歳及び4～6歳児向
けのブックリストの配布

63 10 05 03 ブックトーク・おはなし
会開催事業
【図書館課】

160 　子どもが物語や本に親
しみながら本の楽しさを
知るとともに、読書の
きっかけづくりや読書活
動の習慣化を図り、自主
的な読書活動を推進す
る。

・小中学校等から依頼を
受け、職員やボランティ
アが絵本の読み聞かせや
ブックトークなどを行
う。 
・図書館で、ボランティ
アや職員が手遊び、絵本
の読み聞かせ、ストー
リーテリングなどを行う
おはなし会を開催する。 
・ボランティアの技術向
上のため、養成講座や研
修会を実施する。
・ビブリオバトルを開催
し、本への興味関心を高
める。 

・ブックトーク・おはな
し会の実施 
・学校等へ図書の団体貸
出の実施 
・児童奉仕ボランティア
研修講座の実施 
・ボランティアとの協働
による出張おはなし会の
開催 
・ブックリーフレット大
賞の周知
・ビブリオバトルの開催

64 10 05 03 図書資料整備充実事業
【図書館課】

21,494 　高度化・多様化する市
民ニーズに応え、市民の
教育と文化の発展に寄与
する。

・加須市立図書館資料収
集要綱及び収集基準に基
づき、新刊案内情報誌や
貸出傾向等を参考に、利
用者からリクエストの
あった図書、基本図書な
ど多様な資料を購入し、
地域行政資料も積極的に
受入整備する。

・図書資料の計画的な購
入、受入 
・県内公共図書館との連
携 
・郷土資料（行政資料
等）の収集、受入 
・図書資料の適切な除籍 
・図書及び雑誌リサイク
ル

65 10 05 03 図書館管理運営事業
【図書館課】

74,642 　市民に資料を提供し
て、調査研究及びレクリ
エーションに資するため
に、利用しやすい環境を
整備する。

・図書館を適正に管理・
運営し図書館サービスの
充実に努める。 
・図書館情報システムを
活用した貸出、返却、予
約処理及び蔵書管理、利
用者管理等を効率的に行
う。 
・時節ごとの展示等を行
い、親しみやすい図書館
づくりに努める。 

・図書館情報システムに
よる貸出、返却、予約処
理 
・各図書館間の本の回送
の実施 
・図書館協議会の開催  
・図書館資料等を活用し
た行政情報ＰＲの実施 
・小学生向けブックリス
トの発行・配布 
・視聴覚教育に関する機
材教材の貸出

― 91 ―



（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

66 10 05 04 加須未来館管理運営事業
【文化・学習センター】

48,165 　市民の宇宙や科学に関
する関心を高めるため、
宇宙・天体や科学につい
て楽しく学ぶことができ
る教育施設としての機能
の充実を図る。

　宇宙・科学を始め、
様々なことに興味・関心
を抱き、何事にもチャレ
ンジしていく好奇心を養
うため、プラネタリウム
投影や少年少女発明クラ
ブ、フリー・トライ
デー、天体学習会等を開
催する。

・加須未来館の適正な施
設管理
・プラネタリウムの投影
及びプラネタリウムを活
用したイベントの実施
・発明クラブやフリー・
トライデー等自主事業の
実施
・ラベンダー祭りロボッ
トゆうえんちの開催
・加須未来館プラネタリ
ウムの維持管理及び保守

67 10 06 01 スポーツ・レクリエー
ション推進計画進行管理
事業
【スポーツ振興課】

103 スポーツ・レクリエー
ションの振興を総合的か
つ計画的に推進する。

・スポーツ推進審議会を
開催し、意見を聞き、ス
ポーツ・レクリエーショ
ンを推進する。
【計画期間：令和3年度～
令和7年度】

・スポーツ推進審議会の
開催
・スポーツ推進計画に対
する令和2年度の実績に対
する評価の実施

68 10 06 01 スポーツ普及推進事業
【スポーツ振興課】

17,448 スポーツ関係団体との連
携協働により、市民ス
ポーツの普及を図る。

市民スポーツを推進する
ため、関係団体の支援や
加入促進を図る。

・スポーツ団体への活動
支援
・小学生へ加須はなさき
公園を無料で利用できる
チケット引換券の配布

69 10 06 01 市民体育祭支援事業
【スポーツ振興課】

2,526 地域住民が交流し絆を深
めることのできる市民体
育祭を通して、健康で活
気のある地域づくりを図
る。

地域スポーツ協会等との
協働により、市内の4地域
で開催される市民体育祭
を開催する。

・4地域の地域体育祭補助
金を交付
・地域体育祭の運営、開
催の支援

70 10 06 01 スポーツ支援人材育成・
活用事業
【スポーツ振興課】

5,376 スポーツ推進委員事業を
推進するとともに、ス
ポーツボランティアの活
用を推進する。

スポーツ推進委員による
スポーツ教室等の充実を
図るとともに指導者とし
ての資質向上を図る。
また、ボランティアとし
て市民の協力をいただけ
るよう人材育成や活用を
推進する。

・スポーツ推進委員協議
会との協働によるスポー
ツの普及
・スポーツボランティア
の人材確保や関係機関と
の連携したイベントの開
催

71 10 06 01 総合型地域スポーツクラ
ブ育成事業
【スポーツ振興課】

22 多世代にわたる多くの市
民が地域で多様なスポー
ツを自由な時間に楽しめ
る生涯スポーツの振興を
図る。

既存のクラブへの支援の
ほか、新たなクラブの設
立に向けた支援を行う。

・クラブ設立に前向きな
地区に対する説明会や研
修会等の開催
・クラブ設立と自主的運
営の支援
・指導者・スタッフ等ク
ラブ運営の核となる人材
の発掘及び育成

72 10 06 01 民間・県施設活用事業
【スポーツ振興課】

76 様々なスポーツを広く行
えるよう民間・県施設の
活用を推進する。

彩の国KAZOヴィレッジの
ほか、県施設や高校・大
学・民間施設の利用促進
を図る。

・加須はなさき公園多目
的グラウンド使用料補助
金交付

73 10 06 01 女子硬式野球振興事業
【スポーツ振興課】

3,249 女子野球のさらなる推進
と「女子野球の聖地」の
定着を図る。

全国女子硬式野球ユース
大会、全国高等学校女子
硬式野球選抜大会等を推
進する。 
全日本女子野球連盟や埼
玉西武ライオンズ・レ
ディースと連携し、女子
野球の推進と地域活性化
を図る。

・全国女子硬式野球ユー
ス大会 の開催
・全国高等学校女子硬式
野球選抜大会 の開催
・関東女子硬式野球
ビィーナスリーグ
・女子野球タウン認定に
伴う女子野球フェスタの 
開催

74 10 06 01 自転車普及推進事業
【スポーツ振興課】

9 新たに「自転車のまち」
となるよう自転車を推進
する。

自転車競技大会の開催を
推進するとともに、子ど
もから大人まで参加でき
るサイクリング教室を開
催するなど、自転車利用
を促進する。

・自転車競技大会の開催
支援
・サイクリング教室の開
催
・全日本学生選手権個人/
チームロードタイムトラ
イアル大会
・加須鯉のぼり杯埼玉県
自転車タイムトライア
ル・ロードレース大会
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75 10 06 01 こいのぼりマラソン大会
開催事業
【スポーツ振興課】

21,198 市民の健康増進や体力向
上を図るとともに、健康
で生きがいのある暮らし
づくりに寄与するととも
に、市のイメージアップ
を図る。

市内スポーツ団体等との
協働により、全国から参
加する加須こいのぼりマ
ラソン大会（1.5㎞、2
㎞、3㎞、10㎞、ハーフ）
を開催する。

・マラソン大会実行委員
会（1回） 
・マラソン大会実施委員
会（2回） 
・マラソン大会役員説明
会 
・大会の開催・運営 
・沿道応援の協力依頼

76 10 06 01 加須ふじの里駅伝大会支
援事業
【スポーツ振興課】

1,332 市民の健康増進や体力向
上、生きがいづくり、人
と人との交流を図り、絆
を深めるとともに、市の
イメージアップを図る。

多くの駅伝愛好者を募
り、市内のスポーツ団体
が主体となり、騎西総合
体育館周辺道路を周回す
る1.8㎞×5人及び3.0㎞×
5人のふじの里駅伝大会の
開催を支援する。 

・加須ふじの里駅伝大会
実行委員会の開催 
・運営役員説明会の開催 
・加須ふじの里駅伝大会
開催の支援

77 10 06 02 スポーツ施設管理運営事
業
【スポーツ振興課】

132,877 スポーツ施設を安全かつ
円滑に利用できる環境を
実現する。

体育施設の適正な運営と
維持管理を行い、スポー
ツ活動を促進する。

・体育館及び屋外体育施
設の管理、貸出 
・スポーツ施設の点検と
故障箇所の修繕

78 10 06 03 スポーツ教室等開催事業
【スポーツ振興課】

1,387 スポーツへの関心を高
め、スポーツ参加機会の
拡充を図る。

子どもから高齢者まで幅
広い年齢層の方ができる
スポーツ教室を開催す
る。
また、障害の有無に関わ
らず参加できるスポーツ
教室を開催する。

・ヨガピラティス　 
・硬式テニス教室 
・小学生スキー教室 
・ヨット＆カヌー教室 
・小学生水泳教室 
・体験型ニュースポーツ
教室（フロアカーリン
グ、ディスコン、スポー
ツ吹矢）

79 10 06 03 グラウンドゴルフ推進事
業
【スポーツ振興課】

305 グラウンド・ゴルフを通
して高齢者の仲間づくり
や健康づくりを推進す
る。

グラウンド・ゴルフ協会
等と連携し、市民等の愛
好者が交流を図れる大会
の開催を推進する。 

・さわやかグラウンド・
ゴルフ大会 
　（実行委員会への補助
金交付） 
・加須市長杯 
・宮崎義重杯 
・ふじの里グラウンド・
ゴルフ大会 
・加須市老人クラブ連合
会ＧＧ大会 
・市民グラウンド・ゴル
フ大会 
・加須市スポーツ協会長
杯ペアグラウンド・ゴル
フ大会

80 10 06 03 健康スポーツ推進事業
【スポーツ振興課】

97 ウォーキング、ニュース
ポーツ、ラジオ体操を通
して市民の健康づくりや
仲間づくりを推進する。

・市民がウォーキングに
取り組むためのきっかけ
づくりとして「ウォーキ
ング大会」の開催を促進
するとともに、ニュース
ポーツ大会を開催する。
・多くの市民が参加する
ラジオ体操を推進する。

・健康づくりウォーク
（市・教育委員会主催） 
・童謡のふる里菜の花
ウォーク（大利根地域ス
ポ協主催） 
・ふじの里ウォーク（騎
西地域スポ協主催） 
・各地区スポーツ協会主
催の歩け歩け大会 
・ラジオ体操の推進

81 10 06 03 クライミング普及事業
【スポーツ振興課】

3,329 スポーツクライミングの
さらなる推進と「クライ
ミングのまち」の定着を
図る。

・ＫＡＺＯカップ、体験
会、認定会等を埼玉県山
岳・スポーツクライミン
グ協会及び加須市山岳連
盟と連携して開催する。 
・日本山岳・スポーツク
ライミング協会主催の全
国高等学校選抜クライミ
ング選手権大会の支援を
行う。 

・リードＫＡＺＯクライ
ミングカップ 
・全国高等学校選抜ス
ポーツクライミング選手
権大会 
・スポーツクライミング
教室 
・クライミングウォール
利用認定会、体験会 
・加須市ボルダリング大
会 
・親子スポーツクライミ
ング体験会 
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

82 10 06 03 全国大会等支援事業
【スポーツ振興課】

80 全国・世界規模の大会を
はじめとする各種大会を
誘致開催し、スポーツへ
の関心を高め市民スポー
ツを推進する。

トライアスロンや自転車
競技等の全国レベルの大
会等に共催及び後援する
とともに大会の支援を行
う。 

・彩の国トライアスロン
大会兼関東トライアスロ
ン選手権大会 
・紅葉チャレンジトライ
アスロン・デュアスロン
大会 
 ・スポーツ特別功労賞表
彰の実施

83 10 06 03 オリンピック・パラリン
ピック関連事業
【スポーツ振興課】

42,521 2020年東京オリンピッ
ク・パラリンピックの開
催をきっかけにスポーツ
振興や国際交流を図る。 

コロンビア選手の事前ト
レーニングキャンプの受
入(ボクシング、柔道、陸
上競技、サッカー、レス
リング、ウエイトリフ
ティング) や聖火リレーの
応援、コロンビア共和国
などとの国際交流を進め
る。 

・コロンビアチーム事前
キャンプ受け入れ実施
※東京2020オリンピッ
ク・パラリンピック大会
の期間が2021年7月23日～
8月8日に変更となったた
め令和3年度に実施
・聖火リレーの実施
※加須市7月7日通過予定

84 10 06 04 学校体育施設開放管理運
営事業
【スポーツ振興課】

5,302 地域のスポーツレクリ
エーションの場を確保
し、生涯スポーツの振興
を図る。

学校教育に支障のない範
囲でスポーツを楽しむ団
体等へ学校体育施設の貸
出を行ないスポーツ活動
を促進する。

・市内小中学校の学校体
育施設開放 
・市内学校開放施設・設
備の維持管理 
・市内小学校夜間照明修
繕 
・市内小学校夜間照明制
御盤修繕

85 10 06 05 給食センター管理運営事
業
【学校給食課】

691,805 　児童生徒の心身の健全
な発達に資するため、学
校給食センターを適正に
管理運営し、栄養バラン
スに優れた安全安心な学
校給食を提供する。 
　 
　

　各給食センターの施設
を最大限に活用し栄養バ
ランスに優れた安全安心
でおいしい給食を継続的
に提供する。 
　各給食センターの維持
管理及び衛生管理の徹底
を図る。また必要に応じ
て修繕を行う。 
　衛生管理意識徹底を図
るため、調理等業務従事
者を対象に衛生講習会を
実施する。 
　地場産野菜使用の拡大
を図る。

・児童生徒に安全安心で
おいしい給食を提供 
・施設設備の維持管理及
び衛生管理の徹底 
・学校給食センター運営
委員会の開催 
・食物アレルギー対策と
食育の推進 
・学校給食の内容と給食
費の検討 
・幼稚園給食の内容と給
食費の統一等の検討 

86 10 06 05 給食センター再編調整事
業
【学校給食課】

184 　学校給食センターの老
朽化や運営状況、児童生
徒の推移等を考慮しつ
つ、センターの設備費及
び維持管理費の節減が図
られるよう運営管理を行
う。

　2つの給食センターで配
送できるよう配送する小
中学校・幼稚園を調整す
る。 

・配送範囲の検討 
・先進施設の視察
・学校給食基本計画策定 
・安定供給のために給食
センターの業務委託の検
討
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１１款　公債費
（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

1 11 01 01 市債元金償還事業
【財政課】

3,631,955 市債に係る元金につい
て、管理、償還する。

・市債の元金償還 ・市債の元金償還 

2 11 01 02 市債利子支払事業
【財政課】

142,434 市債に係る利子につい
て、管理、支払いを行
う。

・市債の利子支払い ・市債の利子支払い 

１２款　予備費
（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

1 12 01 01 予備費
【財政課】

30,000 予算外の支出又は予算超
過の支出に充てるため、
歳入歳出予算に計上す
る。

不測の事態が生じた場
合、予備費充用により対
応する。

・予算外の支出又は予算
超過の支出に対する充用

― 95 ―




